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生物多様性条約事務局長による序文

先頃、日本の東北地方沿岸を襲った悲劇には、私
も多くの人々と同様に、深い嘆きと悲しみを抱
きました。世界の人々は、荒れ狂う海を前にし
て為す術もない人間の脆さに衝撃を受け、解き
放たれた自然の猛威に対し団結して耐える沿岸
地域の威厳を見て謙虚な気持ちになりました。
里海に関する本報告書を読むと、随所で「共同
体」という言葉が頭に浮かびます。 

地球には美しい沿岸景観があり、多様な生物を
育み、多くの国々にとって極めて重要となる豊
富な資源を提供しています。世界の人口の3分の1以上が海岸線から100km以内に居住しており、
この割合は急速に増加しています。最も脆弱なコミュニティは、そうした生態系に大きく依存し
ているため、生態系の劣化は多くの人々の暮らしを直接脅かすことになるでしょう。沿岸生態系
は工業経済にも多くの不可欠なサービスを提供しており、そうしたサービスの経済的評価は難し
いものの、常に莫大な数値が算出されます。沿岸の生物多様性には膨大な、かつ未開拓の資源が
あり、これらの資源は未来の世代のために保護されなければなりません。

残念ながら、沿岸生態系の生物多様性の急速な減少のせいで、この自然環境遺産が危機に瀕して
いるということが、数々の研究によって確認されています。海岸は、地球の生物多様性危機にお
いて戦略上重要な最前線にあるといえます。しかし、沿岸域の生物多様性の保全は特に難しく、
その理由の1つとして、沿岸域に対するさまざまな利用者の需要が増加の一途をたどっているとい
うことが挙げられます。生物多様性条約の締約国は、沿岸を効果的に保護することの重要性を認
識しています。その地理的な広がりや、そこで育まれる生物多様性、それらの関連性と保護区域
への影響を考えると、人間の影響が顕著な沿岸海域における生物多様性管理の改善もまた、最も
重要とされています。

この課題にうまく対処するためには、優れた慣行を展開したり取り入れたりすることが不可欠で
す。里海は、伝統的な沿岸文化を現代に活かす経験として、この分野の知識ベースの拡充に大い
に貢献しています。本報告書にあるケーススタディは、さまざまな部門の要求を満たしつつ、人
間の影響を受ける沿岸生態系の生物多様性管理に有用な改善が可能であることを示しています。
これらの慣行を報告することによって、同様の問題に直面している世界の沿岸コミュニティの間
で有意義な情報交換が促進されることを願っています。

本報告書に寄稿してくださった研究者をはじめ、国際連合大学高等研究所、日本国政府並びに石
川県に感謝の意を表します。生物多様性条約テクニカルシリーズ（CBD Technical Series）の本レ
ポートに対する彼らの支援は、生物多様性条約第10回締約国会議のホスト国から会議と議長に対
し、生物多様性の危機に関する取り組みへの支援の約束を表すものです。海の破壊的な力を表す
「津波」という言葉が日本から伝わったように、里海という言葉も、やはりコミュニティとそれ
を取り巻く海との間に存在しうる平和的な調和を表す言葉として定着することでしょう。

アフメッド・ジョグラフ
生物多様性条約  事務局長
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エグゼクティブサマリー 

沿岸生物多様性が驚くべき速度で減少していることは十分に立証されており、それに伴う重要な
生態系サービスの減少は、多くの国々に膨大な悪影響を与える可能性がある。保護区の設置は環
境保全に不可欠な手段だが、人間による資源利用を単に排除するだけでは解決にならない保護区
は多い。日本において、里海の復活は、人間が手を加えつつも生産性や生物多様性が高い沿岸地
域として、生物多様性の保全と利用の統合を実現する上で文化的に適切な手段の一つである。

里海は、沿岸保全のさまざまな部門のステークホルダー（利害関係者）による効果的な関与を可
能にする。里海における人間と沿岸の自然との相互作用に関する視点には、流域傾斜地の森林再
生や藻場の回復、あるいは人工生息地の維持等、生態系に人間の手が加わるものをはじめ、広範
な保全及び回復手段が含まれている。これらの手段が有効であり、コミュニティや漁業者を動員
する潜在性を持つことは、既存のデータから期待できる。

里海の保全は、沿岸域に関連する種々の部門において生物多様性という考え方の主流化を促進し
た。一部の省庁は政策や現地活動における保全強化のために里海を利用しており、漁業者は地域
の生態系保全を主導し、労働力や資源を投入した。こうした生態系利用者による保全コストの効
果的な統合の根底には、主として世襲の所有権や、沿岸での生活に関する経済的・技術的な理由
と文化的・非功利主義的な考え方の調和が可能な集団構造があるように思われる。 

生物多様性保全への里海の貢献を促進するため、里海をより広範な管理の枠組みに取り込むこと
と、里海に関する学際的かつ国際的な共同研究が優先事項となっている。現在、里海は主として
コミュニティレベルの慣行から国家レベルへと拡大されつつあるが、国際的にも、人間の影響が
大きい沿岸海域を持つアジア諸国との類似経験の共有が進められている。

さらに、すでに始められているアジア諸国等との国際的な共同研究や実践を進める必要はあるが、
里海づくりが実施されている地域では、沿岸保全を行う上で、里海が効果的かつ文化的に適切な
概念であることが証明されている。したがって、以下に報告されている経験は、人間の影響を受
ける沿岸海域での生物多様性管理に関する知識に有益なものとなるだろう。

石川県知事による序文
2008年4月、国連大学高等研究所いしかわ・かなざわオペレー
ティング・ユニット（UNU-IAS OUIK）が石川の地に設立され
ました。今でも設立された日のことを喜ばしく思い出します。
以来、UNU-IAS OUIKにおかれては、持続可能な開発という地
球規模での課題に対し、地域レベルのローカルな視点から解決
策を導くため、日本国内はもとより世界の研究機関と連携し、
研究活動を展開されてきました。特に県土の約6割が里山であ
り、長い海岸線を有する本県において、里山里海の研究に邁進
されております。

本県では、このようなUNU-IAS OUIKの研究活動を支援するとと
もに、UNU-IAS OUIKと連携しながら里山里海を中心とする生物
多様性の保全・利用に取り組んでおり、その取り組みを世界に向
けて積極的に発信しております。2008年5月にはCOP 9サイドイ
ベントにおいて、2009年8月にはアジア太平洋環境開発フォーラ
ム（APFED）において、2010年9月にはモントリオールの生物多
様性条約事務局において、また同年10月には、COP 10サイドイベントにおいて、本県の取り組み
を発表しております。その際には、UNU-IAS OUIKから力強い支援を頂いております。

このたび、UNU-IAS OUIKにおかれて、里海に関するCBDテクニカルシリーズの本報告書を取り
まとめられたことは、里海における生物多様性の保全の観点から大変意義あるものと考えます。

里海を初めとする海洋の生物多様性については依然として未知の部分が多く、日本政府が策定し
た「生物多様性国家戦略2010」においても、知見の深化が求められているところ、本報告書はそ
の深化に貢献するものであると考えます。

本報告書の作成に御尽力された、あん・まくどなるどUNU-IAS OUIK所長を初めとする関係者の
方々に心より敬意を表します。

今後とも、生物多様性保全の取り組みが広がるとともに、UNU-IAS OUIKの発展を祈念しており
ます。

石川県知事
谷本正憲

 



閉鎖性海域である石川県七尾西湾にはカキ養殖の長い歴史がある。
大都市に囲まれる東京湾にはイソギンチャクや
ミツボシクロスズメダイが生息する。



漁村の食文化は地域の海洋生態系や水産資源を
反映していることが多い。北海道知床半島の羅臼
では、北国の漁村の必需食料品であるサケを天日
干しにする。 北海道知床半島の羅臼の海に生息する

ムロランギンポ。

タツノオトシゴが生息する石川県七尾市能登島の海。
すべての生き物の存在が大きな海を支えている。

沖縄県の慶良間諸島周辺の亜熱帯の海には
ハナビラクマノミなどカラフルな海洋生物が
生息する。



北海道に秋が訪れ山の木々が色づき始めると、
シロザケが遡上し川を彩る。北海度知床半島羅臼
にて撮影。 北海道知床半島周辺の海に生息するタコと海藻。

日本列島は北海道から沖縄まで南北3,000kmに及ぶ。

知床半島ウトロの流氷の下に生息するフサギンポ。
冬の訪れを知らせる流氷は、大量のプランクトンを
運び知床の海を豊かにする。



流氷ダイビングのメッカ、北海道知床半島ウトロの海に
は、流氷の下に生息する不思議な海洋生物を見るために
日本中からダイバーが集まる。

先祖の伝統を受け継ぐ舳倉島の海女は、1,000年以上も
の間、代々伝えられている零細漁業の手法と文化の守り
手である。

石川県の伝統的な漁村には、毎年夏になると
魚の干物を作る風習が残っている。干物は
一年を通して出汁を取るために使われる。
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序論1: 里海とCBDマンデートの関連性里海とCBDマンデートの関連性

里海と生物多様性条約（CBD）

里海とは、柳 1 （2008）の定義によれば「人手
をかけることで、生物生産性と生物多様性が
高くなった沿岸海域」のことである。里海は、
概念としても管理戦略としても、沿岸域に関
連する生物多様性条約（CBD）の規定を実施す
るための文化的に適切な方法である。ごく基
本的なレベルでは、里海とは、CBD に基づく
行動の主な枠組みと見なされる CBD 生態系ア
プローチの 1 つの現れである。また、里海は
伝統的な生態学的知識と文化史に根ざしてお
り、生物多様性条約第 8 条（j）項の伝統的な
知識、革新及び慣行に関する側面の実施手段
にもなる。さらに、海洋と沿岸の生物多様性
に関する CBD 作業計画（決議 VII/5）との関
連性が特に深い。

海洋と沿岸の生物多様性に関する作業計画が
初めて採用されたのは 1998 年のことである

（決議 IV/5）。最も初期の作業計画の 1 つは
CBD 締約国によって進展し、1995 年のジャカ
ルタ・マンデート（海洋及び沿岸の生物多様
性の重要性に関する国際的なコンセンサスを
反映した閣僚宣言）に続いて、海洋及び沿岸
の生物多様性の保全と持続可能な利用の重要
性を反映していた。この作業計画の目的は、
国家の優先順位に基づいてジャカルタ・マン
デートを実施するために実行し得る具体的な
活動を各国に示すことにあった。活動におけ
る 5 つの優先分野は、（1）統合的海洋・沿岸
域管理（IMCAM）、（2）海洋及び沿岸の生物
資源の持続可能な利用、（3）海洋・沿岸保護
区（MCPA）、（4）栽培漁業、（5）侵略的外来
種であった。2004 年に作業計画の見直しと更
新が行われたが（決議 VII/5）、優先分野の変
更はなかった。

5 つの優先分野のうち、里海関連の活動は、
IMCAM、生物資源の持続可能な利用、栽培漁
業の 3 つである。沿岸管理や統合的河川流域
管理に関連する活動はさまざまな里海プロ
ジェクトに組み込まれている。沿岸と海との
複雑な関係は、海洋及び沿岸生物多様性に関

1 “Sato-Umi ―a new concept for sustainable 
fi sheries” in Fisheries for Global Welfare and 
Environment, 5th World Fisheries Congress, 
2008, pp. 351-358. Tsukamoto et al. eds, 
Terrapub, Tokyo. 参照。ただし、里海の概念が依然
として発展しているため、管理方法としての里海が
より広範囲に利用されることで、その定義もさらに
発展する可能性があることを特筆しなければなら
ない。

する CBD 決議で何度も取り上げられており、
山頂から海へと至る沿岸域の管理は里海の基
礎となっている。里海は、そこに関わるすべ
てのステークホルダーの参加の上に成り立っ
ており、地域との関わりが非常に重視される。
参加の倫理も、CBD、特に IMCAM に関する規
定や生態系アプローチの中核となっている。
藻場の回復、持続可能なカキ養殖、沿岸漁業
の回復といった具体的な里海活動の多くが、
海洋及び沿岸生物多様性に関する CBD 作業計
画に含まれている。

里海は、海洋及び沿岸の生物多様性に関する
CBD の作業にも、新風をもたらしている。日
本の海岸線の総延長に占める自然海岸の割合
は 53％しかないため、多くの里海プロジェク
トは特に都市部に焦点を合わせてきた。近代
科学と伝統的な文化遺産に基づく手段によっ
て都市の水質と生物多様性の回復を重視する
という方法は、CBD にとって初めての試みで
ある。したがって、里海の一部として利用さ
れる技術は、人為的な開発によって大きく変
化した沿岸域を有するすべての都市国家に学
習の機会を与えてくれる。

気候変動への適応における生物多様性の役割
に対する理解が深まるにつれ、変化する世界
で生物多様性と沿岸住民のコミュニティの回
復力を強化するプロジェクトの実施の必要性
も高まっている。里海に関するプロジェクト
は、この種の回復力を構築するための方法を
提供する。CBD にはまだ馴染みの薄い研究分
野だが、第 10 回締約国会議 （COP 10）の開
催後は、さらに注目を集めることだろう。

生態系アプローチと里海

生態系アプローチは、1995 年にジャカルタで
開催された第 2 回締約国会議（COP 2）にお
いて、CBD の下で行われる活動の最も重要な
枠組みとして採用された。このアプローチは、
それまでの単一種管理戦略を超え、生態系全
体とその構成種（人間を含む）、さらには生態
系と物理的、生物学的環境との間の、多くは
動的かつ複雑な相互作用の管理を包含する全
体論的な管理戦略を提供する。2000 年に開催
された COP 5 では、生態系アプローチに関す
る以下の定義説明が是認された。

                序論

1
里海とCBDマンデートの関連性
マリオ・ベロス
国連大学高等研究所伝統的知識イニシアティブ 
Charles Darwin University Casuarina Campus, Ellengowan Drive, Darwin, NT 0909, Australia　E-mail: vierros@ias.unu.edu
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序論1: 里海とCBDマンデートの関連性

生態系アプローチは、保全と公正な方
法での持続可能な利用を促進する、土
地、水、生物資源の統合管理のための
戦略である。従って、生態系アプロー
チの適用は、条約の3つの目的である、
保全、持続可能な利用、遺伝資源の利
用による利益の公正で公平な配分のバ
ランスをとる助けとなるものである。
生態系アプローチは、生物学的な組織
の各レベルに焦点を合わせた、本質的
な構造、作用、機能、生物体と周辺環
境との相互関係のすべてを扱う適切な
科学的方法論の適用に基礎をおいてい
る。そこでは、文化的な多様性をもっ
た人間もさまざまな生態系に必要な構
成要素となる。2

2 CBD締約国会議決議V/6。

この定義は、12原則及び運用指針の5つのポイン
トによって支えられた。これらの原則は、相互
補完的で連動していると見なされていたため、
個別にではなく一緒に適用すべきある。定義、
原則、運用指針を組み合わせると柔軟な枠組み
が生まれ、これを地域ごとに有意義な方法で適
用することになっている。

里海と生態系アプローチの共通点は、CBDの12
原則をそれぞれ里海関連の活動という面から検
討するときに明らかになり得る。その結果は、
下表に示すように、里海が日本においてCBD生
態系アプローチを実施するための文化的に適切
な方法を提供することを示している。

表1. 生態系アプローチの12原則と里海との共通点

原則（決議V/6より） 解説（決議V/6より） 里海との関連性

1. 土地資源、水資源、
生物資源の管理目的は、
社会的選択による。

社会の異なるセクターが、経済的、文化的、
社会的ニーズの観点から生態系に対してそれ
ぞれ独自の見方をする。その土地に住む先住
民や地域社会は重要なステークホルダーであ
り、彼らの権利と利益が認識されるべきであ
る。文化の多様性と生物多様性は、いずれも
生態系アプローチの中心的要素であり、管理
に当たってはこのことが考慮されるべきであ
る。社会的選択は、できる限り明確に示され
るべきである。生態系は、その固有の価値と
人間への有形無形の利益のために、公正かつ
公平な方法によって管理されるべきである。

異なる行政部門と一般市民
が、各自の優先順位に基づ
いて里海を考え、利用する。
里海の概念は非常に幅広く、
多様な分野の優先事項と科
学的、文化的、精神的価値
を包含する。

2. 管理は、最も下位の
適切なレベルまで浸透
されるべきである。

地方分権化されたシステムは、効率的、効果
的、公平な管理を導く。管理にはすべてのス
テークホルダーを含み、地域の利益とより広
域での公益のバランスを図るべきである。生
態系に対し、管理が綿密であればあるほど、
責任や当事者意識、責務、参加、地域の知識
の利用が大きくなる。

里海に関する活動は、一般
に政府の支援の下、地域レ
ベルで実施される。里海の
一部として実施された保全
活動は、地域を集結して地
元の沿岸生態系への配慮と
理解を促進するという点で
有益であることが実証され
ている。

3. 生態系管理者は、彼
らの行動による近隣お
よび他の生態系に対す
る（実際のまたは潜在
的な）影響を考慮すべ
きである。

生態系への管理による介在は、しばしば他の
生態系に未知の、あるいは予測できない影響
を与えることがあるため、起こりうる影響を
慎重に考慮し、分析する必要がある。その際、
必要に応じて適切な妥協を図るため、意志決
定に関する制度の新たな取り決めや編成の方
法が必要になるかもしれない。

里海では、陸地で実施され
る活動が下流の海域に及ぼ
す影響をどのように理解し
規制するかという点に重点
が置かれる。栄養塩の循環
や汚染の規制がこの例に含
まれる。

原則（決議V/6より） 解説（決議V/6より） 里海との関連性

4. 管理による潜在的
利益を認識しつつ、常
に経済的観点から生態
系を理解し、管理する
必要がある。いずれの
生態系管理プログラム
も、
（a）生物多様性に悪影
響を及ぼす市場の歪み
を軽減し、
（b）生物多様性保全と
持続可能な利用を促進
するインセンティブを
調整し、
（c）生態系における
費用と便益を可能な範
囲で内部化すべきであ
る。

生物多様性に対する最大の脅威は、代替的な
土地利用システムへの置き換えにある。これ
は、市場のゆがみに起因することが多く、自
然のシステムと人口が過小評価され、より多
様性の低いシステムへの土地利用の転換を導
く悪質なインセンティブや補助金を供給して
いる。
保全によって利益を得ている者が保全に関係
したコストを支払っていなかったり、同様に、
環境コスト（汚染等）を発生させている者が責
任を逃れていたりすることが多々ある。イン
センティブの調整とは、資源を管理する者に
利益をもたらし、環境コストを生じさせてい
る者が支払を行うことを確保するものである。

里海は、地域の社会文化的
背景の理解を前提としてお
り、特に漁業に関わる生態
的サービスの回復と生計の
強化に焦点を合わせている。
漁業者が植林や海藻、ガラ
モ場等のために時間と資源
を寄与する積極的な保全対
策は里海関連活動の例であ
り、生物多様性資源の利用
者が保全コストを吸収する
うえで興味深い方法を提供
することがある。

5. 生態系サービスを維
持するために生態系の
構造と機能を保全する
ことを生態系アプロー
チの優先目標とすべき
である。

生態系の機能と回復力は、種内、種間、およ
び種とその非生物的環境との間の動的な関係
と、環境内の物理的および化学的相互作用に
依拠している。そうした相互作用とプロセス
の保全と状況によってはその回復が、生物多
様性の長期的な維持においては単なる種の保
護よりも重要である。

里海にとって最も重要なの
は、物質循環の維持または
回復、あるいはその両方と、
回復力のある沿岸域の創出
であり、これには沿岸生態
系の構造と機能に不可欠な
生息地の回復または構築に
よるものが含まれる。

6. 生態系は、その機能
の範囲内で管理されな
ければならない。

管理目標達成の可能性または難易度を考慮す
る際、自然の生産性、生態系の構造、機能お
よび多様性を制限する環境条件に配慮すべき
である。生態系の機能に対する制限は、一時
的な条件、予測不能な条件、あるいは人為的
に維持された条件によってさまざまな度合で
影響を受ける可能性があり、したがって管理
は適切な方法で慎重に行われるべきである。

里海の注目すべき側面の1
つは沿岸都市への応用であ
り、そこでは、かつて非生
産的で汚染されていた区域
が、アマモの植え付けや非
集約的なカキ養殖をはじめ
とする地域の活動を通して
復活し、回復している。

7. 生態系アプローチ
は、適切な空間的・時
間的規模で実施される
べきである。

生態系アプローチは、目的に従って適切な空
間的、時間的規模を設定すべきである。管理
の範囲は、利用者、管理者、科学者、先住民
や地域住民によって、運用面から決定される
だろう。地域相互の連携については、必要に
応じて促進すべきである。生態系アプローチ
は、遺伝子、種、生態系の相互作用と統合に
よって特徴づけられる生物多様性の階層的性
質に基づいている。

里海プロジェクトは、瀬戸
内海のような比較的大規模
なものから、村落周辺の小
湾のような小規模なものま
で、さまざまな規模で実施
されてきた。通常は近隣地
域や外洋とのつながりが考
慮される。

8.生態系の作用を特徴
づける時間的広がりの多
差異や遅延効果を認識
しつつ、長期的な生態系
管理の目標を策定すべき
である。

生態系の作用は、時間的広がりの多様さや遅延
効果によって特徴づけられる。このことは、将来
の利益や便益よりも短期的な利益や便益を好む
という人間の傾向とは本質的に矛盾する。

概念としての里海は10年ほど
前からあるが、その長期的な
存続は、第３次生物多様性国
家戦略や海洋基本計画を含
めた政策に取り入れることに
よって保証される。
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原則（決議V/6より） 解説（決議V/6より） 里海との関連性

9. 管理にあたって、変化
は避けられないことを認
識すべきである。

種の構成や個体数を含め、生態系は変化する。
したがって管理は、変化に適合しなければなら
ない。本質的に変化するものであることを差し
引いても、生態系は、人間、生物、および環境の
領域における不確実性と潜在的な「驚異」の複
合に満ちているものである。生態系の構造と機
能にとっては、伝統的な攪乱をもたらす体制が
重要であり、維持あるいは回復の必要性が生じ
る場合もある。生態系アプローチは、変化や結
果を予測し、それらに対応するために、順応的管
理を利用するべきであり、選択肢を排除してしま
うような、いかなる意志決定をすることにも慎重
にならなければならない。しかし、同時に、気候
変動のような長期的な変化に対応するための
緩和措置も検討するべきである。

里海プロジェクトにはモニタ
リングという要素が含まれて
おり、これが順応的管理の基
礎となる。

10. 生態系アプローチで
は、生物多様性の保全と
利用の適切なバランス
と統合に努めるべきで
ある。

生物多様性は、その本質的な価値と、すべての
人間が究極的に依存している生態系やその他
のサービスを提供しているという点で基本的な
役割を果たしているがゆえに重要である。過去
には、生物多様性の構成要素を保護対象か否か
で管理する傾向があった。保全と利用を一連の
ものとして捉え、厳格に保護されているものから
人工的な生態系まで連続するものに対して最大
限の措置が講じられるような、より柔軟な状態
に移行していく必要がある。

里海は、人間の活動が活発な
沿岸海域における実際的な保
全と持続可能な利用手段に焦
点を合わせている。これには、
藻場や干潟、サンゴ礁の保全、
創生、回復や、半閉鎖性海域
における水質汚染の緩和策、
持続可能な資源管理、生計の
強化が含まれる。

11. 生態系アプローチで
は、科学的な知識、固有
の地域の知識、革新的な
ものや慣習など、あらゆる
種類の関連情報を考慮
すべきである。

効果的な生態系管理戦略に到達するためには、
あらゆる情報源からの情報が重要である。生態
系の機能や人間による利用の影響に関する、よ
り優れた知識が必要である。関係分野から得ら
れるすべての関連情報は、特に生物多様性条
約の第8（j）項に基づくすべての決定を考慮しつ
つ、すべてのステークホルダーおよび活動者に
よって共有されるべきである。提案された管理
の意思決定の背後にある仮定を明確にし、入手
可能な知識やステークホルダーの見解と照合す
べきである。

里海は、科学的調査と伝統的
な文化価値を基としている。
モニタリング活動や環境回復
技術には地域の知識が活かさ
れる。さらに里海は、現代の国
際社会において伝統的な知識
を保全のために利用する方法
も提供する。

12. 生態系アプローチは、
関連するすべての社会の
セクターおよび科学分野
を巻き込むべきである。

生物多様性の管理の問題の大半は複雑で、さま
ざまな相互作用や副作用、関連性を伴うため、
状況に応じて地域、国家、地方、国際レベルでス
テークホルダーが持っている必要な専門知識を
取り入れるべきである。

里海の適用には、地元や県の
自治体、中央政府、漁業者、科
学者、市民団体、関心を持って
いる市民等、幅広い参加者が
関係する。
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                序論

2
日本の国家政策における里海の主流化：ケーススタディ
の紹介
太田義孝1、千葉祐子2、ジョン・ドーラン1 
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2 国連大学高等研究所いしかわ・かなざわオペレーティング・ユニット、〒920-0962 石川県金沢市広坂2-1-1　E-mail: yuko.chiba@hotmail.com

はじめに

先頃、2010年10月に名古屋で開催された第10
回締約国会議（COP 10）に向けて発行された
2010 Global Biodiversity Outlook 3（地球規模
生物多様性概況第3版）には、現在の地球全体
における生物多様性の惨状と、2010年までに
生物多様性の損失速度を大幅に低減するとい
う2002年に国際社会で同意された目標が達成
されなかった現状が明記されている。この報
告書では、地球規模で政策の方向転換を行い、
環境保全を最優先することの緊急性が強調され
ており、具体的には、生物多様性の保護を推進
し、CBDの戦略を関連部門または分野横断的な
計画や政策に統合することが重要だと述べられ
ている。このような現状をふまえ、今、国際社
会が、生物多様性の損失を止め、環境に真の変
化をもたらすことができるかどうかは、私たち
一人一人が、持続可能な社会の構築を目指して
行動できるかどうかにかかっているのではない
だろうか。 

生物多様性の保全という考え方が主要な政策セ
クターに優先的かつ部門横断的に取り入れられ
ることは、CBDの戦略を実施する際に最も困難な
ことの1つである。その一因は、生物多様性の損
失（または保全を優先させることによって起こ
る短期間の経済的損失）がさまざまな形やレベ
ルで異なる部門に影響を与えるため、部門間で
政策上の利害が衝突することにある。また、部
門横断的な統合政策を構築する上でのもう1つの
障害は、CBDに関連する問題がこれまで主に環境
政策課題としてのみ、見なされてきたというこ
とにある。こうした傾向によって、CBDに関する
政策は、部門、開発モデル、政策及びプログラ
ムの実践的側面を十分に考慮に入れずに施行さ
れ、結果として環境問題の分野横断的な性質を
十分に配慮しないことが多い。生物多様性に関
する統合的なアプローチが、環境品質や生産性
の改善という面で直接かつ長期的な利益をもた
らす可能性があるという認識が広く一般に普及
すれば、それ自体が持続可能な開発を補填する
セーフガードとなり得るのではないだろうか。

「生物多様性2010年目標を達成できなかったことによって得られた重要な教訓は、
これまでの生物多様性条約の垣根を超えて、方向転換の緊急性を意思決定者に
伝えなくてはならない、ということである。」（2010年地球規模生物多様性概況第
三版、p.83）

省庁間の部門主義的な傾向からの脱却は、日本
も含め、世界各国の課題でもある。国外でも同
様に見られることだが、日本においても、CBD
に関する課題を優先事項として政策に加えるこ
とは、政府機関の間で利害衝突が起こるため、
容易ではない。概して海洋生物多様性の保全
は、漁業や沿岸インフラの開発をはじめとする
他の海洋政策に関わる課題が優先され、十分に
統合的な対応がなされているとは言えない。そ
のため、生物多様性に関する問題は、長い間、
環境部門のみに限定された問題として扱われて
きたと言える。 

しかしながら、地域的な取り組みとしての生物
多様性に関する教育と地元の沿岸の保全活動
（前章参照）において生態系アプローチを積極
的に取り入れ、その実施に取り組んだ結果、国
際的に上記のような傾向は徐々に改善されてき
た。日本でも、2010年10月の生物多様性条約第
10回締約国会議の開催を契機に、生物多様性や
CBDの重要性に対する市民の意識が高まってき
たこともあり、政策立案過程における分野横断
的な利益を重視する生態系アプローチが、少な
からず政府によって促進されてきた。また、地
域レベルで言えば、地方自治体、NGO、営利団
体による活発な活動が、生物多様性の保全と持
続可能な利用の基盤づくりを支えている。 

本報告書では、里海活動に関する10箇所のケー
ススタディ（事例）を紹介するが、これらは、
日本の政策において海洋及び沿岸生物多様性問
題、特に分野横断的な政府施策における里海の
促進に成功した先例となっている。これらの事
例に入る前に、本章では、生物多様性条約で締
結された義務を履行する上で、海洋及び沿岸域
の生物多様性の保全を、政府が統合的かつ主要
な政策課題として認識し、そして政策実行に移
す（今後この活動をMainstreamingと定義する）
ための里海の戦略的役割について検討されるべ
き3つの主要論点を紹介する。

本報告書の目的に沿う為に、本章において「里
海」は、日本の沿岸域における環境回復及び生



10 11

CBDテクニカルシリーズ No. 61 序論2: 日本の国家政策における里海の主流化：ケーススタディの紹介

態系保全活動（コミュニティ主体）の概念基盤
として、また海洋環境とその空間における人間
活動を含めた景観（Sea-Land Scape）として定
義される。また、ここで提示される「里海」活
動は、地域の状況に即して計画し実行される生
態系ベースの資源管理イニシアティブであり、
海洋及び沿岸域の持続可能性の向上を目的とし
ている。

以下の3つの論点は、政府及び地方公共団体等に
よる地域的な政策と現在進行中の里海活動を考
察した場合に指摘される生物多様性保全政策の
Mainstreaming戦略に関する主要論点である。

1. 如何に、政府（国及び地方自治体等）、地域コミ
ュニティ、産業界が、積極的かつ効率的に参加
出来る戦略、計画及びプログラムに生態系アプ
ローチを組み込むか。

2. 如何に、コミュニティレベルのイニシアティブ
を調整し、その生態系アプローチを国レベル
の戦略、計画及びプログラムにアップグレー
ドするのか。またその際、如何に、地域の環境
に対する所有権を維持しながら生物多様性と
自然資源の持続可能な利用を促進するのか。

3. 如何に、省庁間の縦割り（セクトラリズム）を克
服し、各部門の政策と利害関係の違いを超えた
統合的な国家政策を策定するか。  

これらの論点に沿って、これまでの里海活動を
検証していくと、沿岸環境を担当する日本の省
庁、すなわち国土交通省（MLIT）、水産庁、環
境省（MOE）の里海に関する考え方がそれぞれ
異なることがわかる。本章では、これらの違い
を明らかにし、さらに里海の観念に関連する現
在の国家政策（海洋基本計画、第3次生物多様性
国家戦略）について述べることで、これらの政
策を利用して、里海の観念を国の政策に取り入
れる方法と根拠を議論する。伝統的な沿岸景観
や環境に関する地域の英知が自然科学と結びつ
くのは、第1に里海が包括的であるから、第2に
日本の土地に対する観念が里海に反映されてい
るからである。

各省庁における里海へのアプローチ

第1章では、沿岸の暮らしにおける日本の文化的
観念や伝統的な資源管理の方法と、栄養塩循環
など健全な海洋環境の回復や保全に関する高度
な科学的概念とを結びつける生態系アプローチ
を表すものとして、里海を紹介した。沿岸管理
を担当する3つの省庁が、それぞれ沿岸環境の改

善を目的とした異なる里海プログラムに着手し
ている。いずれのプログラムも、日本国内の数
箇所の沿岸環境において独特の特性を保全する
ことに的を絞ったものである。 

i) 国土交通省
2003年に国土交通省が初めて里海という概念を
省庁レベルのイニシアティブに取り入れた。ベ
イルネッサンス計画と呼ばれるこのプログラム
は4箇所で実施されたが、いずれも東京湾や大
阪湾など大規模な閉鎖性海域に面しており工業
化の進んだ沿岸域であった。このような都市部
の地域が選定された背景には、海岸線の保護や
都市の住宅地と沿岸環境を結ぶ高効率な下水設
備など、日本の都市計画戦略の管理を目的とし
て国土交通省が進めていた大規模プロジェクト
があった。

閉鎖性海域沿いに形成された都市部でのみ実施
されたこのプログラムでは、まず、干潟など高
度な生物多様性を育むことのできる海洋生息環
境の再生が可能な場所の特定と評価を行うた
め、沿岸環境の詳細な科学的調査に焦点が絞ら
れた。しかし、これらのケースで新たに再生さ
れた生息環境は小規模であるため、そうした限
られた区域内で海洋生物多様性が回復したとし
ても閉鎖性海域全体に大きな生態学的影響を与
えるには不十分である。たとえば東京湾は3分
の1が大規模な埋め立てによって人為的に改変
されており、海岸沿いの干潟など原初の生息環
境のほとんどが破壊されているため、このプロ
グラムでこれまでに回復できた干潟の総面積は
限られている。 

しかし、新たに再生された里海エリアとして人
工的に造成された干潟や藻場は、コミュニティ
教育での利用や海洋生物多様性回復への市民の
関与を促進するには適している。最初に実施さ
れた科学的調査、並びに市民への教育・普及を
行うパブリックアウトリーチプロジェクトへの
参加者らによる継続的なモニタリングによっ
て、こうした再生エリアの持続可能性が確保
されており、これは高度な海洋生物多様性が
存在する生息環境の例として活用することが
できる。さらに、パブリックアウトリーチプ
ロジェクトの参加者たちは、都市開発によって
変化する前の沿岸地区の地図や古い写真など多
数の歴史的資料も収集している。そうした資料
は、現在入手可能な詳細な科学情報と併用する
ことで、景観が激変する前の沿岸環境の状態を
人々に気付かせてくれるものである。したがっ
て、このプログラムは、開発密度の高い都市湾

岸部に位置する生態学的に価値の高い地区の開
発可能性を実証するというセクター内の関心の
みに基づいて計画されたものであるにもかかわ
らず、また、今なお実験段階にあり、小規模で
しか実施されていないにもかかわらず、国土交
通省は（i）科学的知見、（ii）コミュニティの
参加と政府のイニシアティブ、（iii）高度な海
洋生物多様性の重要性という、里海の3つの要
素の統合を実証することに成功している。 

ii) 水産庁
里海という概念に関連する省庁レベルのプログ
ラムは、他にも水産庁によって「日本の沿岸漁
業の多面的機能」を促進するイニシアティブの
一環として実施されている。国土交通省のプロ
グラムとは対照的に、このプログラムは、日本
の沿岸漁業コミュニティの活動、並びにこれら
の海洋生態系や沿岸環境の保全における役割に
焦点を合わせている。水産庁がいうところの多
面的機能の概念とは、海洋生態系の回復と持続
可能な資源利用でコミュニティに基づいた活動
がもたらす利益を意味する。「水産業・漁業の
多面的機能の促進」と呼ばれるこのプログラム
によって、藻場をはじめとする生育環境の回復
（ケーススタディ8岡山を参照）や地域にとって
重要な種の自主管理の確立（ケーススタディ2秋
田及びケーススタディ10沖縄を参照）を目的と
したコミュニティベースの活動が促進された。
これらの活動は、地域の漁業コミュニティが、
主として自分たちの環境知識と伝統的な管理シ
ステムに基づいて実施している。

水産庁のプログラムは、漁村の人々が環境に対
して抱いている強い当事者意識と、何世代にも
わたって漁業者たちに受け継がれてきた沿岸海
洋環境という文化遺産を活かしたものである。
いずれのケースでも、地域の漁業組合がプログ
ラム活動を計画し、水産庁と密接に協力し合っ
ており、水産庁の政策の方向性も漁獲量の増加
から水産業保護の促進へと変化している。この
プログラムの導入時にこうした考え方が組み込
まれ、沿岸魚種資源の持続可能な利用という面
で地域の漁業が果たしてきた歴史的な役割が認
められたのである。日本全国で約200件の地域プ
ロジェクトが実施され、それぞれが水産庁から
少額の資金援助を受けている。各プロジェクト
の進捗状況は、漁業だけでなく赤潮現象や海洋
廃棄物といった生態学的な問題に関しても専門
知識を持った地元の科学者や訓練を受けた技術
公務員たちによってモニタリングされた。この
プログラムは、漁業者たちがそれぞれのコミュ 
ニティで蓄積されてきた知識を活用するよう奨

励することに成功しており、また、限定的では
あるが、海洋保全におけるコミュニティのイニ
シアティブの促進にもつながっている。しか
し、こうしたイニシアティブの多くは地理的な
規模が小さすぎるため、地域の生態系を完全に
回復するまでには至っていない。 

iii) 環境省
2007年6月、「21世紀環境立国戦略」という日
本の新たな政策が発表され、環境省は、陸海の
生態系回復のための包括的なアプローチを導入
した。この戦略は、「環境立国・日本」を実現
するために焦点をあてるべき8つの施策で構成
されており、自然に対する謙虚な気持ちを持
つという自然観に基づいた伝統文化、先端技
術、深刻な汚染問題の克服から得た経験や知
識といった財産を活かすことによって日本は
持続可能な社会の実現のモデルとなり得ると
示唆されている。里海は「戦略6－自然の恵み
を活かした活力溢れる地域づくり」に取り入れ
られている。この施策を実施するため、環境省
は、2008年4月、3年間にわたる里海創生支援
事業を開始した。 

環境省は、「海域環境の保全」と「海との共
生」をテーマに地域と一丸になってプロジェク
トを実施している地方自治体を募集した。この
プログラムは、里海の概念に従った地域活動を
助成金の交付により支援するものである。それ
と同時に、里海活動に関するケーススタディを
収集する全国調査も実施され、生態系ベースの
管理に対する里海アプローチの国内ガイドライ
ンとしてまとめられた。 

調査に際し、里海活動の運営や背景の多様性を
明らかにするため、環境省は里海活動に関する
分類図を作成した。この分類図には、各活動の
地理的位置、内容、活動主体、目的が記載さ
れ、各活動の文化的背景も示されている。現
在、里海活動は、概して漁村、都市部、流域
（分水嶺からリーフまで）という3種類の地理
的位置のいずれかに分類されている。活動の主
なカテゴリーには、水辺地区の清掃に関連する
活動、開発によって失われた生息環境を補う人
工の干潟や藻場の創生に関連する活動、気候変
動への適応に貢献しうる活動などがある。文化
的背景のカテゴリーには、宗教的な信条に基づ
いた里海活動や、特に都市部の住民や沿岸部で
ない地区の住民らを対象として観光を通じて行
われるものなど市民の関与の促進を狙う活動が
ある（ケーススタディ1知床、ケーススタディ4
七尾湾を参照）。 
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これらのカテゴリーのうち、「漁村型」と
は、漁村が主体となって実施される里海活動
である。そうした活動の多くは、上述した水
産庁の里海プログラムによる支援やモニタ
リングが行われている。「都市型」とは、都
市沿岸部で実施されている活動であり、その
ほとんどが上述した国土交通省のプログラム
で組織、支援、モニタリングされている。
最後に、「流域型」の里海活動（分水嶺か
らリーフまで）は、山頂からリーフまで、
あるいは河川流域からその河口域まで、すな
わちさまざまな水域生態系がつながり合い、
水によってコミュニティが結ばれている区
域にわたって実施される（ケーススタディ 
9山口湾、Box 5由良川と丹後海を参照）。ま
た、水の蓄積と循環を支えている陸環境でも実
施されている。この種の活動は、海岸地帯に至
るまで河川の水質汚染を改善し、第二次世界大
戦以降の沿岸部の工業開発によって発生した汚
染物質を除去することを目指している環境省の
セクター内の関心と特に関連性がある。

図1. 里海創生活動の7つのタイプ3

日本のさまざまな里海活動に関する環境省の調
査では、国土交通省や水産庁の支援を受けてい
るプロジェクトも含め、日本の沿岸及び海洋の
生態系の保護を目的とした種々の保全活動が十
分に考慮されている。環境省では、この調査に
基づき、厳しい科学的基準や高度な管理基準の
必要性を強調することによって環境や生態系へ
の里海アプローチに関する強力なガイドライン
を策定した。一方においては、科学的な評価や

3 http://www.env.go.jp/water/heisa/satoumi/06_
5.html#figure01

分析に関する基準は、海洋生態系の保護を確保
し、地球の環境システムの要素である陸・海・
空の間での健全な大気相互作用や物質循環（河
川と海の間での養分循環など）を促進するため
に十分なものでなければならない。他方では、
活動の管理はコミュニティのイニシアティブに
基づき、さまざまな部門のステークホルダーの
参加を最大化するものでなければならない。し
かし、科学的基準と管理基準がただ1つの単体
的な手法に組み込まれるものと考えるべきで
はない。環境省の調査で最も価値のある点の
1つが活動のバリエーションであり、その判断
や対応に際しては柔軟性が求められる。その
ため、里海に関する国のガイドラインでは、さ
まざまな里海活動で見られる適応性とバリエー 
ションの重要性が前提となる。環境省は、プ
ロジェクトが所定の基準を満たしているか否
かを判断するため、各プロジェクトの進行過程
でのモニタリングから得られる環境の回復と再
生に関する定量的科学データを非常に重視して
いる。とはいえ、各プロジェクトの運営構造を
持続するための鍵は、管理の適応性にある。 

国家政策における里海

2007年11月、日本の第3次生物多様性国家戦
略が閣議決定された。この戦略の基本的な考
えは、日本を、人間社会と自然のバランスを維
持し、保全と持続可能な利用を通して生物多様
性を育むことができる国にするというものであ
る。この戦略文書の中で、里海とは人々が伝統
的に自然の恩恵を受けて生計を立ててきた沿岸
海域であると定義されている。さらに、里海と
は自然生態系と調和しつつ人手を加えることに
よって生物多様性の確保と生物生産性の維持を
図るアプローチであるとも説明されている。 

2008年3月には海洋基本計画も閣議決定され
た。この計画の目的は、2007年7月に制定さ
れた海洋基本法を実行に移すために以後5年間
についての実践的な計画を策定することにあっ 
た。里海に関しては、第2部で「政府が総合的
かつ計画的に講ずべき施策」として記述され
ている。この記述があるのは、海洋資源の開
発及び利用の推進について論じられているセク 
ションである。その中で、里海は、自然生態系
と調和しつつ人手を加えることによって生物多
様性の確保と生物生産性の維持を図り、豊かで
美しい海域を創るための概念的枠組みとして提
示されている。 

上述の3つの政策文書ではいずれも里海という
言葉が使用されているが、この概念の趣旨につ

いての解釈は少しずつ異なっている。第3次生
物多様性国家戦略では、里海は保全または保護
されるべき海域とされているのに対し、21世紀
環境立国戦略と海洋基本計画では里海創生の必
要性が強調されており、保護というよりも再生
や造成を暗に意味している。さらに、第3次生
物多様性国家戦略と21世紀環境立国戦略では里
海を物理的に範囲が定められる地域という観点
で見ているが、海洋基本計画では概念的な枠組
みとしてとらえている。したがって国家政策の
策定においては、里海の定義に差異が生じる余
地があり、包含的であるというのが里海の定義
の特徴である。 

里海に関する学術的議論と市民の認識 

メディアでの使用を見てみると、里海という
言葉は日本社会のさまざまな領域で論じられ
るようになっている。持続可能な開発に関する
議論でキーワードとして登場する回数が増えて
おり、また、人間と海との共生という日本の考
えを代表するユニークで革新的な概念としても
引用されている。国内の新聞で里海が取り上げ
られる回数は過去10年間で3倍になっている。
里海に関する会議やセミナーが日本全国で開催
されるようになり、里海に関連した草の根活動
も数多く計画され、実施されている。 

要するに、里海は適応性のある言葉であり、沿
岸管理、生態系保全、持続可能な開発について
考えたり計画を立てたりするのに有用であるの
だ。こうした柔軟性こそが多くの学者たちの関
心を引いているのであり、里海は、包括的であ
る―すなわち広範かつ総合的なアプローチを促
すものである―と同時に実践的でもある―すな
わち生態系保全のために講じられる具体的な措
置の裏付けにもなる―と考えられている。言い
換えれば、里海は単に保全理論だけにとどまる
ものではない。たとえば柳（1998）は、里海
とは空間的な存在であり、「人手が加わるこ
とによって，生産性と生物多様性が高くなっ 
た海」であると定義している。一方、松田
（2007）は、里海を日本の海洋文化遺産の重
要な要素と関連づけており、これには漁業の多
面的機能による役割、特にコミュニティに基づ
いた伝統的な海洋管理の知識や実践が暗に含ま
れている。中島（2009）は、里海プロジェク
トに携わっているコミュニティのメンバーへの
聞き取り調査を行い、海洋ガバナンスという観
点からこの概念に迫っている。中島は、里海と
は、市民団体や自治体も関与して海を管理し、
新たな種類の入会権（漁業権）を創設し、それ
によって海と人間との豊かな関係を再確立する
ための協調的な努力を表すと考えている。

里海アプローチに対する政府、地方自治体、草
の根団体、メディアの理解はそれぞれ異なって
おり、部門あるいはコミュニティの性質や使
命、その専門知識や関心に応じて、生態系アプ
ローチのさまざまな要素が強調されている。肯
定的に見れば、里海の定義におけるこうしたば
らつきによって里海という概念が非常に包括的
なものとなっているのだが、他方では、日本の
沿岸環境が具体的に何を包含するのか、そうし
た区域内のすべてのコミュニティがどのように
適合するのか、これらの疑問に対する答えを決
めるのは誰なのかといったことに関する論争や
議論を生んでいる。 

結論

本章では、里海アプローチがさまざまな部門、
及び国の政策イニシアティブにどのようにして
採用されてきたのかということを論じた。そう
した議論に基づき、CBDの主流化において重点
を置くべき3つのポイントは、（1）生態系アプ
ローチを部門別の戦略、計画、プログラムに
組み込む、（2）コミュニティレベルでの生態
系管理を国家の戦略、計画、プログラムのレ
ベルまで拡大する、（3）種々の部門別アプロー
チを統合して国家政策を構築することであると
いえる。 

一点目に関しては、さまざまな政府省庁がそれ
ぞれのプロジェクトに里海の要素をどのように
組み込んでいるのかを検討した。たとえば、生
物多様性に富んだ生息地の再生（ただし小規模
である）、環境に関するその土地の知識や伝統
的な管理システムの再構成、あるいは河川や流
域から沿岸へと至る区域の中で水によって結ば
れているコミュニティの連携の確立などであ
る。里海アプローチは各省庁の政策の全体的
な方向性に組み込まれており、政府、コミュニ
ティ、産業界の積極的かつ効果的な参加を促進
する有効なツールとなっている。政府、コミュ 
ニティ及び産業界は、それぞれ沿岸海洋生態系
の環境保護政策の主流化に対して具体的かつ実
際的な関心を持っているのだが、現時点では生
態系ベースの管理や生物多様性保護に関する共
通の懸念の下で統合されるには至っていない。

二点目に関しては、本章において、各省庁のプ
ログラムがどのように地域のイニシアティブと
市民の参加を尊重し、それと同時に科学的客観
性を重視しているかということを説明した。国
土交通省のプログラムは、プロジェクト活動の
基礎となる科学データを提供するとともにコミ
ュニティ参加の組織化を図っており、モニタリ
ング及び歴史的資料の収集によって、多様な漁
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業を支えていた沿岸生態系が工業開発によって
破壊される前の姿を市民に思い起こさせる材料
を提供している。一方、水産庁のプログラムの
下で実施されている活動は、環境に関する漁業
者の知識に基づいたものであるが、厳密な科学
研究も行われており、プロジェクト活動が漁業
者の経験的知識の範囲を超えて確固たる科学的
根拠を持つよう確保され、他のステークホル 
ダーに対しても説明できるようになっている。
このアプローチの包括性は、里海活動の多様性
がさまざまな場所や社会文化的背景にいかに適
応しているかを環境省が重んじていることにも
反映されている。

最後に、三点目、すなわち種々の部門別アプ 
ローチを統合した国家政策の構築に関しては、
本章の中で、里海アプローチの柔軟性と自然に
焦点を合わせる方法が強調されている。国家政
策には里海のさまざまな定義や解釈が取り入れ
られているが、そのことによって里海プロジェ
クトの実施で混乱や障害が生じてはいない。む
しろ里海には、その言葉の柔軟性ゆえに有益な
包括性が備わっている。最初に里海アプローチ
を構築した学者たちが、定義の柔軟性、里海活
動の実践的な方法への重点化、種々の政策アプ 
ローチや解釈の包括性を裏付けることで里海
アプローチに正統性を与えたことは明らかで
ある。この点で、里海は、定義はないが（ただ
し「説明」はされている）実際にさまざまな環
境的・文化的状況に適した方法で適用されてい
るCBDの生態系アプローチと似ている。

要するに、里海アプローチを国家政策に徐々に
組み入れることに成功しているのは、すべての
里海プロジェクトに見られる2つの要素による
ものである。1つは、地域の漁業者と科学者と
の協力により科学的知見とその地域での環境に
関する知識との統合が可能になったこと、もう
1つは、概念に柔軟性があるために、その包括
性を損なうことなく特定の側面を強調すること
によって里海アプローチをさまざまな省庁の政
策やプログラムに適応させることが可能なこと
である。 

以下では、里海活動に関する10箇所のケース
スタディを取り上げ、個々の活動のアプロー
チで科学、コミュニティの関与、政策の統合
がどのように具体化されているかを示す。さ
らに、そうしたケーススタディで実証されて
いるように、文化に根ざした生態系アプロー
チの成功こそ、日本人が自分たちを取り巻く
海洋や沿岸の環境の文化的・生態学的多様性
を保護するためにどのように取り組んでいる
のかということを証明している。 

参考文献

Matsuda, O. 2007. “Overview of Ago Bay 
Restoration Project based on the New Concept of 
‘Satoumi’: A Case of Environmental Restoration 
of Enclosed Coastal Seas in Japan.” In Proceedings 
of 1st International Workshop on Management 
and Function Restoration Technology for Estuaries 
and Coastal Seas, edited by K. T. Jung, 1-6. 
KORDI. 

中島　満. 2009. 新しい海の共有－「里海」づくり
に向けて. Graphication 160: 20-22.

柳　哲雄. 1998. 沿岸海域の里海化. 水環境学
会誌 21: 703



ケーススタディ 2: II. ケーススタディ

17

CBDテクニカルシリーズ No. 61

16

II. ケーススタディ



ケーススタディ 1: 知床：漁業の共同管理から生態系に基づく管理への拡張

19

CBDテクニカルシリーズ No. 61

18

ケーススタディ

1
知床：漁業の共同管理から生態系に基づく管理への拡張

牧野光琢1、 松田裕之2、桜井泰憲3

1 水産総合研究センター　E-mail: mmakino@a� rc.go.jp
2 横浜国立大学　E-mail: matsuda@ynu.ac.jp
3 北海道大学　E-mail: sakurai@� sh.hokudai.ac.jp
本章は、既刊の論文（Makino et al., 2009; Matsuda et al., 2009）に基づいている。

はじめに

知床半島は北海道の北東の角にあり、世界で最
も豊かな亜寒帯生態系の1つである。また、半島
と近隣海域を含めた知床地区は、日本にある3つ
の世界自然遺産の1つである。沿岸コミュニティ
が長い歴史を持ち、周囲の自然環境に広く関わっ
ているこの地域では、陸上生態系と海洋生態系と
が独特のバランスで相互に作用している。この
地区には何種類もの絶滅危惧種を含む極めて豊
かな生物多様性があり、代々漁業を営む家族を
基礎として深く根ざした文化遺産がある。 

知床半島と近隣海域の生態学的特徴の特異
性は、北半球において冬季に流氷が到達す
る南限に位置するという事実や、東樺太寒
流と宗谷暖流が流れ込むという事実によっ
て説明される。これら二つの海流のそれぞ
れが異なる海洋学的条件をもたらし、知床
の環境を特徴づける冷水性から温帯性の多
種多様な海洋生物の生息域を提供している
（MOE & Hokkaido, 2007）。この地区の
特異な生態環境は、アイヌのコミュニティ
に歴史的景観を提供したという点で、この地区
の文化的重要性に匹敵している。北海道の先住
民族は、自然と人間の強い精神的なつながりを
肯定するアニミズム型の思考体系に基づき、伝
統的に地域資源の持続可能な利用を実践してき
た。「知床」とは、アイヌ語で地の果てを意味
する。 

知床半島は、2005年、UNESCO世界遺産に登
録された。生態系の管理を目的としたその後
の保全活動は、地域の漁村と共同で実施されて
きた。漁業者の活動を中心として、その目的と
能力を知床地区での生態系管理アプローチへと
拡大した共同管理システムが形成されており、
科学的根拠に基づく地域海洋資源の持続可能な

利用方法と世界遺産地域での生態系の保全が結
びつけられている。本論文では、地域コミュニ
ティを取り込み、彼らの知識と科学を結びつけ
て、貴重な世界遺産をコミュニティやその暮ら
しごと保全することに成功した里海の例として
「知床アプローチ」を紹介する。 

知床の生態環境と漁業

流氷（季節海氷）が溶け出す初春には、流氷下
でのアイスアルジーの増殖が始まり、それに続
く植物プランクトンの大増殖がさまざまな魚類
等、上位栄養層の多様な海洋生物を引きつける。
この地域の一次生産力（植物プランクトン生産
力）の高さが、魚類や海産哺乳類、海鳥等、多
様な種を支えている（Sakurai, 2007）。この地
区は、サケ類やスケトウダラ、及びホッケ、メバ
ル類、マダラ、カレイ類、頭足類等、商業的に重
要なさまざまな魚種の移動ルート上にある。さ
らに多数の遡河性サケ類が、産卵のために海か
ら自分たちが生まれた河川に戻り、ヒグマやシ
マフクロウ等の大型陸生哺乳類に食料を提供す
るとともに、陸上生態系と海洋生態系間の生物
地球化学的フラックスを結びつけている。知床
世界自然遺産地区における食物網を図1に示す。 

考古学調査の結果、この地区には2,000年以上
前から人間が居住していたことがわかってお
り、土器のほか、トド、アザラシ及び魚類の骨
が発掘されている。今日でも、漁業部門は地域
経済の最も重要な産業で、日本で最も生産性の
高い漁業の1つを支えている。主な対象群種と
漁具には、定置網でのサケ類の漁獲、スルメイ
カを対象としたイカ釣り、刺し網によるスケト
ウダラ、タラ、ホッケの漁獲等がある。2006
年には、851人が漁業を経営していた。漁業者
1人当たりの平均生産量は、水揚げ量では全国

要旨

2005年にUNESCOによって世界自然遺産に指定された知床海域は、冬季は流氷に覆われ、本
報告書で紹介する生態系では最北に位置している。知床のコミュニティは、古来からさまざ
まな種類の魚を獲ってきた。里海重視の保全とは、そうした漁業者のコミュニティを、彼ら
が何世紀にもわたって持続的に利用してきた生態系の不可欠な要素として認識することを意
味する。こうした認識は、生物多様性の構成要素の持続可能な利用と分野横断的な管理の枠
組みを統合した保全目標とともに、世界自然遺産の必要条件に対して漁業部門が当初抱いて
いた懸念の克服に役立ち、知床の漁業者は保全に不可欠で主体的な存在になった。知床は、
地域コミュニティを取り込み、彼らの知識と科学を結びつけ、コミュニティや暮らしを含め
て貴重な世界遺産を保全している里海の一例である。 

19
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平均の3.4倍、金額では4.0倍に上る。図2に漁
獲統計を示す。この図から、漁業の持続可能性
と経済性の重要な指標である総漁獲量と平均栄
養段階が、非常に安定していることがわかる。 

知床：世界遺産地域

知床地域の顕著な特徴のために、日本政府は管
理計画を策定し、2004年1月、この地域を世界
遺産に登録することを提案した。UNESCOと国
際自然保護連合（IUCN）は、この提案と管理
計画を審査し、2004年7月に現地評価を行っ
た。IUCNは、（i）海洋要素の保護レベルが十分
でないことを懸念し、特にトドの主な食料源で
あるスケトウダラの適正管理を促すとともに、
（ii）半島の河川工作物（砂防ダムなど）が、
海洋生態系と陸上生態系をつなぐサケ類の個体
数に与える影響を検証するよう勧告した。その
後、2005年2月にIUCNは公式に（iii）この地域
の海洋要素を拡大し、（iv）海域管理計画を迅速
に策定して海洋生物種の保護を確保するよう要
求した。上記の（i）と（iv）によって漁業部門
の懸念が高まり、当初、世界遺産地域への登録
は歓迎されなかった。 

それに対し、2005年3月、日本政府は、（i）
海洋境界を海岸線から1kmから3kmへと拡大

し、（ii）3年以内に海域管理計画を策定して、
（iii）スケトウダラや海産哺乳類、その他の海
洋生物種の保全のための適切な管理手段を計画
の中で講じることを約束した。そうした保証の
下、知床は2005年7月、UNESCO世界遺産に登
録された。 

知床の里海：保全管理のための水産業との
連携

日本では、世界遺産登録に関する特別な国内法
は存在せず、管理策は、いくつかの法律と政策
の組み合わせの下で実施されている（表1）。し
かも日本での行政手続は、その他の多くの国々
と同様に縦割り構造で、省庁及び部局間の協力
や調整を妨げている。たとえば1957年に制定さ
れた自然公園法は、漁業活動が海洋生態系に与
える影響を規制する十分な権限を環境省に与え
ていない。そうした活動は水産庁の所管だから
である。そのため、図3に示すように、知床世界
自然遺産の管理のために部門及び省庁間の新た
な調整システムが確立された。 

2004年7月、知床の世界遺産登録に先立ち、
海洋生態系、陸上生態系及びその他の問題の
管理の統合に関し、科学的観点から助言を得る
ため、海洋及び陸上生態系の専門家で構成され
た知床世界自然遺産候補地科学委員会（現知床
世界自然遺産地域科学委員会、以下では「科学
委員会」と表記）が創設された。科学委員会と
ワーキンググループは、自然科学者、社会科学
者、中央政府と地方自治体の省庁や部局の代表
者、漁業協同組合の代表者及びNGO等で構成さ
れている。委員会には、海洋生態系管理に関す
る海域ワーキンググループ、河川関連工作物の
改良に関する河川工作物ワーキンググループ、
エゾシカの管理に関するエゾシカワーキンググ
ループという3つのワーキンググループが設け
られている（2011年現在ではさらに、適正利
用・エコツーリズム・ワーキンググループも組
織されている）。 

図1　知床世界自然遺産地区における食物網 
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2007年12月、海域ワーキンググループが多利
用型統合的海域管理計画を提案した。この計画
には、海洋生態系の保全を目的とした管理策
と主な種を維持するための戦略、モニタリン
グ方法及び海洋レクリエーション活動に関す
る政策が定義されており、漁業部門は起草プ
ロセスの最初から参加している。現地の人々
は、この地区で長い間漁業を営んでおり、50
年以上にわたってデータを集めてきた。この
情報は知床生態系モニタリング計画に取り入
れられ、海洋生態系の機能と構造の変化を観
察できるようになった。このように、漁業者
は生態系の不可欠要素と考えられており、彼
らのデータは管理計画に基づき、費用効果の
高い方法での生態系モニタリングのために利
用されている。

この計画に基づき、知床世界遺産地域では以
下の3つをはじめとするさまざまな保全策が実
施された。 

(1)　スケトウダラとトドの管理
スケトウダラは、知床地区の最も重要な漁獲物
の1つである。知床の漁業者は、根室のスケトウ
ダラを主に刺し網で捕獲している。刺し網漁業
者は、彼らが持っている現地の知識と経験に基
づいて漁場を34の区画に分け、資源を保全する
ため、そのうち7区画（スケトウダラの産卵場所
を含む）を保護区に指定している。知床が世界
遺産に指定された後、さらに6区画が保護区に指
定されており、毎年、前年度の実績と地域の水
産研究機関からの科学的助言に基づいて保護区
の再検証が行われている。 

このスケトウダラを主要な食料とするトド
は、IUCNにより絶滅危惧種に指定されている。
オホーツク海沿岸の島嶼と千島列島を繁殖場と
するトドは、冬季にロシアから知床世界遺産地
域に移動してくる。幸い1990年代初期以降、
その個体数は毎年1.2%ずつ徐々に増加してい
る（Burkanov & Loughlin, 2005）。一方、北
海道沿岸、特に日本海沿岸において、トドは漁
具の中に捕獲されているスケトウダラを捕食し
たり、あるいは漁具そのものを破損するなど、
漁業に経済的被害を与えている。よって、漁業
被害の軽減を目的に一定の個体数の駆除を実施
してきた。世界遺産登録後の2007年、トドの絶
滅リスクを上げずに漁業被害を低減させること
を目的として、日本の水産庁は、米国海洋哺乳
類保護法で利用されている生物学的間引き可能
量理論（Wade, 1998）を採用し、駆除枠の設定
手続きを変更した。

役割：管理、研究、モニタリング活動に
関する科学的助言の提供 

役割：情報の交換、行政部門間の政策の調整 

役割：観光客による環境への悪
影響を減少させるための利用
ルールの策定 

参加者：中央政府、地方自治体、漁業協同組合、 
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図3　知床の世界遺産地域における調整システム 

図2　主要10種の漁獲量の推移 
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(2)　海洋生態系と陸上生態系の相互関係
の支持
遡河性サケ類の多くが、淡水で産卵するために知
床の河川に戻ってくる。河川を遡る天然のサケ類

（孵化場に由来するサケや、河川で自然繁殖する
カラフトマス等）は陸生哺乳類や猛禽類の重要な
食料源で、生物多様性や陸海の物質循環に貢献
する。海洋生態系と陸上生態系の相互作用を維
持、促進するため、河川工作物ワーキンググルー
プの科学的助言に従い、2005年以降、ダムをはじ
めとする土木工事の改修が行われている。同ワー 
キンググループは、知床で118の人工工作物を調
査し、それらがサケ類に与える影響の評価を行っ
た。また、災害リスクに対するそれらの影響を考慮
しつつ、実施し得る構造的変更の調査も行ってい
る。改修によって人口密集地域の災害リスクが増
大する可能性があるため、そのまま維持された工
作物もある。2008年1月末には、25の構造物が既
に改修されたか、あるいは改修中であった。そうし
た措置の効果を評価するため、3カ年計画によっ 
て遡河、産卵場所の数、底質の組成、流速、流出量
のモニタリングが行われた。

(3)　海洋レクリエーション活動
環境が現地の漁業や海洋生態系に悪影響を与え
ないよう、海域管理計画には、レクリエーション活
動に関して、知床国立公園利用適正化検討会議
が作成した規則に基づいて行われる旨が規定さ
れている。この会議は、学者、観光業界とガイドの
代表者、環境NGO及び森林、沿岸警備、環境並び
に地方自治体を代表する公務員で構成されており、
パトロールや観光客の利用状況のモニタリングを
目的としたその他の活動の規定、観光客向けの規
則の策定、エコツーリズムの促進に携わっている。

結論 

長年にわたり、日本における漁業管理では、漁業者
の団体や地域のコミュニティが漁業管理の中心的
役割を果たしてきた。これを漁業の共同管理（fisher-
ies co-management）という。しかし、伝統的な漁業
の共同管理における利害調整やステークホルダー 
の参加は、漁業部門だけに限定されており、そ
の他の海洋生態系利用者は意思決定プロセス
に含まれていなかった。知床アプローチでは、
既存の共同管理を拡張する形で新しい調整
システムが確立され、今や複数の部門の広範
なステークホルダーが統合されている（図3）。
このシステムによって多様な関係者間の情報
や意見交換が促進され、管理計画や規則の正
統性が強化された。アイスランドやニュージー 
ランドなどの国々においても、生態系に基づく管理
の枠組みが提案されているが、そうした枠組みにお
いては市場ベースの個別的に譲渡可能な割当が
中心的な政策手段となっており、知床とは全く異
なるアプローチである。やはり海洋生態系の保全
や生計の維持には、唯一絶対の処方箋は存在しな
い（Grafton, 2008）ことを示している。

この世界遺産の管理を成功させた重要な要因は、
既存の制度的枠組みを深く理解したことと、海洋
生態系管理における漁業部門の潜在的な役割を
積極的に評価したことであった。知床における里
海志向の保全は、何世紀にもわたって広範な魚種
を持続的に利用してきた地域の漁業者が、「本来
の生態系」から排除すべき無用の長物ではなく、
生態系の不可欠の要素と見なされるということを
示している。地域の漁業者は、管理や制御の対象
ではなく、生態系ベースの管理に不可欠で重要な

生態系モニタリングに協力し、また資源保全への
積極的な関与を通して自主独立的な役割を果た
す参加者として位置づけられるのである。知床ア
プローチは、UNESCO世界遺産の保全要件を満
たし、かつ、多数の零細漁業者が共同管理制度の
下で広範な種を利用している地域における、今後
の生態系に基づく管理のモデルとして、実地試験
済みのケースを提示している。 
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表1　 知床世界遺産地域の管理に係る主な法律と所管 

項目 主たる法律 所管

漁業管理 漁業法（1949年）
水産資源保護法（1951年）
海洋生物資源の保存及び管理に関する法律（1996年）

水産庁（農林水産省）

環境汚染防止 海洋汚染・災害防止法（1970年）
廃棄物処理法（1970年）
水質汚濁防止法（1970年）

海上保安庁（国土交通省）、環境省

景観・森林保全 国有林野の管理経営に関する法律（1951年）
自然公園法（1957年）
自然環境保全法（1972年）

環境省、林野庁（農林水産省）

生物・文化財保全 文化財保護法（1950年）
絶滅の恐れのある野生動植物の種の保存に関する法
律（1992年）
鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（2002年）

環境省、文部科学省
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ケーススタディ

2
里海による資源の保全と利用の統合：秋田県のハタハタ漁

秋道智彌1、杉山秀樹2

1 総合地球環境学研究所、〒603-8047 京都府京都市北区上賀茂本山457番地4　E-mail: akimichi@chikyu.ac.jp 
2 秋田県立大学、〒010-0826 秋田県秋田市新藤田高梨台34-3　E-mail: sugiyama-zacco@mti.biglobe.ne.jp

水生生物及びハタハタの故郷としての藻場

ハタハタ（図1）は沿岸の産卵場所と沖合の餌場
の間を回遊する（Watanabe et al., 2005）。日本
海海域に広く分布しており、この地方の重要な
漁業資源である。秋田沿岸では雷雨が多くなる
冬にハタハタの大群が沿岸水域へと移動し、長
い間、地域住民に豊富な食糧資源をもたらして
きた。本ケーススタディでは、資源保全に関す
る合意形成の例として秋田県のハタハタ漁につ
いて報告し、沿岸生態系の保全をめぐる里海の
貴重な役割を理解するための鍵を示す。 

ハタハタの生活史はユニークである（図2）。若
魚と成魚は、水深250m、水温1.5℃の場所で暮
らしており、生殖腺が成熟すると、水面温度が
13℃程度まで低下する季節に沿岸水域に向かっ
て移動する（Sakuramoto et al., 1997）。従来
そうした産卵のための移動は、冬の荒天期とな
る11月の末頃に始まり12月半ばまで続く。産卵
は水深1.5～2.5mにあるホンダワラ類藻場で行わ
れ、12月の数週間にわたって続けられる。魚卵
はくっついて10～60g程度のゴルフボール大の
塊になっており、それぞれの塊は600～2,500個
の卵で構成されている。多数の卵塊が藻場にか
らみつく様子が観察されるが、基本的には天然
の藻場が産卵場所となり、そこで受精が行われ
る。成魚は直ちに深海に戻り、卵は50～60日
後の2月中旬から3月初旬にかけて孵化すると
ともに、すぐに泳ぎ始める。仔稚魚は5月まで
沿岸水域に留まった後、低温の水深200m以深
の地点へと移動する。ハタハタの仔稚魚は沿岸
水域の動物プランクトンを餌とするが、若魚と
成魚は、主として深海のテミスト（小型の甲殻
類）を餌としている。したがって、里海内の豊
富な藻場は、ハタハタの生活史を確保する鍵と
なる。藻場は、その他のさまざまな海洋生物に
とっての沿岸生態系も豊かにする。秋田県のハ
タハタ漁の漁場を図3に示す。 

ハタハタ漁と資源管理

禁漁期間以前（1896～1992年）

要旨

ハタハタ（Arctoscopus japonicus）の産卵場所となるホンダワラ類藻場の保護を目的とした保
全活動は、伝統的な里海の慣行を重視する地域漁業管理の好例である。秋田のハタハタ漁は
県北西部の沿岸里海水域と沖合水域で盛んだが、1991年に漁獲量が激減したため、1992年
から1995年にかけて3年間の禁漁期間が設けられた。減少の原因は複雑であると推定された
が、（1）気候変動によるレジームシフト、（2）乱獲と不適切な漁法、（3）過去数十年間
にわたる里海の劣化という3つの総合的な主要要因が関連している。1995年のハタハタ漁再
開以降は、持続可能なハタハタ漁を支えるため、漁獲可能量（TAC）の割当、人工孵化場の
利用及び藻場回復プログラムが開始された。しかし、ホンダワラ類藻場の回復といった生態
系志向のアプローチより、利用者集団間でのTACの割当の管理に焦点が合わされがちであ
る。沿岸コミュニティによって始まった海藻移植・植林プログラムが示すように、里海の
概念は、ハタハタ漁における里海の構成要素の持続可能な利用によって、沿岸の生物多様
性保全を統合するための基盤となっている。ハタハタ漁の育成を目的とした藻場の保全は、
里海を通して森林と沖合水域を結ぶ統合沿岸管理の枠組みにつながることが期待される。

図1　ハタハタのメス（上）とオス（下）
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1896年から2010年までの秋田の漁獲量記録に
よると、ハタハタの漁獲量は重要な変動を示し
ていた（図4）。この図から、総漁獲量は1963
年から1975年にかけて急増し、10,000トンを
越えた後、1976年以降は激減したことがわか
る。1983年には総漁獲量は1,000トン未満に
減少し、1991年にはわずか74トンとなった。

こうした激減の原因が議論されており、不適切
な管理と乱獲を指摘する水産学者もいれば、
地球気候変動が突然局所的に影響したことが
主要原因だとする者もいる（Watanabe et al.,  
2005）。現時点では、1970年代の漁獲量の急
減は環境要因に起因し、その後の漁獲量の低迷
は乱獲によるものであると考えられている。 

漁獲量の激減を受け、漁業者、県の役人及び
水産学者たちは、魚種資源を回復するための
あらゆる手段を調査した。1985年、秋田県は
水産資源管理委員会を設置し、その結論に基
づいて禁漁またはゼロTAC（漁獲可能量）が提
案された。当初からステークホルダー間の合意
形成は難しかったが、漁業部門は結局、禁漁を
選択し、長期にわたる合意形成プロセスによっ
てこれを成功させることができた。 

残念ながら、当時は、捕獲量の減少という面で
里海の劣化が果たした役割にはあまり注意が向
けられなかった。沿岸景観の変化、土地の造成
及び土地に起因する汚染源は、ハタハタの生息

地の破壊における重要な要因と見なされていた
かも知れない。新しい漁港の建設と防波ブロッ
クの設置後に漁獲量が減少したことを認識して
いた漁業者もいるが、持続可能な漁業のための
藻場の保全に対する必要性が十分に認識されて
いなかったため、沿岸漁業の発展を促す公共事
業プロジェクトという政府の政策にあえて反対
を唱えようとはしなかった。  

禁漁政策とその実施
禁漁に対する地元の漁業協同組合（FCA）の見
解と態度はさまざまだったため、深刻な政治的

対立を克服しなければならず、時間のかかる交
渉プロセスが必要だった。一部のFCAは、現地
の漁業者がハタハタの産卵期の漁獲に依存して
いることを理由に、禁漁に反対した。年間を通
して底引き網漁を行っているFCAも、収入の減
少を理由に挙げて、この政策に反対した。これ
は漁業の悪循環のケースで、魚種資源が減少す
るとハタハタの価格が上昇し（図5）、漁業者
たちが漁を強化するため、魚種資源がさらに枯
渇する。水産学者は、魚種資源を回復させてこ
うした悪循環を絶つため、禁漁に従うよう、漁
業者を懸命に説得した。一連の激しい討論の
末、同意が形成され、1992年、漁業者は禁漁
に合意した。3年間の禁漁によって漁獲量が以
前の2倍になるという期待の下、秋田県の全FCA
が政府の提案に従うことになった。当時、秋田
のFCAは資源を共有していた近隣県と交渉を続
けており、それらの県では禁漁が実施されてい
なかったにも関わらず、禁漁を推進したという
ことは、注目に値する。最終的には、1999年3
月、近隣諸県との間で、体長15cm未満の若魚
の捕獲を禁止するハタハタ資源管理協定が結ば
れた。この協定は更新されており、2014年ま
で有効である。 

禁漁期間後の同意形成 
3年間の禁漁後、1995年にハタハタ漁が再開さ
れて以降、秋田県は持続可能なハタハタ資源管
理のために、TACの割当についてFCAとの交渉を
開始した。1995年、ステークホルダー間で最大
170トンとなるTACの割当が行われた。各FCAの
過去の漁業記録に基づいた公平なTACの割当とい
う倫理が、ハタハタに対する現下の需要と資源
保全のための配慮とのバランスをとる鍵となっ
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図2　ハタハタの一生。産卵が行われるホンダワラ類藻場
は、さまざまな生物種の重要な生息地となっている。このよ
うな生活史を通して、ハタハタは沖合の深海と沿岸のプロ
セスを結びつけている。

図3　秋田県のハタハタ漁場

図4　1896年から2010年に秋田県で報告されたハタハタの
水揚高。1960年代に急増した後、1976年に激減していること
や、1992年から1995年に実施された3年間の禁漁の肯定的
な結果が示されている。

図5　ハタハタの漁獲量と価格の関係。漁獲量の減少に伴う
価格上昇のために漁業者が漁を強化した結果、悪循環が生ま
れ、さらに枯渇が進んだ（本文参照）。

た（Nakanishi & Sugiyama, 2004）。禁漁前、
禁漁中、禁漁後の全段階を通して、いろいろな
レベルで、さまざまな機会に会議が幾度となく
開催された。すべての会議の40%が行政地区レ
ベルで開催されたことは注目に値する（表1）。

里海志向の資源管理

日本の海洋資源管理は、世界中でさまざまな事
例が記録されているように、単なる上からの指
示に基づくものではない。海洋保護区（MPA）
は何度も沿岸漁業に利益をもたらすことに成
功してきたが、日本では、昔からの領土権の
主張や沿岸水域における関連制度（Ruddle & 
Akimichi, 1984）が、MPAの設置に関するさま
ざまな部門のステークホルダーの同意やコンプ
ライアンスをさらに複雑なものにしている。ハ
タハタに関しては、漁獲割当、網目サイズ、禁
漁期、漁具の種類等、種々の制限が実施されて
きたが、これまでのところ最も効果的な措置は
TAC制度であった。しかし、ハタハタの個体数の
重大な変動を適切に説明するというのは、重要
課題の1つである。 

したがって、こうした制限に基づく対策を、よ
り里海としての性質が明確な、沿岸水域におけ
る産卵場所の保護と保全に関わる生態系重視の
アプローチで補完し、ハタハタだけでなく他の
海洋生物も含め長期的な資源供給を確保するこ
とには、やむを得ない理由がある。秋田県で
は、1960年代から1970年代にかけて沿岸環境
が変化し、生態系の構造や機能に関する知識と
配慮が不十分であったため、沿岸の藻場が劣化
した。たとえば1970年代、秋田県沿岸の主要
なハタハタの産卵場所の1つであった北浦の藻
場の真ん中に全長約600mの護岸堤防が建設さ
れた。この間の藻場の減少によって、冬に岸に
打ち上げられるハタハタの卵（ブリコ）が増加
し、海岸はブリコで埋めつくされた。また、ハ
タハタは藻場であればどこにでも産卵するので
はなく、水深や位置などに限定された藻場が産
卵場所になる。これらのことは、漁業者たちが
昔から考えていたように、産卵場所としての潜
在的な能力が最も高いのは限定された範囲の藻
場であることを示唆している。 

1997年から2008年にかけて、秋田県は人工ブ
ロックに藻場を造るための試みを実施した。秋
田県沿岸域の合計4.5ヘクタールが対象となり、
県は3年間で約2億円を拠出した。

27
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さらに1996年以降、沿岸コミュニティは植林
プログラムを開始し、たとえば象潟には8,200
本を超えるブナ（Fagus crenata）とミズナラ
（Quercus mongolica）が植林され、森林による
さまざまな生態学的役割が強化された（MEA, 
2005）。これらの森林では栄養塩が豊富にな
り、地下水、水路及び河川を通って沿岸水域へと
運ばれる。鳥海山（標高2,236m）の麓にある象
潟はハタハタの産卵場所としてだけでなくマガ
キ（Ostrea nipponica）に適した生息地としてよく
知られている。秋田では、海底湧水によって栄
養塩の豊富な地下水が山森から運ばれるため、海
藻やカキの成長に適しており（谷口, 2010; 杉山,  
2010）。里海の生態系と景観は、海と山との
こうした結びつきによって強化される。一方ハ
タハタは、深海と沿岸のホンダワラ類藻場を行
き来し、沿岸と沖合の水域を結びつけている。
里海の効果もあり、こうした結びつきは最終的
に、沖合でトロール漁を行う漁業者と沿岸で定
置網漁を行う漁業者が共有資源であるハタハタ
のより持続可能な管理と育成を目的として協力
する際に反映された。 

秋田県のハタハタ漁の事例は、漁業が崩壊した
後でなければ同意を達成できない可能性がある
という不吉な警告を発している。しかし、多く
の課題を前にすると、地域の漁業協同組合との
対話のための持続的な努力、科学者の積極的な
関与及び政治的意思が、結局はより持続可能性
の高い漁法を目指した急速な進展につながると
いう肯定的な教訓もある。禁漁と漁業規制は、
より里海重視の保全対策、漁業者と沿岸コミュ

ニティによる植林及び人工藻場の移植や創生に
よるホンダワラ類藻場の積極的な回復を通して
補完された。山林からの栄養塩が豊富な水域に
生えるホンダワラ類藻場での産卵から、沖合の
深海での成長に至るまで、ハタハタの生活史
は、沖合、沿岸及び山地に係る規制と活動を統
合する管理を必要としている。 
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  漁業者* 地区 FCA  WG 漁連 海区 全国 合計 

禁漁前 
（1992年1月～9月）  

14 14 6 4 14 3 3 58 

禁漁期間 
（1992年10月～1995年8月） 

5 70 15 17 21 17 2 147 

禁漁後 
（1995年9月～1997年8月） 

0 9 0 23 7 2 1 42 

  19 93 21 44 42 22 6 247 

表1　ハタハタ資源の持続可能な管理を目指す活動の一環として、漁業者レベルから全国レ
ベルまで、さまざまなレベルで開催された会議の数。FCA：地域漁業協同組合。WG：県自治体
のワーキンググループ。海区は、青森、秋田、山形、新潟の沿岸水域にまたがっている。

*漁業者：漁業者レベル
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ケーススタディ

3
富山湾における漁業者の生態系保全活動

辻本　良
財団法人環日本海環境協力センター（NPEC）、〒930-0856 富山県富山市牛島新町5番5号
E-mail: tsujimoto@npec.or.jp 

要旨

富山湾では、400年以上にわたって定置網漁業が行われており、地域の文化や料理は、古く
から行われてきた漁法を持続可能な方法で利用しながら発展してきた。定置網に入った魚群
のうち3分の2以上の魚が逃げられると言われており、近年、定置網漁業は、トロール漁や
湾内で行われている他の漁法よりも持続可能性が高い漁法として注目を集めている。富山
湾の総漁獲量は比較的安定しているものの、環境の悪化が確認されており、そうした影響
を最初に目にし、その影響を直接受ける地域の漁業者たちは、漁業資源を自らの手で守ろ
うとした。栽培漁業によって湾内に稚魚を放流してきたが、満足のいく効果は現れず、漁
業資源を守るためには、湾の生態系、生息地及び生物多様性を同時に保全しなければなら
ないという意識が着実に高まっていった。現在、漁業者たちは、湾に流れ込む河川水の水
質改善を目指し、流域の植林活動を行っている。また、富栄養化を防止し、仔稚魚に生息
場を提供するため、マコンブの培養やアマモの移植も実施している。漁業者たちは、生態
系保全活動を通じて里海という風景を育んできたが、その心の奥にあるのは、海のめぐみ
に対する深い感謝の念であろう。 

富山湾における生態系との関わりとその歴史 

富山湾は日本海側の能登半島東側に位置し、総
表面積2,120km2、最大水深1,250m、全容積
1,280km3の外洋性内湾である（今村他, 1985; 
図1）。富山湾は、深海性の湾であり、大陸棚
が狭小で急激に深くなり、湾奥部では海底谷
や海脚が発達し複雑な海底地形となっている
（藤井, 1985）。富山湾を満たす水塊は、水深
300mを境にして、それより浅海側は対馬暖流
水、深海側は日本海固有水で占められる (内山, 
2005)。富山湾は富山県と石川県にまたがり4、
西方の能登半島湾曲部には七尾湾が付属してい
る（石川県については、ケーススタディ4を参
照）。富山湾には一級河川が5本、二級河川が
29本流れ込んでいるため5、沿岸海域は河川水
の影響を強く受ける（辻本, 2009）。

富山湾は水深が深く海底地形が複雑であり、
性質の異なる2つの水塊構造を成すことから魚
種の数も多い。日本産魚種数は3,362種といわ
ており、日本海には774種、富山湾にはそのう
ち524種が分布している（益田他, 1988; 津田, 
1990）。また、富山湾には、それ以外にもイ
カ類25種、タコ類6種の計31種が知られている
（林, 1997）。こうした豊富な生物が、定置
網漁業を基幹とするさまざまな漁業活動を支
えている。 

4 本報告書で参照されている統計データは、特段明
記されていない限り、富山県に関するものである。

5 日本では、国家レベルで重要な河川が一級河川に
指定され、主に国によって管理されているが、二級
河川は都道府県によって管理されている。

定置網発祥の地
定置網は、垣網と身網で構成された漁具で（図
2）、回遊してきた魚は垣網に沿って身網へと
誘導される。身網をほぼ毎日網揚げすることに
よって、生きたまま魚を捕えることができる。
富山湾は地形的に能登半島によって冬季の北西
風から守られているため海域は穏やかで、定置
網を設置するのに適した海域である。 

図1　富山湾の衛星画像JAXA-ALOS（2006年5月
25日）。湾奥部には河川水プルームが広がってい
る。 画像提供：宇宙航空研究開発機構（JAXA）
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富山湾は、長門・肥前、牡鹿半島、陸奥・北海
道とともに、日本における定置網発祥地の1つで
ある（林, 1996）。富山湾の定置網漁業が4世
紀以上にわたって行われていることは、1615
年に受け取った年貢史料によって証明される6。
この漁法と漁具は、継続的に改良され、現在
まで受け継がれてきた。1940年代まで、定置
網の材料には、稲藁網、麻糸、竹及び木等の自
然素材が利用されていた。稲藁を撚って藁縄に
し、それを網に仕立てた。竹や桐（Paulownia 
tomentosa）の木は、網を海上に浮かすための
浮として利用した。

1940年代以降、定置網を構成する網の多くが化
学繊維に代わり、浮も木製のものからガラス、
プラスチック、アルミニウム製に代わった。し
かし、ホタルイカ（Watasenia scintillans）を対象
とした定置網は例外で、今なお垣網に藁網が利
用されている。ホタルイカは体中に発光器があ

6 この史料（慶長十九年氷見郡宇波村沢の弐番夏網
役銀請取状）は、「1614年、氷見郡宇波浦の沢の弐
番と呼ばれる夏網に対して加賀藩が発行した税金
の受取り状」と訳すことができる。

る外套長が約5cmのイカであり、3～6月が主な
漁期である。その発光する姿は地域の観光資源
となり、また食材としても刺身や茹でて利用さ
れ、この地域の名産になっている。ホタルイカ
定置網にも藁網から化学繊維への変更が試みら
れたことがあったが、その年のホタルイカ漁は
不漁に終わり、再び藁網が用いられることにな
った。藁という自然素材が、ホタルイカを脅か
すことなく魚捕部へ誘導できるためと考えられ
ている。網を固定する土俵（アンカー）には、
河原の砂利を土嚢袋に入れたものが利用されて
いる。冬場の海にも出漁して網を起こすが、漁
場までの行き帰りには船上で薪を燃やして暖を
とる。伝統的に利用されている藁網、薪及び砂
利の原料は、すべて近隣の山から調達されてお
り、漁業が古くから里山と里海を結びつけてい
たさまざまな活動の1つということが分かる。

漁獲量
図3に、1953年以降の富山県における漁獲量
の推移を示す。総漁獲量は、1953年から1983
年にかけて21,000トンから43,000トンへと増
加している。この間、漁具の改良によって漁業
効率は向上しており、マアジ（Trachurus japoni-
cas）、カタクチイワシ（Engraulis japonicas）、 
マイワシ（Sardinops melanostictu）といった多獲性
魚種が増えた時期とも重なり、魚種交替をしなが
ら全体として総漁獲量も増加した。近年、漁獲量
は20,000トン前後で安定しており、商業的大規
模漁業による乱獲のために漁業資源が激減してい
る多くの地域とは対照的である。定置網漁業は、
主にブリ（Seriola quinqueradiata）、マアジ、マサ
バ（Scomber japonicas）、サワラ（Scomberomorus 
niphonius) 、スルメイカ（Todarodes pacificus）に
よって、近年の総漁獲量の70～80%を占めてい
る。上記の魚介類は回遊性であり、はるばる黄
海から季節に合わせて回遊してくる。定置網で
は、回遊魚の占める割合が高く、その他に地付
きの魚も漁獲している。

山と沿岸生態系の関わり 
富山湾には多くの河川水が流入し、低塩分水域
が沖合十数kmまで広がる。河川は沿岸海域に
栄養塩や土砂等を供給し、沿岸生態系におけ
る高い生物生産や生物多様性を維持するため
に重要な存在である。河川からは、植物プラン
クトンの基礎生産をおこなううえで不可欠な栄
養塩が供給されている。また、富山湾東部沿岸
では、海底から地下水が湧き出る海底湧水が確
認されている（Zhang & Satake, 2003; 八田他,  
2005）。富山湾の後背には3000m級の北アル

プスがそびえ立ち、多くの降水と積雪が
ある（図4）。山地での降水が地下水とな
り、その一部は長い時間をかけて沿岸に達
する。陸域からの淡水と栄養塩の供給によ
って高い一次 生産力（植物プランクトン
の増殖）が維持され、豊富な食物連鎖が存
在しており、遠くからさまざまな魚種が摂
餌のために湾内に回遊してくる。 

管理システム
沿岸漁業の多くが地区ごとに管理されてい
るのに対して、富山湾の定置網漁業は、特定
の許可制度である定置漁業権を受けて操業
している。定置網は、敷設する水深によって
大型定置網と小型定置網に分けられ、ブリ、
イワシ、ホタルイカ定置などの漁獲対象を示
した名前が付けられている。定置漁業権と共
同漁業権に基づき、経営者や漁業協同組合
に免許が与えられている。 

定置網漁業と他の大規模漁業との間に、資
源の配分に関する軋轢が少なからずある。
他の漁法は、より攻撃的な「追いかける
漁業」によって漁獲量を（少なくとも一
時的には）増加させることができるが、
定置網漁業ではそれができないため、前
者が増加すると後者が捕ることができる
量が減少してしまう。より持続的な資源
利用を実現するためには、公正な資源配
分が重要になってくる。 

持続可能性のための定置網漁業の潜
在的な長所 
富山湾ではさまざまな漁業が営まれている
が、中でも定置網漁業が最も盛んに行われてい
る漁法である。大型巻き網漁やトロール漁が魚
群を追い求めていく「攻めの漁法」であるのに
対し、定置網は入ってくる魚だけをとる「待ち
の漁法」で、定置網に入った魚群のうち2～3割
しか実際には漁獲することができないと推定さ
れている。現地のコミュニティは、何世紀にも
わたって大きな魚から小さな魚まで、漁獲した
すべての漁業資源を効果的に利用するための知
識と技術を培ってきた。また、富山湾において
定置網は港から4km以内の漁場に設置されるた
め、その他の漁法に比べて燃料消費量が非常に
少ないという長所を持つ。 

最後に、おそらく最も重要なことと考えられる
が、他の漁法では、魚を長い距離にわたって追
跡する場合があり、漁業者たちはより遠く長く
漁を行うか、漁具の進歩によって削減された労

働力を漁場の拡大に投入するなどして、漁獲量
の低下を補ってきた。対照的に定置網漁業は一
定の漁場でしか漁を行えず、操業時間も延長で
きないため、さまざまな魚介類が漁場に生息
し、回遊してくることが漁業を成立させる前
提条件となる。言い換えれば、現地の生態系が
健全で有り続けなければならないのである。定
置網漁業では、漁労技術の進歩によって削減さ
れた労働力を、生産性を維持させるさまざまな
環境保全活動へと移行させることができた。具
体的な環境保全活動については、漁業資源と生
態系保全活動の項において詳しく述べる。定置
網漁業は、持続可能性と環境保全を両立できる
漁法として注目されつつあるが、市場経済で起
こっている多くの構造変化は、定置網漁業が有
する持続可能性という特性を享受するには至っ
ていない。 

図2　里山に隣接した富山湾における定置網。写真提
供：富山県農林水産総合技術センター水産研究所
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図4　日本北アルプス立山連峰を背後に仰ぎ富山湾に設置さ
れた定置網。写真提供：とうざわ印刷工芸株式会社

図3　富山県における総漁獲量と定置網漁獲量の推移。（1953
～2000年は富山農林水産統計年報（属地）、2001年以降は富山
県農林水産総合技術センター水産研究所調べによる。)
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国際協力
氷見漁業協同組合、氷見市、国際協力機構
（JICA）、東南アジア漁業開発センター
（SEAFDEC）及び東京海洋大学の連携により、
タイ国への定置網漁法の伝授が行われている。
氷見市の定置網漁業者がタイ国に技術指導に赴
くとともに、タイ国の漁業者を氷見市に受け入
れ、実際に操業の指導を行った。良好な成果
が得られたため、このプロジェクトはインドネ
シア、コスタリカ、カンボジア、モロッコなどにも波
及している。 

生態系に与える人為的影響

富栄養化
栄養塩が沿岸海域に過剰に供給された場合には
富栄養化を引き起こし、水質悪化や赤潮の発
生、さらには底層水の無・貧酸素化や底生生物
の量と種類の減少をもたらす。特に、都市部が
隣接する河口海域は人為的な影響を受けやすい
環境にある。高度経済成長期に入った1960年代
から日本の沿岸には次々と工場が建てられ、工
場と生活排水は、富山湾を含む多数の沿岸海域
の水質に大きな影響を与えた。これに伴う生態
系の劣化は、漁業に悪影響を与えている。クラ
ゲの大発生がその一例で、富栄養化が発生した
遠方の海域からクラゲが海流に乗って富山湾に
入り、定置網に大量に入網する。こうした現象
の発生頻度は着実に増加しており、水産業に大
きな被害を与えている（Uye, 2008）。

森・川・海
河口付近の漁場で定置網漁業を営んだ漁業者の
矢野恒信氏は、「災いは川上からやってくる」
と言った。汚濁水だけでなく流木の量も増大し
ており、これは、流域の山地における森林管理
が十分に行き届かなくなった結果と考えられ
る。定置網に流木がひっかかり、網の破損を招
くだけでなく、取り除くために多大な労力を必
要とする。流木の被害は、山地の土砂崩れを誘
発するような大雨の後に頻出する傾向がある。
森林管理の復活によって、山林の保水力を強化
できるばかりでなく、流木の流出や土壌の浸食
を防ぎ、湾内への栄養塩の供給を安定させるこ
とができると考えられる。そうした優れた森林
管理によって、海の生産力を向上させることが
期待される。

自然の脅威 
定置網は海況の影響も受け、中でも大きな波浪
や急潮による被害が多い。急潮とは、台風や低

気圧の通過後に発生し、沿岸海域の定置網に破
損や流失などの甚大な被害を及ぼす突発的な速
い流れをいう（松山, 2005）。能登半島から富
山湾にかけて敷設された定置網では、急潮によ
る被害が数十億円に達する甚大な被害を受けた
ことがある（林・井野, 2005; 大慶他, 2008）。
この地域の急潮は古くから認められていたもの
の、その発生メカニズムは十分に分かっていな
かった。定置網漁業者は、経験上、嵐が来る前
に網を揚げれば被害を防げることを知っている
が、これには多大な労力を要する。先頃開発さ
れた急潮に強い漁具や数値モデリングによる予
報精度の向上が、こうしたリスクの管理に役立
つと期待されている。 

漁業資源と生態系保全活動

水質保全対策
高度経済成長期に富山湾で発生した富栄養化問
題について、対策の必要性を最初に訴えたのは
漁業者であった。日本政府が1970年に水質汚濁
防止法を制定するとともに、地方自治体も工場
排水に関する上乗せ規制を制定した。 

海洋環境の監視
富山湾の漁業者は、沿岸海域の汚濁の進行を憂
い、昔から漁場環境の監視を続けており、定置
網が敷設されている36の地点で毎月1回、採水
と水温測定を行っている。試水の回収と運搬
は富山県漁業協同組合連合会が、試水の分析
（COD、塩分、濁度及びpH）は富山県水産研
究所が行っており、この3者の連携による水質
の監視は、1971年から継続されている。さらに
漁業者は、赤潮の発生や油の漏出などを行政機
関等に連絡することになっており、定置網漁業
者は、富山湾の生態系管理に関する重要なデー 
タを提供している（辻本, 2005）。

栽培漁業と資源管理 
栽培漁業技術の発展に伴い、漁業者たちは、漁
業資源の増大を願って湾内へ稚魚の放流を開始
した。栽培漁業は、1960年代以降、日本政府と
地方自治体によって推進されてきた。この地域
には1978年に栽培漁業センターが設立され、現
地漁業協同組合の青年部が稚魚の中間育成や放
流に貢献している。

栽培漁業が長らく行われてきたが、その間、沿
岸開発によって浅海域と藻場が減少した。稚魚
放流の効果が上がらないのは、仔稚魚の生育と
餌場に不可欠な生息環境の減少に要因があると

いうことに漁業者が気づくまでに、それほど時
間はかからなかった。生態系や食物網を考慮せ
ず、単に対象種の数を増やそうとするだけでは
栽培漁業の効果が表れにくいと考えられた。浅
海域と藻場の環境を保全し回復することは、多
様な種の生息に有利に働くことが期待される。

漁業者たちは、漁期や漁具の規制、サイズ制限
等、漁業資源の管理方策を議論し、実践した。
たとえば小さなマダイ（Pargus major）は再放
流の対象とされ、販売が禁止された。ホッコク
アカエビ（Pandalus eous）を捕るカゴの網目制
限が強化され、ベニズワイガニ（Chionoecetes 
japonicus）では年間漁獲可能量制度を導入した。

植林と流域規模の生態系保全
山、川、海のつながりを良く表す「森は海の恋
人」（畠山, 1994）というキャッチフレーズは、
多くの漁業者の目を山に向けるきっかけとなっ
た。富山県の漁業者とその家族は、富山湾に流
入する河川の上流に位置する近隣の山に赴き、
漁民の森づくりと銘打った植林活動をおこなっ
ている（図5）。 

漁業者は、年に数回、山に行って1回に100本以
上、年間1,000本を超える樹木を植えている。
日本の山林は林業のために針葉樹が植えられ
ることが多いが、漁業者たちは、落葉するこ
とによって物質循環が促されるクリ（Castanea 
crenata）、ケヤキ（Zelkova serrata）及びヤマ
ザクラ（Prunus jamasakura）等の落葉樹を植樹
した。ナラ類のドングリを拾って植え、翌年以
降の苗木を苗畑に移植している。近い将来、漁
民の森づくりが沿岸海域に与える影響を定量的
に評価するための調査が期待される。 

海藻培養
日本では海藻は重要な食糧を提供するばかりで
はなく、仔稚魚の育成場や水質浄化能力、二酸
化炭素吸収能力を有するなど多面的な機能があ
る。漁協青年部は、環境保全活動の一環として
マコンブ（Saccharina japonica）の培養を行って
おり（図6; 矢野, 2006; 松田, 2010）、その主
な目的は、マコンブによる栄養塩吸収能力によ
って富栄養化を防ぐことにある。富山湾では夏
季の水温が高いことから、マコンブを越夏させ
ることができないため、12月に種付けし、翌年
5～6月に収穫している。このほか、コンクリー
ト製藻礁や自然石の投石による藻場造成、地元
の海洋高校生による、実習の一環としてのアマ
モ（Zostera marina）の移植も行われている。

結論

富山湾の定置網漁業は、季節の魚を最大限に利
用し、地域独自の食文化を育みながら400年以
上にわたって営まれてきた。湾内の漁業者たち
は、何世紀にもわたって絶えず活動の適正化を
図ってきた。新しい漁場の開発から漁法の改良
へと移行し、さらに栽培漁業や資源管理を実践
し、現在では流域の植林、藻場の造成等、環境
保全活動の拡大に努めている。漁業資源を育む
ための包括的な（より生態系ベースの）生態系
保全活動を通して、持続可能で生産性の高い生
態系を維持するためには豊かな生物多様性が必
要であるということを気づかされるのは当然の
いきさつであった。富山湾における里海という
概念は、漁業者によって生産性と持続可能性が
実現された沿岸海域と言うことができよう。こ
の風景の根底には、海からのめぐみに対する深
い感謝の念が流れ続けている。 
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図5　富山湾に流れ込む河川の上流域で植林を行う漁業
者とその家族。写真提供：魚津漁業協同組合
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生物多様性管理の分野における現在の課題という観点から注目すべき里海の2つの側面は、非常に重要な生
態系管理をよく理解して具体的な手法を身につけることと、沿岸及び流域生態系の陸上部分と海洋部分の相
互作用の調整に果たす人間の役割である。魚付林、すなわち養魚林という古来からの伝統には、これら2つの
側面が組み合わされている。魚付林のシステムは、明治時代の1897年、森林法の一部として近代の法制度に
正式に組み込まれたが、すでに17世紀には日本の多くの地域で確立されており、10世紀の文献にまで登場す
る慣行を基礎としている。魚付林の慣行は、17世紀以降、重要な食料源であり、灯油や農業用肥料の成分とし
て広く需要があったイワシの漁獲量増大を促す活動を背景として、急速に拡大した。沿岸生態系の生産性にお
ける流域林業の重要な役割は、当時の漁業者にもよく知られていた。20世紀に行われた学術調査の結果、いく
つかのメカニズムがこうした関係を支えていることが明らかになった。今日、漁業協同組合の植林活動は流域
林業に大きく貢献しており、古来からの里海と里山の関係を復活させている。これらの慣行は、日本全国の多く
の里海活動で中心的な役割を果たしており、秋田及び富山のケーススタディや、由良川河口域と丹後海におけ
る陸域と沿岸域との生態学的関連の報告に詳しく説明されている。 

図6　漁協青年部の活動―マコンブの培養によ
る湾内の水質浄化と富栄養化の防止。写真提
供：新湊漁業協同組合
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七尾湾の概要

七尾湾は石川県の能登半島の東に位置する閉鎖
性海域で、外洋から遮断された浅海の内湾とい
う地形的特徴を有し、漁業者や海産物商の停泊
所としての長い歴史がある。江戸時代（1603
～1868年）には、ニシンや昆布などの商品を
北海道北部から関門海峡や瀬戸内海を通って
当時の首都である京都へと運ぶ北前船の商港
となった。能登半島で生産された塩は、この
海洋交易路で運ばれる海産物の防腐剤として
非常に珍重されていた。耕作に適した土地が
限られている能登半島では、慣習的に農林水産
業の統合的流域活動のための包括的なアプロー
チが実践され、伝統的な社会生態学的生産景観
である里山と里海が長期にわたって共存してき
た。しかし、最近の人口動態によると、この地
域における漁業者と農業者の高齢化と人口減少
が進んでおり、地元の政策立案者たちの間で
は、こうした伝統的な景観の将来への不安が
高まっている。

七尾湾の面積は約183km2で、水深などの海洋
環境の特性から北湾、西湾、南湾の小湾に分
けられる（図1）。湾内の平均水深は20～30m
で、北湾の湾口付近の水深が最も深く、60mで
ある。海域は北湾湾口部から砂泥の潮間帯があ
る西湾へと移動するにつれ、徐々に浅くなって
いる。漁業活動は北湾と西湾に集中している。
七尾湾で漁獲される魚介類の中にはヨシエビ、
シャコ、アカガイ、トリガイ、オニアサリ等、
石川県の他の海域では生息しないか、あるいは
生産量が少なく消費者の需要もないために漁業

資源として利用されない魚介類も多い。漁業対
象種の中でもナマコは、石川県内の漁獲量の8割
以上が七尾湾内で水揚げされ、年間漁獲量の約
7割をナマコ、モズク、貝類が占めている。ま
た、1920年代に湾内で始められたカキ養殖は、
現在、北海道北部から九州南部に至る日本海側
では最大の生産量を誇る。

北湾と西湾では漁業活動が活発であるのに対
し、南湾では都市化や工業開発による干拓や人
工海岸の建設作業が行われている。御祓川の河

ケーススタディ

4
七尾湾におけるマルチステークホルダー間の活動

あん・まくどなるど1、寺内元基2

1 国連大学高等研究所いしかわ・かなざわオペレーティング・ユニット、〒920-0962 石川県金沢市広坂2-1-1　E-mail: mcdonald@ias.unu.edu* 

  * 現在の所属：上智大学大学院地球環境学研究科、〒102-8554 東京都千代田区紀尾井町7-1　E-mail: mcdonald@genv.sophia.ac.jp

2 財団法人環日本海環境協力センター（NPEC）、〒930-0856 富山県富山市牛島新町5番5号　E-mail: terauchi@npec.or.jp 

要旨
生物多様性の主流化と森・里・川・海のつながりの確保は、生物多様性国家戦略2010の4つ
の基本戦略のうちの2つである。日本政府は、2012年までにこの戦略を達成するべく、720
の具体的施策を含む行動計画を策定した。生物多様性国家戦略の野心的な目標を達成するた
めの解決策を展開するには、国や地方の行政機関、研究者及び市民団体による結集した力が
必要になるだろう。これらのステークホルダーがどのように協力し合い、一体となって互い
の強みを補完し合うのかということが鍵を握る。七尾湾のケーススタディは、どのようにし
てこれを達成し得るかを探る。2008年、七尾湾は、コミュニティを基礎とした沿岸海洋生態
系の統合管理の計画及び実施を目的とする環境省の里海創生支援海域のパイロットサイト4
箇所の1つに選定された。このプロジェクトは国家主導で着手されたため、政治的イニシア
ティブに対応する一方向的なトップダウン型のアプローチのように思われていたが、地域主
体の活動もすでに動いており、国家主導のイニシアティブと組み合わされ、それらを促進す
るボトムアップ型の基盤を提供した。最終的な、あるいは達成可能な成果について決定的な
評価を下すには時期尚早だが、本ケーススタディは、地域密着型の科学研究活動によって支
えられた地域コミュニティの活動を、どのようにして生物多様性の主流化を目的とした国の
活動と関連付けるかを示す事例の1つである。

図1　七尾湾
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口に位置する南湾は貨物港として利用され、海
産物加工場のほか貯木場等の小規模な工場から
なる工業地帯に囲まれている。

湾内の人間活動は、人間社会と自然環境の関係
の共利共生を反映している。人類史を通して共
通しているのは、人間活動は閉鎖性海域の陸地
及び海洋の自然環境によって形成されてきたと
いうことである。人間社会が発展するにつれ、
逆に人間活動の影響が陸と海における資源の有
効性に作用しながら自然環境を形成し、変化を
もたらしている（Worster et al., 1990）。人間
による開発が進むと、資源の利用と管理面での
対立も見られるようになった。そうした衝突
が、今度は直接的にも間接的にも住民の対話を
促し、資源利用と管理への統合的な対策を模索
する必要性を増大させている。里海ベースの活
動も、その一例である。

漁業者の観察と科学研究の結合：人間活動の
潜在的な影響の検討 

七尾湾が環境省の里海創生支援事業における4
つのパイロットサイトの1つに選ばれた2008年
以降、この地域の里海ベースの活動に関する分
野横断的な政策議論においては、海洋環境の悪
化、年間漁獲量の減少及び陸上の人間活動との
潜在的なつながりが焦点となっている（第1部2
章参照）。但し、統合管理の必要性に対する配
慮は、中央政府のトップダウンによる政策立案
上の重要性からというよりも、年間漁獲量の減
少や湾内の水質モニタリング等、現場からのボ
トムアップによって生まれた。七尾湾に示され
るように、科学的なデータに裏付けられた漁業
者の観察には、地域や国レベルでの分野横断的
な政策議論を促す可能性がある。

観察が研究活動や住民の対話につながった例は、
湾の漁獲量が減少し始めた1980年代後半に遡
る。1980年代後半から1990年代にかけて年間
漁獲量とカキ養殖の収穫量が激減したため、漁
業者や試験場の研究者が関心を抱き、後に漁業
や環境分野の政策立案者の間で懸念が広がった
（石川県, 2003）。減少前の年間漁獲量は2,000
トンであったが、近年の平均漁獲量はこの半分
の約1,000トンである（環境省, 2009）。1990
年代後半以降、漁獲量は安定しているが、カキ
の収穫量は減り続けており、2006年の収穫量
は1,920トンで、過去のピーク時の38%に過ぎ
ない（図2）。こうした減少を受けて湾内の海
洋環境の調査が行われており、特に、収量減少

の原因特定を目的とした水質と底質の研究が実
施されている。 

漁獲量とpH値を比較すると、収穫量が激減した
1990年のpH値は8.5を超えており、湾内で赤潮
が発生する可能性を示している（海洋政策研究

財団, 2009）。1991年には高濃度のアンモニア
態窒素が記録されているが、これは人為的な富
栄養化による底質環境の悪化によるものと思わ
れる。漁獲量の減少はこれと連動しており、調
査の結果、魚類個体群の減少率は実際の漁獲量
の減少率よりも大きいことがわかった。このこ
とは、最近の漁獲量の減少の原因が、漁業活動
だけでなく、湾内の生産性の全体的な低下にも
あることを示唆しており、ことによると工場排
水や家庭からの生活排水、肥料の流出など、陸
上における人為的な活動が原因になっているか
もしれない。 

過去の調査では西湾と南湾の底質環境の悪化
が指摘されている（谷口･加藤, 2008; 環境省, 
2009）。断定はできないものの、この地域の
研究者たちは、アカガイの漁獲量減少の原因
が環境の悪化である可能性も示唆している。
とりわけ、魚群を増やすために毎年大量の稚
貝を湾内に放流しているにもかかわらず稚貝の
生存率が低いのは、底質環境の悪化に起因して
いる可能性があるとしている（石川県水産試験
場, 2005）。

研究者が人為的要因による七尾湾の海洋環境へ
の影響を重視するようになると、土地利用の変
化が果たす役割に対する関心が高まり、能登半
島における土地利用の変化の原因と海洋生態
系に対する影響を調査する研究が盛んになっ
た。1973年5月と2001年5月にランドサット衛
星が観測した衛星画像を比較すると、湾岸部に
おける土地利用の変化と荒廃は2つの正反対の

道をたどっていることがわかる。これらは乱
開発と低利用のことで、「生物多様性国家戦略
2010」で特定されている生物多様性に対する4
つの脅威のうちの2つに該当する（図3）。乱開
発による生物種の減少や生息地の縮小のほとん
どが、住宅や産業活動のための農地の市街化、
沿岸部の埋立て及びその他の建設活動に起因し
ている。過度の人間活動や開発による劣化と並
んで、低利用、管理不足、放棄による山林や高
台の農地の劣化も見られる（日本の里山･里海評
価－北信越クラスター, 2010）。

土地利用の変化のうち、七尾湾の沿岸域で最も
顕著なのは都市部の拡大である。七尾湾の海岸
線の約9割がコンクリート護岸であるため、動
植物の生息地が減少し、海洋生物多様性の減
少を招いている可能性がある。しかし、さら
に注目すべき点は、そうしたコンクリート護
岸のほとんどが垂直に設置されているというこ
とである。このことが、岩礁海岸を好む海藻や
魚の成長を妨げるだけでなく、海水の交換能力
を低下させ、淡水と海水の両方に生息するモク
ズガニ等の生物が陸海間を移動するのを妨げて
いる。七尾湾では、これらの観察結果を踏まえ
て、人工的な環境で海洋生物を再生するための
積極的な対策をとるという段階には至っていな
いが、たとえば東京湾では、このような対策が
最小規模で実施されている（東京湾のケースス
タディ参照）。

能登半島に関する研究では、国連大学高等研究
所（UNU-IAS）の下で北信越クラスターワーキン
ググループが実施してきた里山里海生態系評価
の調査の一環として、土地利用の変化や、山の
頂上から海の岩礁に至るまで森林管理と海洋環
境の相関関係に焦点が合わされてきた。この研
究は、広葉樹林の面積とモズク、ナマコ、ボラ

等、湾内に生息している魚類の漁獲量との相関
があることを報告した石川県の漁業環境保全方
針（2003）を基としている。調査の結果、1970
年代から2002年までの漁獲量の減少は、広葉樹
林の面積の減少に関係していることが示唆され
た（石川県, 2003）。これは、里山型ランドス
ケープの森林管理において陸地と沿岸海洋環境
の悪化とが潜在的に関連していることを示して
いる。このような森林管理では、単一栽培の経
験から生まれた近代的な生態系ベースの資源管
理と同様に、より統合的なアプローチの下でさ
まざまな種が維持されている。

七尾湾の土地利用の変化に関する調査では、陸
上での人間活動の影響が比例することから、そ

Box2: カキ殻の養魚場－生物多様性管理への水産養殖廃棄物の利用 

松田　治、広島大学 

副産物と廃棄物の適正な処分は、より持続可能で生物多様性に配慮した水産養殖の開発に関わるさまざまな
課題の中でも、重要な問題の1つである。日本のカキ養殖では、大量の殻が副産物として発生する。廃棄物とし
ての殻は、主としてセメント業界によって利用されているが、他にも動物の飼料や農用地の土壌改良に利用さ
れている。急速に開発が進み、里海に関して有望視されている用途は、カキ殻の多孔質の表面が非常に生物に
優しいという特性を利用している。カキ殻を人工魚礁として利用すると、多くの生物が付着する優れた基質とな
り、それらが魚を引き寄せる。そうした魚礁の集魚効果は、調査によって実証されている。最近の開発では、これ
らのカキ殻魚礁を多様な小動物の生息地として利用し、地域レベルの生物多様性管理手段の1つとして、水産
養殖の廃棄物を海洋生態系内でリサイクルするという方法に焦点が合わされている。

図2　 七尾湾におけるカキ漁獲量の変化

図3　1973年5月27日と2001年5月17日にランドサット衛星
によって観測された土地利用変化の比較
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こに焦点が絞られる傾向にある。定量的な分析
は限られているものの、人間活動の変化が陸や海
に及ぼす影響は相互に作用してきた。とりわけ七
尾湾では、陸上での活動が水産業における技術革
新の影響を受けてきた。1960年代までの木材の
自給率は約70%で、地元で生産された木材は、
住宅だけでなく漁船や漁具の製造にも利用され
た。また、七尾湾では多くの漁業者が林業や農
業も同時に営んでいた。湾岸地域では丸木舟と
いわれる船が特徴的で、穏やかな湾内での漁業
や沿岸地域の水路を通る農作物の運搬に利用さ
れていた。地元で育つモウソウチクはカキ養殖
の筏に利用され、竹林管理も漁業活動の恩恵を
受けていた。また、地元で生産されたキリやア
テ（アスナロの変種で能登地方に多く分布）は
巻網の浮の材料になった（七尾市, 2003）。七
尾湾における、こうした相互に関連した農林漁
業活動が変化し始めたのは、日本が高度成長期
に入った1960年代のことである。急速な発展
に伴い漁船の動力化が進み、FRP（繊維強化プ
ラスチック）やプラスチック素材が船舶や漁具
に利用されるようになったため、地域の漁業活
動及び能登半島の陸と海を繋ぐ資源の統合利用
や管理における木材需要が減少した。

石川県の生物多様性戦略ビジョン策定委員会議
では、研究者が政策立案者に対し、土地利用の
変化による影響や、人間活動と陸上、海洋環境
の相互連関に関する調査の実施を推奨した（石
川県, 2010）。また、農林水産省北陸農政局は、
国の農地・水・環境保全管理プログラムの評価作
業の一環として、石川県で実施されている農法
の見直しを進めている。これらの取り組みによ
る具体的な効果を判断するには時期尚早だが、
林業、農業、漁業とそれらを支える政策の連動
の面で、統合的な流域調査と予備的な政策議論
に対する統合的アプローチが進められている。 

意見の調整：コミュニティを核とする協力関係
とマルチステークホルダー間の活動の展開

社会の変化と発展に伴い、社会と自然との関係
も変化し、発展する。アニミズム信仰があり、
禁忌がしばしば資源利用を律したり共同体内で
起こる紛争を緩和したりする仕組みを持つ狩猟
採集社会から、訴訟や法律が人々の自然との関
係を律し規制する工業化社会まで、拡大し続け
る国際世界の自然観は、重層的なモザイクのよ
うに発展し続けている（Hughes, 2009）。七
尾湾は、そうした異なる世界観がどのように共
存し得るのかを示す興味深い事例である。

土着のアニミズム、封建時代からの世襲漁業権
及び資源利用法の習慣は、西洋思想の影響を受
けた現代の規制や法律に加え、自然観、資源利
用の権利や展望と共存し影響を与えている。湾
岸地域での人間活動が半農半漁の共同体から工
業化の進んだ都市社会へと発展するにつれ、生
活様式も変化した。そうした変化に伴い、伝統
的な自然観の同質性が崩れ、多様化した結果、
人間社会の自然との関係や利用に関する権利に
異なる観点が生まれ、時として対立もしてきた。
七尾湾のケースでは、こうした問題は、漁業者
と観光業者との海洋資源の利用をめぐる争いと
なって現れている。

七尾湾では、13世紀から漁業と観光が共存し
てきた。旅人や航海者は休養のために薬効のあ
る天然温泉である和倉温泉を訪れ、山道や沿岸
の小道を歩いて神社仏閣を行脚した。社会の変
化に伴い、湾岸地域の観光の傾向も変化してお
り、この10年間は、文化観光やエコツーリズム
が増加している（七尾市, 2009）。エコツアー
には、山歩きや、伝統的な里山という社会生態
学的生産ランドスケープでの農林業体験学習が
含まれる。最近では、ダイビングやドルフィン
ウォッチング等、マリンアクティビティが行わ
れており、後者は七尾湾のレジャー利用者と漁
業者の議論の中心となっている。

国内の他の地域と同様に、七尾湾の利用の空間
計画や規制においては、伝統的に漁業権が他よ
りも優先されてきたため、娯楽的マリンスポー
ツと漁業者との関係は希薄になりがちである。
ダイバーたちは地元の漁業協同組合と協議し、
湾内のダイビングスポットへのアクセス権を得
ている。ダイビング関係者と漁業者の議論を経
て結ばれた合意協定は、最終用途での利害が競
合しなかったため、最近まであまり衝突が起こ
らなかった。2001年以降、ミナミハンドウイル
カが湾岸域に回遊し定住するようになると、こ
の状況は徐々に変化してきた。七尾湾にはイル
カ漁の伝統がないため、イルカ漁と保護の対立
は問題にはなっていない。しかし、議論を呼び
起こしているのは、ダイビングや観光の関係者
が保全規制によってイルカの生息地を守る必要
があると主張する一方で、漁業者はイルカによ
る潜在的な影響、特に定住個体数がすでに減少
傾向にある水産資源への影響を懸念していると
いう点にある。 

これらの問題を解決するため、2004年7月、七
尾市の市民団体、行政関係者、研究者、観光業
者、ダイバー、漁業関係者で構成する七尾湾研

究会というマルチステークホルダーグループが
設立された（敷田･森山, 2005）。この研究会
は、それまで互いの交流が限られていたステー
クホルダー間の議論を促し、ダイビングやドル
フィンウォッチングのルールを策定することで、
海の利用主体間の調整機能を果たしている。し
かしながら、ドルフィンウォッチングツアーが
増加すると、イルカの生息域に漁場を持つ漁業
者は、イルカが漁業活動に及ぼす影響への懸念
を募らせる。どちらの関係者も、拡大する観光
活動のための新たな管理構造と規制を策定する
必要があると主張している。

資源利用をめぐる論争、水産資源の減少に対す
る懸念の高まり及び湾の環境悪化によって、地
域のリーダーたちの間では、七尾湾の海洋資源
の利用、保全及び管理問題の実用的な解決策を
探る統合的アプローチの必要性に関する集団的
意識が育まれてきた。七尾湾のコミュニティ
は、堅実な科学調査によって裏付けられた問
題意識と、実用的な解決策を見つけるために
協力し合うという市民の意思の形成という段
階を経てきた。横断的な機関の下で競合する
関係者を調整するという次の段階は容易では
なく、それが実現したのは環境省が里海創生
プロジェクトを開始した2008年のことである
（第2章参照）。 

七尾湾は、2008年に環境省がモデル地区として
選定した4つのパイロット地区の1つで、2年間に
わたって統合的流域活動の調査を実施し、地方
自治体の政策等の問題に関する科学的、社会経
済的データを提供した。このプロジェクトは、
閉鎖性海域の範囲を超え、湾に流れ込む河川沿
いの山地と農地を結ぶ里海活動を展開するため
に計画された。政府によって4つのパイロット
地区の1つに選定された（翌年、さらに2箇所が
追加された）ことは、さまざまなステークホル
ダーを結びつける地域活動に勢いをつけ、助長
した。県の環境部に運営委員会が設置され、研
究者、七尾湾研究会代表者、漁業共同組合の代
表者等が委員に就任した。政府がイニシアティ 
ブをとる里海ベースの活動に対する部門横断的
なアプローチに対応するため、行政機関の部門
代表団には、市町村や県の環境部、農林水産部
の漁業部門、土木交通部が含まれていた（環境
省, 2009）。

環境省による里海創生プロジェクトの重要な要
素は地域コミュニティの自主性を認めることで
あり、国や地方自治体レベルの政策決定や実施
過程で中央政府が主導権を握ることが多い日本

では、このことは政策の展開と実施において新
たな方向性を示していると言えよう。この3カ年
プロジェクトは2010年度が最終年度で、まだ
最終的な評価を下せる段階にはないが、政府は
活動計画の際に地域の主体性を認めることで、
地方への権限委譲の可能性に寄与している。同
プロジェクトでは、データ収集、モニタリング
活動、七尾湾のさまざまな関係団体との社会科
学に基づいたインタビュー及び研究活動を議論
するための会議が必要条件となっていたが、各
パイロットサイトがどのように必要条件を満た
すかは、それぞれの裁量に任された。七尾湾で
は、研究及びモニタリング関連活動を計画し議
論する会議が、地域の湾岸コミュニティで開催
された。また、パイロットサイトのコミュニティ
内とパイロットサイト間での広報活動も必要条件
となっていた。地元の運営委員会は里海の概念
と関連活動を説明した視覚資料や文書の作成に
加え、ワークショップや公開討論会を展開し、
環境省はパイロットサイト間の会議や合同討論
会を開催した。こうしたマルチスケールの広報
活動は、パイロットサイト間の情報交換やネッ
トワークの構築を促進し、中央政府と地方自治
体の対話を増加させ、湾岸地域と市民団体が里
海の活動に関する議論に参加するための公的なプ
ラットフォームを創造することで、すべてのパー 
トナーに恩恵をもたらした（環境省, 2010）。

結論と将来の展望

さらなる分析が必要ではあるが、七尾湾のケー
スでは、互いの目標が同じ方向に向かっていた
ことが、中央政府のイニシアティブを里海ベー
スの地域コミュニティの活動と結びつける上で
鍵となっていたと言えるだろう。しかも、両者
は相互依存しており、一方の内容とその有効性
は他方に依存している。国家主導の取り組み
は、地域の表明から、または地元のニーズの認
識から、あるいはその両方から発展することが
多い。しかし、政府のイニシアティブの有効性
は、しばしば、すでに実施されている地元の活
動や、地域コミュニティがそのようなイニシア
ティブの下で積極的かつ理想的に対等なパート
ナーになり得るかどうかにかかっている。 

七尾湾のケースでは、増大する沿岸海洋環境
の問題に対するコミュニティの認識が十分な
科学的調査によって立証されたときに、生物
多様性の主流化を目的とした活動の一環と
して、里海活動に関する国のイニシアティ
ブが立ち上がった。生態系の劣化とその影
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響に関する漁業者や関係団体の観察の科学
的裏付けは、地域主導の取り組みに弾みを
つける上で重要な要素であった。調査結果
がステークホルダーを結集させる鍵となっ
たことに加えて、漁業者から観光客グルー 
プ、部門横断的な地方自治体の組織までを含む
さまざまな関係団体と研究者との交流や、研究
者がマルチステークホルダー間の地域での対話
に参加したことも、地域主導のイニシアティ 
ブを強化し、地域の努力と国のイニシアティブ
を効果的に結びつけるために必要な科学的妥当
性を提供する上で役立った。

国と地域が密接に関連したイニシアティブは
マルチステークホルダー間の対話によって容
易になり、湾内の異なる資源利用者の関心を
呼んでいるという点で、これまでのところは
成功を収めている。里海創生プロジェクト運
営委員会の指導の下、さまざまな問題が同じ
討論会で検討、議論され、政策議論に対する
統合的なアプローチを促した。運営委員会
は研究及び政策におけるニーズを特定し、
政府と地方行政の両方に提示した。今後の
課題となるのは統合的な政策の実施だが、
その実現においても科学的活動が再び鍵を
握ることになるだろう。特に、生態系ベー 
スの管理アプローチに基づいて策定された海の
空間計画は、まだ最終的な目標でしかなく、そ
の実現のためには、科学的、市民的及び政治的
な意思を結集する必要があるだろう。
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舳倉島の概要と歴史的背景

日本列島は6,850を超える島々で構成されてお
り、ユーラシア大陸に沿って北部温帯から亜熱
帯まで約3,000kmにわたって延びている。これ
らの島々のうち、6,847島が離島とされ、本州、
北海道、四国、九州、沖縄等、主な島々とは異
なる法律が適用されている。そうした離島のう
ち、現在人間が居住しているのは258島だけで
ある（国土交通省, 2010）。 

舳倉島は、258ある有人離島の1つである。面積
は1.04km2、周囲は5kmで、本州の能登半島北
西部の石川県輪島市から50km沖合に位置して
おり、ムツサンゴ（Rhizapsammia minuta mutu-
ensis）、ツクモジュズサンゴ（Culicia japonica 
tenuisepes）、キクメイシモドキ（Oulastrea crsi-
pata）及びその他の造礁性サンゴから成る造礁性
イシサンゴ群体の北限生息地である（北國新聞
社編集局, 2010）。舳倉島は、太平洋から流れ
る黒潮の支流である対馬暖流と、太平洋北部か
ら流れる寒流の親潮が交わる地点にあり、この
地域の気候や海洋生物多様性は、これらの海流
の影響を受けている（舳倉島・七ツ島自然環境
調査団, 2011）。この島には南方の植物と北方
の植物が共存しており、本州から50kmほどしか
離れていないにもかかわらず、本州では見られ
ない独自の植生景観を生んでいる（金沢大学・
北国新聞社自然科学調査団, 1961; 舳倉島・七
ツ島自然環境調査団, 2011）。また、ホオジロ

やズグロチャキンチョウといった希少鳥類を含
む約300種の渡り鳥が、毎年舳倉島を通過する
（敷田, 1996）。 

島には、素潜り漁を行う海女もやってくる。1,300
年以上前の文献やアマアルキ（海女たちがアワ
ビや海苔をとるために島から島へと移動する様
を表す）と呼ばれる海を渡り歩く生活様式に関
する史料の中で海のジプシーと呼ばれる海女
は、歴史民俗学の学説によると、1,500年以上
前に海流に乗って朝鮮半島から日本の南部へ
と移動してきたとされている。そこから2つの
異なる集団に分かれ、片方は太平洋岸へ、も
う片方は対馬暖流に乗って日本海沿岸へと北上
したが、そのうちの一団が、最終的に能登半島
と舳倉島にたどり着いたのである（田辺, 2007; 
北國新聞社編集局, 1986）。江戸時代（1603
～1868年）の記録によると、海女は夏から初
秋にかけての数ヶ月の間、舳倉島に渡ってアワ
ビをとっていたが、1649年に加賀藩によって本
州での定住が公式的に認められ、それに伴い、
能登半島と舳倉島の沿岸海域で海洋資源を漁獲
する独占権が法的に認められた（北國新聞社編
集局, 1986）。季節的な移住と独占権は、現在
も維持されている。

徳川幕府の時代（1603～1868年）に鎖国政策
をとった日本では、約300年にわたり、利用でき
る天然資源が基本的に国内で入手可能なものに
限られていた。江戸幕府は資源の利用に関する
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要旨

海女は、読んで字のごとく、何世紀もの間、貝類を採取して生計を立ててきた。舳倉島で
は、海女が毎日長時間海に潜り、何世代にもわたり時間をかけて沿岸コミュニティを構築し
てきた。そこでは海女と海との独特の密接な繋がりが文化的アイデンティティの重要な位置
を占めており、文化と沿岸生態系が相互に影響する例を示している。他の多くの海女コミュ
ニティと同様、舳倉島の海女は、強固な女系世襲の集産主義によって特徴づけられる。そこ
ではコミュニティレベルの集産組織が沿岸の共有資源の利用を規制し、新たな技術の導入を含
む資源管理に関する意思決定を行っている。興味深い例としては、スキューバダイビングの道
具の導入を見送るという、経済効果という観点だけで考えると到底理解し難い決断を下したこ
とが挙げられる。これは、文化的アイデンティティと生態系に対する非功利主義的な観点が集
団討議で考慮され、経済効果や短期的な利益よりも優先された一例である。さらなる調査が必
要ではあるが、他の漁村と比較して、舳倉島の海女コミュニティの負債が少ないことからも分
かるように、長期的に見ると、そのような決定は社会的、環境的側面のみならず、経済的にも
より良い効果をもたらしている。また、気候変動の影響に関する科学者との協力にも示される
ように、海女のコミュニティが組織的に近代的なものを拒絶しているわけではないことは、明
確にしておかなければならない。それどころか、舳倉島の海女が伝統と近代性の折り合いをつ
ける上で選択してきた独特の方法は、現代の持続可能性においてコミュニティの文化的アイデ
ンティティと伝統的知識の効果的な利用に関して今後の研究を推進する貴重な事例である。 



CBDテクニカルシリーズ No. 61

48

ケーススタディ 5: 舳倉島の海女さん：祖先からの伝統の継承

49

法令を定め、持続可能な資源利用と限られた国
内資源の管理を目的とした総合的な政策の一環
として、土壌、造林、輪作、水及びその他の資
源に関する科学的な調査を開始した（Totman, 
1989; McDonald, 2005; Richards, 2003）。こ
うした鎖国時代における資源の利用と管理につ
いては、詳しい記録が残されている。たとえば
1841年の文書には、日本列島全体での海女の潜
水活動と海洋資源管理を示す地図が含まれてい
るが、これは、海女たちが獲るアワビが非常に
貴重だったことを示している（大喜多, 1989; 田
辺, 2007）。封建制度が終わり、資源の入手や
管理を制限する社会政治的及び法的制度は廃止
されたが、舳倉島の海女たちは海のジプシーと
呼ばれた祖先と同様、代々受け継がれてきた集
産主義という伝統を継承した。

祖先からの伝統の継承：伝統的な集産主義と
コミュニティベースの資源管理

世襲の漁業権は、日本におけるすべての漁村の
資源管理と社会構造に不可欠である（第3部1
章“里海と日本の沿岸水産業管理制度の特徴”参
照）。舳倉島の海女と日本のその他の海女のコ
ミュニティが独特である理由は、そうした権利
が母系的な基盤を持っている点にある。 

父権制が支配的な場合、漁業権は、各男性家長
世帯の漁場や漁期だけでなく魚種や漁法まで規
定する。特定の商業種や漁法によって、他の魚
種や漁法よりも多くの収入を得る場合、特定の
コミュニティで所得格差が生じ、暗黙のうちに
歴然とした社会階層が生まれることになる。海
女のコミュニティの場合、対象魚種、漁場及び
漁期は集団で共有されるため、海女たちの所得
格差は個々の潜水技術に起因する（McDonald, 
2008）。それ以外にも、父権的な漁村の女性
たちは、公式の労働統計に載らない隠れた無
給労働者であることが多いが、海女のコミュ
ニティでは、女性が主な稼ぎ手である場合が多
いという点が異なる（McDonald, 1995-2008; 
McDonald, 1999）。 

食糧生産活動において女性に権限を付与するこ
とは、生物多様性の主流化と公正な資源アクセ
スの実現のために不可欠であると考えられるこ
とが多い。生物多様性条約に基づくジェンダー
行動計画では男女平等の重要性が強調され、 
「生物多様性の管理と保護の改善やコミュニティ
の貧困緩和に累積的な影響をもたらす」と明言し
ている。日本では、海女による資源管理の手法や、

生物多様性の主流化におけるその潜在性に関する
調査は限られている（金沢大学・北国新聞社自然
科学調査団, 1961; マライーニ, 1989; 舳倉島・七
ツ島自然環境調査団, 2010）。しかし、さらに進ん
だ研究や検証は、資源管理の観点で性別の相違
に光を当てるという点で役に立つであろうし、同
様に、沿岸地域における、より統合的かつ全体論
的な性的区別のない生物多様性管理の実施に貢
献し得るだろう。 

世襲制の海女の漁業権の維持には、金銭の支
払いが伴う。世襲の権利の維持を希望する世
帯には年会費8,000円が課せられ、その年に実
際に潜水するか否かにかかわらず、権利保有会
員はすべて、この会費を海女の組合に支払わな
ければならない。会費を支払わないと、その世
帯の権利は失われる。2010年には364世帯が登
録しているが、これは、英虞湾地区の真珠採り
（英虞湾に関するケーススタディ参照）で有名
な三重県に次ぎ、日本で2番目の規模である。ま
た、2010年に登録された海女のうち179人が現
役で、最年少の海女は20歳、最年長は93歳で
あった。日本の漁村では、年間入漁許可によっ 
て各年度における各世帯の漁業権の利用が確保
されており、舳倉島の海女たちも同様に、海女
組合に毎年磯入り鑑札（入漁料）を支払わなけ
れば、指定の漁場に合法的に入ることができな
い。70歳未満の140人の海女たちの磯入り鑑札
（入漁料）は20,000円、70歳以上の39人の海
女たちは10,000円となっている（McDonald, 
2008-2010; 日本の里山・里海評価－北信越ク
ラスター, 2010）。

磯入り鑑札（入漁料）は、海女のコミュニティ
の共同体で議論した上で決められており、日
本の慣行である政府の規制機関による決定は
行われていない（第1部2章参照）。2009年に
は、漁業資源の減少に対する懸念の高まりが
議論され、共同体全体が、資源管理を目的と
した共同資金を増加させるため、磯入り鑑札
（入漁料）を1人当たり5,000円引き上げるこ
とに合意した。2010年までに、総額約200万円
が、特にアワビやサザエの稚貝の購入と放流を
始めとする資源再生活動のために使われている
（McDonald, 2010）。

共同体全体で決定しているのは入漁料だけでは
ない。海女の伝統や義務として祖先から伝えら
れている慣習など、漁撈活動に関するあらゆる
指針が討議され、時には議論が白熱することも
あるが、最終的には共同体全体によって決定さ
れる（McDonald, 2008）。漁期、漁場、魚種

の捕獲可能なサイズ及び組合指定の禁漁区が
海女組合によって集団的に規制されている。
各魚種の1日あたりの入漁時間も討議で決定す
る。2007年には、禁漁区や再生活動の実施に
もかかわらずアワビやサザエが減少しているこ
とに対する懸念が高まり、入漁時間を制限して
漁獲活動を規制するという案が討議された。一
連の討議の後、満場一致で入漁時間を8時間か
ら4時間へと半減することが決定した（日本の
里山・里海評価－北信越クラスター, 2010）。 

実際に話を聞くことができたのは舳倉島の海
女の25%に過ぎないが、なぜ彼女たちが自ら入
漁時間を短縮したり、他の漁撈や資源管理規制
に従ったりするのかという問いかけに対し、将
来の世代に実行可能な伝統を伝える義務を祖先
に対して負っているということや、海洋資源の
持続可能性は彼女達自身の生存能力や存在自体
と連動するという考え方が、集団の決定に従う
主な理由として挙げられた（McDonald, 2008-
2010）。インタビューを行った海女の回答を見
直してみると、舳倉島の海女たちの間では、科
学的な理論よりも伝統的な義務意識の方が、資

Box 3: 石川県能登半島における揚げ浜式製塩
の伝統  

Laura Cocora、あん・まくどなるど
国連大学高等研究所いしかわ・かなざわオペレーティン
グ・ユニット 

本州の西海岸から細長く突き出た能登半島では、何世紀
もの間、海水から取れる塩が重要な海洋資源として利用さ
れてきた。能登地方の伝統的な製塩には、地元の生態学的
及び社会文化的条件の複合効果がどのように資源利用の
伝統を方向づけるかを見ることができる。また、製塩は里
海や里山ランドスケープの生態系サービスに頼る人間の生産活動の典型でもあり、沿岸部と内陸部の人間活
動を結びつける統合資源管理の諸側面を育んできた。能登地方で5世紀以上にわたって実施されてきた製塩技
術は「揚げ浜式」と呼ばれている。これは、人力で海から海水を汲み上げて運び、盛り土をした砂の上に海水を
均一に散布して蒸発させ、付近の里山の森から燃料として採取した木を薪にしてくべて非常に塩度の高い残り
の塩水を煮詰め、塩の結晶を取り出す方法である。 

能登地方の製塩産業の発展過程においては、社会文化的背景が決定的な役割を果たしてきた。江戸時代（1603
～1868年）には米を基準とした税制が広く認められていたが、耕作地の少ない能登半島では米で税を納めること
が難しく、この地域の統治者たちは、米の代わりに塩による納税を認めた。そのため、塩の生産は重要な生活基盤
となったのである。江戸時代末期に塩税制が廃止され、新たな政策が導入されると、伝統的な製塩は衰退した。 

近年、揚げ浜式製塩に関する伝統的な知識が再び関心を集めており、昔からの方法が再評価されている。特
に生物多様性の保全と持続可能な利用に貢献する可能性という面で、陸地及び海洋資源の統合管理の要素
が注目を集めている。かつて、製塩業者は森林を所有し、持続可能な薪の供給のためにその森を管理してい
た。薪の優れた特性は、燃料使用量を最小化するために考案された2段階の製造法と窯屋の構造によって証
明されている。製塩業者は、森林管理活動を通して豊かな生物多様性を育む日当たりのよい森林環境を維持
し、燃焼特性の異なるさまざまな樹種を植えて育てた。こうした陸と海の資源管理の関連については、現在、
石川県における持続可能な農村開発のための統合政策の策定に向けた一歩として、製塩やその他の伝統産
業の付加価値に関する調査が行われている。

揚げ浜式製塩の詳細については、国連大学メディアセンターのビデオブリーフ、命の塩　里海に生きる伝統―
揚げ浜式塩田（http://ourworld.unu.edu/jp/preserving-japans-sea-salt-making-tradition/）や、石川県、金沢
大学及び国連大学高等研究所いしかわ・かなざわオペレーティング・ユニットによる共同研究プロジェクトの一
部として制作された冊子、「里山里海の伝統的知識・知恵の伝承」を参照されたい。 
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源管理に関する意思決定を左右する原動力にな
っていると考えざるを得ない。

サステナビリティを達成する手段としての文化
的アイデンティティ

自然に対する態度、信念及び評価は、社会がど
のように自然とかかわり、利用するかというこ
とに影響を与えている。人間がどのように自然
を利用するかは、環境にも人間にも影響を与
え、しばしば人間と自然の関係に取り返しの
つかない変化をもたらすことになる。技術革
新の導入や応用は人間による自然利用の一例
であり、それによってもたらされる結果より
も潜在的な社会経済的利益が重視されがちで
ある（Hughes, 2001; McNeill, 2000; Merchant, 
2002）。

技術導入の影響に関する議論が海女のコミュニ
ティに取り入れられたのは、潜水眼鏡が初めて
導入された1800年代後期以降のことである。潜
水眼鏡を採用するか否かに関する討議の最終的
な意思決定は、共同体全体で行われた（中田, 
1987; 田辺, 2007）。南日本では、水中の視界が
良くなると潜在的な乱獲の危険性につながると
考えられ、議論の詳細が文書に残されている。
そのため、潜水眼鏡は当初禁止されていたが、
その後、1艘につき1つの潜水眼鏡を5～7人の海
女で共有するという制限が行われた。1920年代
初期までには、舳倉島を含むすべての海女のコ
ミュニティで潜水眼鏡が採用されることになっ
た（田辺, 2007）。 

続いて導入されたウェットスーツについても、
潜水眼鏡と同様に議論が起こった。1960年代半
ばにウェットスーツが導入されるまで、海女は
保護具を付けずに潜水していたため、夫や父親
の操縦する船に頻繁に戻り、ストーブで身体を
温めなければならなかった。ウェットスーツを
着ると潜水時間が長くなり、1回の潜水での漁
獲量を増やすことができるため、当初、舳倉島
ではウェットスーツが禁止されていたが、その
後、全身に着用せず、2人で1着を共有し、それ
ぞれ半身だけ着用することを条件として許可さ
れた。更に1970年代半ばまでには、全員がフ
ルスーツを着用するようになった。次に導入
が議論されたのは足ひれである。潜水深度が
10～15m伸び、漁場面積と漁獲量が増加する
可能性があったため、潜水眼鏡やウェットスー 
ツと同様に、足ひれが資源の利用可能性に与え
る潜在的なリスクが懸念され、条件が設けら

れた。1970年代後期までには、全員が自由に
潜水眼鏡を付け、フルウェットスーツと足ひ
れを着用するようになった（日本の里山・里
海評価－北信越クラスター, 2010; McDonald, 
2008-2010）。 

新しい技術の導入は慎重に検討された後、次第
に舳倉島の海女の間で全面的に採用されるよう
になった。最終的に技術を導入することは、そ
れと引き換えに起こりうる乱獲のリスクの審議
を否定することになると思うかもしれない。し
かし、導入による自然資源への影響に対する懸
念が、これらの技術の利用規制という議論に発
展することはなかった（McDonald, 2008）。
それでも、その次の討議では警戒心が勝り、
全員が酸素ボンベの採用に反対した。これは恐
らく、彼女たちが採用する技術が常に制御可能
であるとは限らないことを無意識のうちに悟っ
たからであろう。あるいは、話をしてくれた老
人たちが語っていたように、酸素ボンベを使う
と、もはや素潜りではなくなってしまうからか
も知れない。肺活量と天性の素質が自分たちの
アイデンティティと存在そのものを表している
と多くの海女が話していた。酸素ボンベを採用
すると、1,000年以上にわたって彼女達が受け継
いできた伝統が失われてしまうのだ（McDonald, 
2008-2010）。

技術の採用に関して慎重な討議を行う際、短
期的及び長期的な社会経済的利益を追求する 
トレードオフの議論が、海女たちの間に漠然と
流れている。さらに調査を行う必要があるもの
の、この地域で行われている他の多くの漁法と
比較して、海女漁法の労働集約性が高く資本
集約性が低い理由の1つに、海女たちが技術の
採用に関して集団的な選択と管理を行ってい
ることが挙げられるだろう（McDonald, 1995-
2008; 2008-2010）。定量的なデータが必要だ
が、他の漁村よりも負債比率が小さいのは、こ
のためであると思われる。他の国々と同様に、
日本でも漁業者の負債比率は高くなりがちで、
このことが持続不可能な漁業を助長しているの
かもしれない。 

資源管理の原動力としての文化的アイデンティ
ティは、海女のみに特有のものではなく、多く
の民族生物学者の文書に記録されている（Roué, 
2006）。持続可能な資源管理を推進する際に、
海女の文化的アイデンティティが持つ影響力に
ついては、さらに調査を行う必要がある。技術
革新のトレードオフに関する彼女たちの集団的
討議の社会や環境における成果は啓蒙的であ

る。肝心なのは、この経験をいかにして、より
大規模に地域住民が主体となる資源管理の慣行
の主流化に活かすかということであり、このよ
うな資源管理においては、強制ではないにして
も、新技術の導入に先立つトレードオフの議論
が奨励される。こうした議論は資源の利用や生
物多様性の保全に影響を及ぼす可能性がある。

祖先の教えの限界：科学者たちへの質問

舳倉島の海女コミュニティは、伝統的知識がど
のように現代の科学と結びつけられるかという
ことも示している。共同体が指定した漁場内に
ある、それぞれの漁場は、母から娘に受け継が
れる家族の秘伝で、現在は手書きの地図に記載
され、海女組合の鍵付きの金庫に保管されてい
る。これらの地図には海洋生物のほか、漁場の
海洋生息環境を見分ける特徴が描写されてお
り、海洋生物の生息域、海流、水温及び水深に
関する情報が代々受け継がれていく知識に含ま
れている（McDonald, 2008-2010）。

しかし、こうした知識は海女漁業にとって、も
はや十分とは言えず、常に信頼できるとも限ら
ない。なぜなら、祖先が知っていた海は、海女
を続けていくために知る必要がある海とは異な
るからだ。海は変化しており、そうした変化に
適切に反応し、適応していくためには、祖先の
教えだけでは限界がある（舳倉島・七ツ島自然
環境調査団, 2011; McDonald, 2008-2010）。
海女の漁場における気候変動や、それによる海
洋生物多様性への潜在的な影響は、彼女たちの
間で最初に議論され始めた問題であり、研究者
が環境変化の情報を調査するようになったのは
最近のことである。

陸及び海の環境変化に関するこれらの問題の答
えを見出すために、2008年から2010年にかけ
て舳倉島・七ツ島自然環境調査団が現地調査を
実施した。その結果、地表気温と海洋温度の上
昇が明らかになった。舳倉島の海女たちにとっ
てワカメとメカブの収穫期である4月の平均温度
は、1967年から1984年までは10.5℃、2009年
は12.7℃であることが分かった（舳倉島・七ツ
島自然環境調査団, 2011）。同様の傾向は海で
も記録されており、1909年から2009年までの
間に舳倉島周辺で記録された海洋温度は1.2℃
上昇していた。同時期における地球全体の平
均値は0.5℃である（舳倉島・七ツ島自然環境
調査団, 2011）。 

温暖化に伴い、科学者たちは、南方種の北上の
兆候を観察するようになった（舳倉島・七ツ島
自然環境調査団, 2011）。陸上では、鹿児島や
沖縄の南方の島々が原産であるホオジロが北上
して舳倉島に回遊しており、ムスジイトトンボ
やナカキトガリノメイガ等、南方の昆虫やその
生息地が観察されている（舳倉島・七ツ島自然
環境調査団, 2011）。海洋生物の回遊も観測さ
れており、調査された25種類の貝のうち、通常
は南方の海域に生息する7種が記録された（舳
倉島・七ツ島自然環境調査団, 2011）。温暖
化と舳倉島周辺の海洋生物相の変化に関して、
明確な関連性を導き出すには時期尚早だが、科
学者の調査結果は、環境の変化に関する海女の
観察のいくつかを証明している。地元の海女の 
リーダーと科学者の双方向の対話は順調に進ん
だが、地域の生態学的知識と科学的知識を統合
して実際の資源管理に適用することに関して
は、依然として課題が残っている。 

温度上昇、藻場の劣化、漁獲対象種であるアワ
ビやサザエのみならず他の海洋生物の減少及び
南方の海域に特有な海洋性物の出現頻度の上昇
については、特に50歳以上の海女によって観察
されている（舳倉島・七ツ島自然環境調査団, 
2011; McDonald, 2008-2010）。こうした変
化の観察が増えるにつれ、変化に対するコミュ 
ニティの回復力や適応能力をめぐる懸念も高ま
っている。しかし、今のところ海洋資源再生の
ために行われている取り組みはわずかである
（McDonald, 2008-2010）。卵の放流や禁漁
区の実施、潜水時間の短縮等を行っているにも
かかわらず再生活動が成功しないのは、磯焼け
が原因なのではないかと海女たちは考えている 
（舳倉島・七ツ島自然環境調査団, 2011）。イ
ンタビューに応じた年長の海女の中には、「海
洋環境の変化が大きすぎて、海洋生物を維持で
きなくなっているのではないか」と述べる者も
いた（McDonald, 2008-2010）。 

結論 

今後さらに分析を行う必要があるが、舳倉島の
ケースでは、世襲漁業権に根ざしたコミュニティ
ベースの資源管理が、生物多様性保全の主流化
に貢献していることが示されている。集団的な
地域社会が、持続可能性と生物多様性保全のた
めの資源管理の重要性について鋭い感覚を持っ 
ていることは明らかである。資源管理は、まず
コミュニティ内で実施されなければならないと
いう共同体の意思と理解が、権限の付与、自主
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性及び強力なコミュニティの責任意識と組み合
わさり、持続可能な資源管理に基づくコミュニ
ティの存続が確保される。舳倉島の海女は、決し
て完璧な状況を示しているとは言えないものの、
コミュニティベースの資源管理の長所を統合して
いる。それは、強力な文化的アイデンティティと
包括的かつ平等主義的な意思決定によって推進
され、あらゆる可能性について事前に議論が行
われ、集団全体によって最終決定が下されるとい
うものである。

政策立案者は、資源利用と生物多様性保全の科
学には多いに注目しているが、人間の行動を促
す要因は見落とされがちである。したがって、
このケーススタディから資源管理の促進要因と
しての文化的アイデンティティを学び、あるい
は少なくとも熟考すべきである。海女の文化的
アイデンティティと持続可能な資源管理の相互
関係について、さらに調査が必要な側面はたく
さんある。しかし、新しい技術の導入の前に彼
女たちが行う利益やトレードオフに関する集
団討議は有望な点であり、より大規模な資源
管理の枠組みにおける意思決定に役立つかも
しれない。

コミュニティベースの資源管理の基礎としての
文化的アイデンティティの強い意識や、世襲が
基本となる資源利用や使用権は、どの国におい
ても社会の主流から遠ざかり、かつ遠ざけられ
るリスクを負う可能性がある。持続可能な資源
利用管理に対する答えをコミュニティ内で見出
すことができない場合には、このことが最終的
にコミュニティの衰退につながるかもしれな
い。コミュニティが存続するためには、自らの
課題に対する解決策を探るために地域の枠を超
えて外部の人々と協力し合うことができなけれ
ばならない。環境の変化にどのように適応する
のか、そして今日の課題をも含め、祖先の教え
にはない資源管理方法をどのように発展させる
のかという問いに対し、舳倉島の海女がやがて
その答えを見出すだけの力を持っているであろ
うことは、彼女たちが科学者をコミュニティに
迎え入れたことに表れている。生物多様性保全
の成功につながるコミュニティの回復力や、コ
ミュニティが存続し続けること、さらにコミュ
ニティの生き残りを左右する資源は、祖先から
伝えられた強固な基盤の上に構築されているだ
けでなく、伝統を超えるコミュニティの力によ
って強化されているということを、我々は海女
から学ぶことができる。
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東京湾の環境

東京湾は閉鎖性で、周囲に人口が密集し、海域
を含め沿岸域の利用密度の高い地域である。外
湾は太平洋に面しており、内湾は北東から南西
まで約50km、幅20km、平均水深15m（図1）
である。約2,500万人が7,500km2に及ぶ内湾の
流域圏に居住している。1950年頃から進行して
きたこの流域での人口と産業の集中は、東京湾
の沿岸地域を急激に変化させてきた。 

そうした変化には、著しく変化した海岸線や、
海底の堆積物の堆積状況等が含まれる。1950年
代、東京湾は卵形の滑らかな海岸線で囲まれ、
周辺の干潟部は幅約2～6kmあり、岸よりの海底
は砂で覆われていた。現在の海岸線は、埋め立
て地や護岸により直線的に入り組み、海底は、
許容量以上の栄養塩の流入等の影響により有機
物含有量の高い泥で覆われている。特に干潟と
浅場域の埋め立ては沿岸における潮流の停滞を
招き、これが泥分の沈降や富栄養化を助長し、
海底に大量のデトライタス（有機堆積物）が堆
積することとなった。

湾内の水循環特性は、1960年から2000年まで
の間に埋め立てによって表面積が80%近くにま
で減少したため、大きく変化した。内湾部の潮
差は11%減少し、湾が狭くなっている部分の潮
流は20%減少している（宇野木･小西, 1999; 柳･
大西, 1999）。潮汐振幅などの順圧循環7の減少
に加えて、都市部での淡水需要の増加によって
湾への淡水流入量が増加したことにより（1920

7 順圧循環とは、水平的な圧力差を駆動力とし、深
さに対して一様な流れ。

ケーススタディ
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里海づくり：東京の都市臨海部における取り組み

古川恵太
国土技術政策総合研究所  〒239-0826 神奈川県横須賀市長瀬3丁目1-1 
E-mail: furukawa-k92y2@ysk.nilim.go.jp

要旨

先進工業国の自然海岸の大部分は、人工の構造物に取って代わられ、新興諸国の海岸の景観
も急速にそれらに近づきつつある。臨海部の都市化は、残された自然海岸の断片化を引き起
こし、そこに存在する生態系に多大な影響を与える。沿岸生物多様性の保全は、そうした人
工的な環境下でも行われることとなり、都市部での里海づくりの取り組みは、より自然が残
された地域での里海づくり同様に重要である。 

本ケーススタディは、東京湾再生のための行動計画における里海の概念の実際的な適用に
ついて報告したものである。里海という取り組みは都市臨海部のコミュニティの関心を引
き、保全への取り組みのための有益かつ新しい可能性を提供することが示された。東京の
都市臨海部での生物生息場の造成は、「人間と生態系の相互的な関与によって沿岸生態系
の生物多様性を保全する」という里海の考え方を踏襲した都会版の里海づくりであると考
えることができる。観察の結果、造成された潮だまりには対象生物群集が急速に集まって
おり、隣接地区の生物多様性も増加していることが示唆された。こうした生物生息場の造
成の実績により、都市臨海部の生物多様性保全に取り組む場合の教訓として、（1）生物多様
性の向上以外の利益を探すこと（たとえば潮だまりの造成は、地震・高潮への減災機能と共
存でき、その施設の付加価値を上げる）、（2）対象生物群集の生息条件に基づき、造成する
際の設計条件を慎重に検討すること（たとえば潮だまりの深さを変化させることで水質がコ
ントロールできる）、（3）生物生息場のモニタリングと管理は、地域のコミュニティにとっ
て歓迎される活動への参加機会となる（釣りイベントや観察会の実施）などが得られた。 

本ケーススタディにより、都市臨海部においても、コミュニティレベルでの生物多様性の
保全策としての「里海づくり」の有効性が実証された。今後、国の政策レベルでの実施と
いった、より広い管理の枠組みの中で、この教訓の適用を検討していくことが重要である。 

図1　東京湾の位置と地形
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年代は約350m3、1990年代は450m3）、表層流
出、底層流入のような傾圧循環8が強化された。
こうした傾圧循環の増加は、湾内水の平均滞留
時間の減少の一因となり、40年間の変化を計算
すると、夏季は30日から20日へ、冬季は90日か
ら40日へと減少した可能性のあることが示され
ている（高尾他, 2004）。

こうした環境の変化は、海域の生物の分布にも影
響を与えたはずである。五十嵐・古川（2007）
には、干潟の底生生物（ベントス）と護岸への
付着生物の分布図が描かれている（図2）。こ
のデータは、（1）湾の中で富栄養化が著しい
内湾部においても、干潟には底生生物の高い多
様性が維持されており、（2）付着生物の多様
性は、透明度や塩度等、水質の空間分布に大き
な影響を受けていることを示している。夏から
秋にかけての無酸素水の拡大も深刻であり、内
湾部の動物相の分布に顕著な影響を与えている。

8 傾圧循環とは、密度など鉛直的な圧力差を駆動力
とする深さごと変化する流れ。

生態系ネットワーク9の節点（ノード）となる生
息場や、それらをつなぐパスとしての輸送経路
は、都市化などの人為的な影響を受け、ネット
ワークの分断という形で影響を受けてきたと考え
られる。Hinata and Furukawa（2006）は、ア
サリの浮遊幼生による湾内の生態系ネットワー
クの特性について調査し、湾奥北西部のネット
ワークの冗長性（双方向の交流）が弱まってい
ることを指摘している。再生計画においては、
こうした生態系ネットワークの補修・強化を優
先事項とすべきである。 

9 生態系ネットワークは、浮遊期を持つ卵、幼生が
多く存在する海洋生態系においては、生物群集の
維持、生物多様性の保全に重要な役割を持って
いる。生物の中には、卵、幼生、成体がさまざまな
場所、段階を経て生息するといったユニークな生
活環を持つものがある。そうした生活環が合わさ
って、生態系ネットワークと呼ばれるものが構築
されるのである。健全なネットワークの存在は、湾
環境の評価を行う際の最も重要な基準の1つであ
る。ネットワークはノード（節点）とパス（経路）で構
成される。ノードとは生息地であり、パスとは、主に
水循環の効果によって形成される湾内の輸送路
である。生態系ネットワークの詳細については、た
とえばPlanes et al.（2009）等を参照されたい。

東京湾再生のための行動計画  

2003年3月26日、6つの中央省庁10と７つの自治
体機関11で構成された東京湾再生推進会議が、
「東京湾再生のための行動計画」を策定した。
以下に、この行動計画で取り組まれている生物
生息場の造成と住民参加コミュニティの関与と
いった2つの具体例に焦点を当て、里海づくり
によって生物多様性の保全を図る方法につい
て紹介する。

東京湾再生のための行動計画は、2001年12月、
内閣都市再生プロジェクトの決議によって開始
された。2003年には、湾を囲む都道府県と都
市及び関連中央省庁によって、東京湾再生推
進会議が設置された（図3）。この会議におい
て行動計画の目標が「快適に水遊びができ、
多くの生物が生息する、親しみやすく美しい
『海』を取戻し、首都圏にふさわしい『東京
湾』を創出する」と定められた。この目標達
成に与えられた実施期間は、10年間（2012年
度まで）である。毎年、関連活動の見直しが行
われるとともに、2006年と2009年に中間評価
が実施され、その結果を参考に順応的に計画が
実行されている。 

行動計画では「重点エリア」を定め改善施策の
優先的実施を目指すとともに、具体的な改善イ
メージや評価指標・目安を明示した「アピール
ポイント」を設定し、取り組み状況のモニタリ
ングと評価が行われている（図4参照）。こうし
たアピールポイントでの目標達成は、周辺地区
の生態系の保全・再生にも貢献すると考えられ
る上、アピールポイント周辺が生物生息の拠点
として保全・再生されることよって湾全体の生
態系ネットワークが強化され、湾全体の生態系
の健全性を促進されることが期待されている。
この、アピールポイントでの取り組みが、後述
する都市型里海づくりの実証試験実施のきっか
けとなった。 

芝浦アイランド（東京）での生物生息場の創出 

生物生息場の創出は、里海づくりで期待される
2つの効果のうちの1つであり、東京湾再生のた
めの行動計画における生物多様性保全の取り組

10 国土交通省、海上保安庁、農林水産省、林野庁、
水産庁、環境省。

11 東京都、千葉県、神奈川県、埼玉県、横浜市、川崎
市、千葉市。

みの面からも重要な施策である。市民参加によ
る「芝浦アイランド生き物の棲み処づくりプロ
ジェクト」は、2005年12月から東京都の芝浦
アイランドにある都市運河部で実施され、都
市型里海づくりに関する貴重な情報・知見を
提供してきた。 

2004年以降、民間による地域開発により、か
つての倉庫街だった運河に囲まれた埋め立て地
が、約10,000人が暮らす高層住宅街（芝浦アイ
ランド）へと生まれ変わった。芝浦アイランド
が面する芝浦運河は、大量の下水処理水・都市
排水を受け入れ、2つの水門を通して東京湾と海
水交換しており、複雑な流れのパターンを持つ
典型的な都市型の汽水域である。耐震補強され
たテラス型の護岸の上部には、4m×8mの潮だ

図2　東京湾の底生生物と固着生物の分布

図3　東京湾再生推進会議の構造

図4　東京湾再生のための行動計画の区域割りと
モニタリング地点  
出典：東京湾再生推進会議：東京湾再生のための行動
計画、2004. http://www1.kaiho.mlit.go.jp/KANKYO/
TB_Renaissance/index.html 
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まりが2つ造成された（図5）。テラス部は、高
水位よりも低く、平均水位よりも高くなるよう
に設計された。潮だまりの水深は約0.5mで、8割
がた砂で満たされており、各潮だまりの水循環
を促進するように、護岸上部に溝（深さ0.1m、
幅1.5m）が設置されている。 

造成に先立ち、潮だまりと周囲の運河の流れや
水質についてのモニタリングが行われた（佐藤
他, 2006; 佐藤他, 2007）。運河における生物生
息状況が調査されるとともに、市民らのボラン
ティアを募ってフロートによる流動観測が実施
され、運河での水の循環が、密度成層による鉛
直循環により促進されている場所があることが
わかった。これによって、区域は限定されるも
のの、運河網が有効な海水交換の水道（みずみ
ち）として機能していることが確認された。

潮だまりの機能を明らかにするため、潮だまり
内部と周囲の運河水域で、溶存酸素（DO）の
連続モニタリングも行われた。底生微細藻類
の光合成によって日中のDO生成が促進される
ため、潮だまりのDOの方が運河のDOよりも大
きかった。夏季の夜間には、日周的な太陽放射
と半日周潮が合わさって、潮だまりでも無酸素
水が周期的に発生する。観測とシミュレーショ
ンにより、潮だまりの臨界深度は0.3～0.5mと
考えられ、これより深いところでは、日中の
DO生成量が夜間のDO消費量を相殺することが
できず、無酸素化が懸念される。この臨界深度
は、運河内の水質、テラス部の相対的な高さ、
潮だまりの堆積物の特性などに影響を受ける 
（梅山他, 2010）。しかも潮だまりを浅くすると
熱容量が小さくなるため、春と夏には運河表層
水の温度より高くなり、秋と冬には低くなる。
運河区域の潮だまりを、十分に酸素を含み適正
な水温を持つ健全な都市型の生物生息場にする
ためには、潮だまりの高さ、淡水供給量､及びそ

の他の水理パラメーターを正確に調整しなけれ
ばならない。 

このように慎重に設計・施工・管理すること
で、造成からわずか半年後にはハゼ類、ボラ
の幼生、ゴカイ類が潮だまりに生息するように
なった（表1）。潮だまり内のマハゼと周囲の水
域のマハゼの平均体長を比較することで、潮だ
まりの興味深い役割が見えてきた（図6）。潮
だまりのマハゼ（Acanthogobius flavimanus）の
平均体長は6月から8月にかけて大きくなり、8
月から2月にかけて小さくなっているように見
える。マハゼは1月から3月にかけて湾内で卵
から孵化し、マハゼの幼魚（5～15cm程度）
は4月から10月まで河口の浅瀬に留まる。成魚 
（約20cm）は11月から1月にかけて河口や湾に
下り、その後、湾内のより深部にある泥地で産
卵する。体長が大きくなるにつれ、マハゼの成
魚は潮だまりから周囲の水域へと移動すること
が、観測によって確認されている。体長の大き
いマハゼは水深の深い潮だまりを好む傾向にあ
るようだが、これは、夏季の温度が低く、DOが
豊富であったことと関係していると思われる。 

表1：潮だまり内の魚類の生物量（潮だまりA及びBに
おける生物量の合計）

計測日 ウナギ ハゼ ボラ エビ

2006年7月 3 504 580 28

2006年9月 2 119 201 4

2007年6月1 1 310 50 0

2007年8月 0 1168 213 37

2007年10月 1 222 26 235

1 潮だまりAでのみ試料採取。

今回、こうした造成実験に対して沿岸の管理者
である自治体の理解や、建設許可を得ることが
できたのは、本造成が生物多様性だけを目指し
ているものではなく、防災・減災といった安全
性の向上のための施設整備と矛盾しないという
性質を持っているおかげであるという点は、こ
うした都市及び都市臨海部における生物多様性
の保全のための施策の実現を目指している方た
ちにとって参考となるのではないかと思う。護
岸上にテラス部を造成することによって、護岸
背後からの土圧に対するカウンターとなり、地
震時の滑り破壊に対する安定性が強化される。
潮だまりはこうした安定性に影響を与えるもの
ではなく、むしろ付加価値を与えるものであ
る。目に見えにくい生物多様性に関する効果よ
りも、安全性や経済性が優先される都市臨海部
における事業実施においては、そうした複合的
な利益を伴うアプローチが不可欠と思われる。 

現在、都市臨海部での生物生息場の創出が注目
されており、このような取り組み自体は、日
本や里海に特有のものではない（Chapman & 
Blockley, 2009; Martins et al., 2010参照）。里海
づくりとして生物生息場の創出を行うことで、
里海の持つ「人間と生態系の相互的な関与によ
る保全」という基本的な考え方が適用され、必
然的にこうした生物多様性の保全が人を通して
継承され、持続的な取り組みとなることが期待
される。都市臨海部における人間の関与とは、
生物生息場の創出と管理である。本節で示した
ような創出（環境に関する能動的な働きかけ）
は、人間による改変が著しい沿岸域での生物多
様性の保全や再生に関心を寄せる関係者にとっ
て、有効かつ貴重なツールとなるだろう。また 
創出された場の管理を通した取り組みは、里海
のもう1つの効果を引き出すこととなる。 

芝浦アイランド（東京）の生物生息場の管理に
おける人間の関与 

東京湾再生のための行動計画における生物多
様性保全に資する里海づくりのもう1つの効果
は、里海の管理を通した地域コミュニティの参
加を促すということである。芝浦アイランドに
おいては、科学者や地方自治体の支援を受け、
市民が積極的にパートナーシップ型の協働作業
に参加した。 

こうした市民参加型の生き物の棲み処づくりプ
ロジェクトの概要が早川ら（2008）によって
報告されている。このプロジェクトでは、ま

ず都市臨海部における汽水域の環境の成り立ち
を参加者に教え、それらに対する意識を向上さ
せることを目標とした。研究者たちによって主
導され、教室でのオリエンテーション、ワーク 
ショップ活動、実地観測等が行われた（図7）。
これらの活動によって、参加者たちのプロジェ
クトへの継続的な関与に対する関心が大いに高
まった。市民参加によるハゼ釣り調査も行われ
た。これは、2008年以降、年1～2回実施され
ており、毎年、約200人が参加している。調査
の参加者たちは、2時間の釣りで捕獲したハゼ
類のサイズと種を記録し、マハゼの生息生態、
運河域における生態系ネットワークの研究のた
めに貴重なデータを提供した。 

2009年以降、コミュニティと環境との相互的
な関与はモニタリングの域を超え、生物生息場
造成の実験へと発展した。サイトをマハゼの幼
魚にとってより魅力的なものにするため、潮だ
まりの1つに砂が入れられ、干潟とされた。市
民、科学者、地方自治体のパートナーシップ
によって、継続的なモニタリングが行われてい
る。生物多様性に焦点を合わせたこの種の活動
により、市民にとって魅力的な水辺を創り出そ
うと試みている（柵瀬他, 2007）。 

里海づくりは、この高度に都市化された臨海部
で、自分たちを取り巻く自然、破壊されていな
いすべての自然とのつながりの再生を望む参加
者に対して、地域コミュニティの参加の機会を
作り出す不可欠な取り組みとして、参加者たち
の強い憧れを引き出した。沿岸生態系を育み食
料を生産する海と、消費者であり利用者である

図5　芝浦アイランドの概略図と断面図

図6　潮だまりA、B及び周辺水域で採取されたハ
ゼの平均体長

図7　生き物の棲み処づくりプロジェクトの写真
（教室でのオリエンテーション、ワークショップ活

動、実地観測）
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地域コミュニティとの結びつきの再生は、安
心・安全で持続的な生産・消費システム（地産
地消）を再構築していくために不可欠な要素で
あると見なす傾向も高まってきており、現代の
里海に関する中心的な話題になりつつある。  

結論と今後の道筋

本ケーススタディは、東京湾再生のための行動
計画における里海づくりについて、2つの役割
に焦点を当てて報告したものである。1つは、
都市臨海部において慎重に計画・管理された生
物生息場の創出を通した生物多様性の回復は、
人間と生態系の相互的な関与による保全が大切
であるいう基本的な里海の考え方を、現代的か
つ都会的に表現したものであると見なすことが
できるということである。もう1つは生物多様
性保全へのコミュニティの参加の機会を作り
出すということで、これは、現代の里海の取
り組みを支えるもう1本の柱である。本ケース
スタディでは、都市の地域コミュニティが造成
された生物生息場のモニタリングを分担し、生
物生息場創出プロジェクトに参加するという形
で具現化された。

実際に都市臨海部の生物多様性の保全・再生を
進めるために潮だまり等を造成する時に重要な
ことは、潮だまりの水深、堆積物の厚さ、溶存
酸素等、重要なパラメーターを対象生物に合わ
せて慎重に調整する必要があるということであ

る。観測や調査に基づき、そうしたパラメー 
ターを正しく設定すれば、東京湾のように環境
劣化が深刻で生物生息場がほとんど残っていな
いような閉鎖性内湾でも、潮だまりには急速に
生物群集が住み着くことが実証された。また、
沿岸管理をしている関係当局に潮だまり等の造
成を受け入れるよう説得できた要因の一つとし
て、地震や高潮時の安全強化のためのテラス型
の護岸構造に潮だまりを造成することは、施設
の付加価値となるという説明であったというこ
とは、注目に値する。生物多様性の保全に関心
を持つ沿岸管理者たちにとって、この種の潮だ
まりの造成は、沿岸防災施設整備の費用対効果
を上げ、複合的な利益をもたらす有望なメニュー
となる。生物生息場の創出は里海の取り組みの
みに特有なものではないが、人間と生態系の
相互的な関与による保全が大切であるという
考え方よって支えられた里海づくりは、持続
的な生物多様性の保全に有効かつ有望なアプ
ローチである。 

里海づくりは、生物多様性の保全を通して、地
域コミュニティの効果的な参加の機会を作り出
す枠組みとしても重要である。里海づくりは、
人間と自然との相互作用が制限されている都市
臨海部において、自然環境とのつながりを強く
願っている地域の人々から、活動への参加の憧
れを引き出した。 

地域コミュニティの参加は、活動を拡大し、現
地で里海づくりを進めていく上できわめて重要

である。コミュニティレベルの優れた取り組み
の実績が、より大規模な管理や政策の枠組みの
中で効果的に利活用されるようになるために
は、さらなる研究、科学者と地域コミュニティ
及び自治体の継続的な関与、関係者間での知識
の共有が重要になると思われる。このケースス
タディにより、さまざまな制約のある都市臨海
部において、生物生息場の造成のような積極的
な環境創出による都市型の里海づくりが、都市
臨海部での生物多様性の保全に有効であるとい
う考え方が裏付けられた。今後、里海づくりに
関する重要な課題の1つが、まだ概してコミュニ 
ティレベルにある取り組みの実績を国の政策レ
ベルにボトムアップすることである。 
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Box 4: 環境教育と生態系回復のためのパートナーシップ：
アマモ場再生の事例 

太田絵里、海洋政策研究財団 、アマモ場再生会議

アマモ場の再生は、革新的なパートナーシップによる環境教育と
生態系の回復を実現する貴重な機会をもたらす。アマモ（Zostera 
marina）は、日本で最も広く分布している海草の一種である。い
くつかのケーススタディで検討されているように（特に岡山のケー
ス参照）、アマモ場は沿岸生態系において重要な役割を果たしている。1970年代初期以降、急速な工
業化と沿岸域の開発に伴い、アマモ場の面積は激減した。しかし、多様な主体の参加によるパートナー
シップ事業を通してアマモ場を再生しようとする最近の活動は、多くの地域で成功を収めている。全国
アマモサミット2008では、15箇所以上でそうした活動に関与している人々が結集した。神奈川県の事例
では、東京湾でのアマモ場の再生が、非営利団体、教育機関、研究機関、政府及び地方自治体の協働に
よって実施されてきた。アマモ場の回復には、花枝の採取、種子の選別、苗の移植等、継続的な努力が
必要で、多くの手間ひまのかかる労力を伴うため、ボランティアの参加が不可欠である。こうした活動
は年間を通して行われており、10年近く継続されている。アマモ場の再生活動は、教育機関における環
境教育の場としても利用されており、教師、生徒、親たちが貴重な戦力となる。沿岸域の保全と環境回
復を背景に、彼らやその他のパートナーの努力のおかげでアマモ場の面積は大幅に拡大し、その結果、
周辺海域の生物多様性と総合的な海洋生態系の健全性が向上した。さらに、若者たちの参加は、コミュ
ニティのための環境及び市民教育という面で、長期的な利益を生むと期待される。
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はじめに

英虞湾は、中部日本の三重県に位置しており、
複雑なリアス式海岸を有する典型的な閉鎖性
海域である（Mie Fisheries Research Institute, 
2009; 図1）。英虞湾は、美しい景観、貴重な
天然資源、長い文化的な歴史によって日本で最
初に指定された国立公園の伊勢志摩国立公園の
中心を成している。歴史的みると、この地域は
御食国として知られていた。御食国という名称
は、宮廷への食物供給地、また、日本で最も崇
拝され、長い歴史をもつ神社の1つである伊勢神
宮への食物供給地（この場合は特に海産物供給
地）としての特別な地位を示している。英虞湾
における静かな閉鎖性海域と豊かな歴史的遺産
の組み合わせが、日本の伝統的な里海について
の生来の感覚と古典的なイメージを地域コミュ
ニティに根付かせている（Yanagi, 2010）。こ
のような象徴的な場所は、ごつごつとした岩が
あり、緑で覆われた険しい海岸線の海景に対す
る古くからの郷愁を掻き立てるものである。こ
の地において、人々は、多様性に富んだ健全な
海洋生態系の恵みを享受していた。 

英虞湾は、穏やかな気候と閉鎖性海域環境に最
適な真珠養殖でも有名である。英虞湾の閉鎖性
海域環境では、湾内の海水が外海の波動擾乱を
被るのをリアス式海岸が保護している。英虞湾
における真珠養殖は100年以上前まで遡る。英
虞湾は、本来、アコヤガイのための健全な天然
生息地を提供しており、水産養殖拠点としての
同湾の開発は、これらのアコヤガイの養殖で開

始された。その後、地元の人々は、アコヤガイ
による真珠養殖で習得した技術を応用し、水産
養殖を基盤とする他の種類の水産業にも取り組
むようになった。実際、世界の真珠養殖産業が
開始されたのは英虞湾であった。真珠養殖が始
まったのは1893年のことで、この年に地元の
水産物販売業者が水産学研究者と協力し、貝性
ビーズから入手した真珠核を貝に挿入した後、
貝の内側で真珠を形成させることによって半円
形の真珠を作り出すことに成功した。この技術
的発展により、地域の漁業従事者による真珠養
殖が英虞湾で盛んに行われるようになった。第
二次世界大戦後には、三重県における真珠生産
が日本の装飾用真珠市場を支配していた。英虞
湾は、真珠養殖に加えて、1960年第後半以降か
ら養殖されているアオノリ（Monostroma sp.）の
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要旨 

風光明媚な英虞湾では、数百年にわたって、人々が地域の豊かで持続可能な生物多様性の利
用を実現してきた。1960年代に始まった開発や土地利用の変化によって深刻な環境悪化が起
こるまで、この地は、物理的環境と文化的環境の両方において伝統的な里海の典型を表わし
ていた。里海は英虞湾における環境再生活動の主要な特徴となっており、この考え方は、今
日、保護活動に熱心に従事している地域コミュニティにしっかりと定着するようになった。地
域コミュニティは、必須となる日常的な環境モニタリング及びその他の重要なタスクにおい
て貢献していた。細心の注意を払って設計された人工干潟は、種の多様性が明確に増加して
いることを証明していた。堤防の海洋側と陸地側の間で養分フラックスと水の交換をコント
ロールすることにより、堆積物のパラメーターをマクロベントスの多様性に適切な範囲内に
し、これに伴ってマクロベントスの多様性は大きく増大した。これらのケースにおいて、水、
堆積物、生物多様性の状態をほぼ産業化前の状態まで回復させる取り組みは、人々の環境に
対する一層の活動によって最良の方法で実現されたのである。このことは、現代の里海創生
における極めて重要な側面である。管理的な観点からみると、里海が草の根レベルで実行さ
れたことは、英虞湾の地域コミュニティを引き入れるのに有効であったことが証明されてい
る。都市や大規模な管轄地域のレベルにおいて、里海の概念やプロセスを統一された沿岸管
理の枠組みに組み込むことは、英虞湾の意思決定者が現在模索している有望な手段である。

図1　真珠養殖筏が浮かぶ風光明媚な英虞湾
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生産拠点の1つでもある12 。

真珠養殖とアオノリ養殖が20世紀に開発され、
人々と英虞湾との相互関係の基盤となった。こ
れらの養殖業のいずれもが、一般的なイメージ
では、親しみ深い典型的な里海の海景を想起さ
せる光景に関係している。緑に覆われた丘陵に
囲まれた小さな閉鎖性海域である里海の穏やか
な海面では、網や貝類の養殖筏が静かに揺れ、
海洋と人々との長年にわたる調和のとれた交流
が続いている。秋から春にかけて、英虞湾全体
でアオノリ養殖用の網が海岸に沿って広げられ
た光景が見られ、そこには季節の移り変わりや
海景の自然の変化が現れている。しかしなが
ら、第二次世界大戦後の数十年間にわたる産業
化の時期には、国内の多くの地域と同様に、英
虞湾の沿岸地域も一変した。人為的富栄養化に
よって海洋生態系は段々と悪化した。人為的富
栄養化の主な原因は、産業及び家庭からの排水
に加えて、自然干潟を埋め立てたことによる海
岸線の変化であった。

本ケーススタディでは、荒廃した干潟と藻場を
修復することによって英虞湾海洋生態系を再生
することを目指して研究者とコミュニティが長
期的に係わってきた取り組みについて考察す
る。この取り組みと切り離すことができない
こと、すなわち、この取り組みと同じくらい
重要なことは、里海の活動を地方自治体の基
本的な開発計画の中心に組み込むという目標
である。この目標は、英虞湾地域と関連するす
べての開発政策の基盤である。したがって、研
究者や地域コミュニティの見解と政策を上手に
組み合わせることにより、里海の考え方を特殊
なケースに応用するという難題に対処している
のである。

英虞湾の水産業の歴史と海洋生態系の変化 

1960年には、英虞湾における貝類、ナマコ、ク
ルマエビ及び海藻の総漁獲量は600トンを上回
っていた。しかしながら、1965年以降、この数字
は大幅に減少した。その一因として、英虞湾環境
の悪化と魚を獲る伝統的な漁業から真珠養殖へ
の変化が挙げられる（図2、上方パネル）。1960
年代後半には過剰生産が原因で真珠養殖が衰退
し、低品質の真珠の生産割合が急増したことによ

12 収穫したアオノリは乾燥後に食品として販売されて
いる。日本のアオノリの30～40%は英虞湾で生産
されている。

り、アオノリ（Monostroma sp.）養殖が発展した 
（図2、下方パネル）。

ごく最近では、養殖水産業が富栄養化と赤潮に
よって被害を受けている。1992年には、英虞
湾で渦鞭毛藻（Heterocapsa circularisquama）に
よる赤潮が初めて発生した。それ以降、真珠貝
の大量死を引き起こしたこの種の微細藻類によ
る有害な赤潮が繰り返された。1990年代中頃に
は、英虞湾の深部水層で酸素量の減少（異常レ
ベルまで低下）が毎年発生するようになった。
通常、このような現象は、溶存酸素濃度が英虞
湾中央部や奥部で急激に低下する6月から10月に
発生していた（図3）。季節的に発生する酸素量
の減少により、魚類とは違って低酸素水から脱
出することができない貝類、多毛類、その他の
底生生物の数が著しく減少した（図4）。2002

年の夏には、英虞湾海洋生態系一帯が大規模な
低酸素状態となり、湾奥部では、真珠養殖に使
用するアコヤガイを含む多くの海洋生物が死亡
した。低酸素状態と赤潮により、英虞湾の海洋
生物多様性が失われ、有機物の好気性分解が行
われなくなり、水中における栄養循環が機能で
きなくなった。 

英虞湾沿岸地形の物理的変化に関しては、堤防
建設や干拓といった土地開発により、干潟や浅
瀬の約70%が失われたことが調査で示されてい
る。現存する自然干潟と干拓された干潟をマル
チスペクトル航空写真分析で推定して図5（上方
パネル）に提示した。干潟は3種類に分類された
（河口、堤防前方の干潟、堤防後方の湿地）。
河口の干潟、前浜干潟、干拓地の各相対面積を
図5（下方パネル）に提示した 。

総窒素量（TN）で換算した場合の英虞湾に対す
る推定栄養負荷量は、主に産業排水と家庭排水
が絶え間なく増加したことが原因で、1950年か
ら1990年にかけての期間に徐々に増加した。英
虞湾の堆積物の化学的酸素要求量（COD）、す
なわち有機成分濃度の指標について見ると、水
中のCOD自体はほとんど変化していないにもか
かわらず、有機物の蓄積によって毎年増加して
いる（図6）。堆積物の性質は、堤防前方で相対
的に貧栄養性であり、堤防後方では過剰栄養性
であったため、堤防の両側に生息するマクロベ
ントスは大幅に減少した。特に堤防建設をはじ
めとする海岸の物理的な変化と、汚染された家
庭排水や産業排水が河川に放出されて英虞湾に
大量に流入するようになったことにより、海底
の生態系が極度に悪化し、英虞湾における生物
多様性と生物生産性が減少する結果となってい

図5　英虞湾内の干潟の分布

図6　英虞湾の底質と水質の変化     
出典：三重県科学技術振興センター水産研究部

図7　英虞湾内の自然干潟の底生生物組成

図4　貧酸素化による二枚貝の大量死
（2002年、鵜方浜）

図2　英虞湾内の漁獲量と真珠養殖、アオノリ
養殖生産量の変化

図3　夏の英虞湾の貧酸素エリア（2002年、鵜
方浜）
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る（図7）。英虞湾の現状を評価する目的で、海
洋政策研究財団（OPRF）が開発した健康調査ス
キームを適用した。本スキームでは、水質に加
えて、生態系の安定性と物質循環の円滑性を評
価する。評価結果を図8に示した。 

英虞湾の海洋生態系と生物多様性の再生

生態系の悪化と、これに伴う地域の水産業への
影響に対処するため、漁業組合、研究者及び地
方自治体職員が再生に向けた里海アプローチを
共同で採択した。このアプローチにおいて、里
海とは、単に伝統的で郷愁を覚えさせる海景を
集中的に再生する取り組みではなく、人の手で
環境を修正することを可能にする保護活動の実
際的な枠組みとしてみなされていた。すなわ
ち、彼らは、科学的データとコミュニティのイ
ニシアティブに基づき、生産性と機能性を有す
る英虞湾の再生を目指したのである。この取り
組みは「閉鎖性海域の環境創生プロジェクト」
と命名され、科学技術振興機構の地域プログラ
ムの下に運営された。その後、2008年、英虞湾
と地域コミュニティの共生関係を再生する目的
で英虞湾自然再生協議会が結成され、堆積物の
性質の規制、藻場の改善、戦略的区域における
水循環の強化等の生物多様性と生物生産性を推
進することを目的とした多様な活動を実行する
ための協力関係が確立された。

再生プログラムの一環として、有機含有量が異
なる堆積物で6箇所の実験的干潟が建設された。
これらの干潟は、マクロベントスの生息地に適
した堆積物の状態を調査するために使用するこ
とが可能であった。干潟は3年間にわたって調査
された。この実験により、マクロベントスのた

めの堆積物パラメーターの最適な範囲が以下の
通り判明し、おおよその有機含有量となる3～10 
mg/gDW （COD）及び 15～35%（泥含有量）
が示された（Kokubu & Okumura, 2010）。堆
積物の栄養含有量とマクロベントスの多様性の
関係を図9に提示した。これらの結果は、堆積物
における有機物と泥の含有量のバランスをコン
トロールして維持し、マクロベントスに良好な
生息地を提供しなければならないことを示して
いる。我々は、これらの所見を利用することに
より、堆積物の状態をコントロールし、英虞湾
内の2種類の浅瀬における生物生産性を強化す
るための実際的な方法を策定した。 

第1のエリアは相対的に貧栄養の堤防前方の干潟
であり、第2のエリアは過剰栄養の堤防後方の湿
地であった。したがって、両エリアにおける生
物多様性は低いままであった（図10）。堤防前
方の相対的に貧栄養の干潟の場合、堤防が陸地
からの栄養供給を遮断するため、堆積物は粒子
が粗く（砂利）、有機物の含有量が少ない。こ
れらの堆積物は、有機物が豊富な浚渫土と混合
することによって改善した。上記の方法は、堆
積物のパラメーターを、図9に示したマクロベン
トスの多様性に最適な範囲内に調節するのに有
効であることが判明した。

堤防の陸地側の過剰栄養の湿地では、ポンプを
用いて海水を導入する作業が進められた。堆積
物の性質及び種の存在量と多様性について継続
的に調査した。その結果、湿地が汽水であった
ため、海水を導入する以前は堆積物が過剰栄養
で嫌気性であり、当時、Chironomidae（ユスリ
カ）が優占種であったことが示された。しかし
ながら、湿重量と多様性のいずれもが乏しかっ
た。水を交換した後、マクロベントスは、汽水

に生息する種類から海洋に生息する種類に変化
した。海水の導入に伴い多様性と湿重量が徐々
に増加したが、堆積物中のCODとAVS（酸揮発性
硫化物）は減少した。これらの結果は、海水の
導入を促進することにより、湿地における堆積
物の性質が好気性の状態に徐々に変化している
ことを示していた。

これらの結果に基づき、人工干潟について、
もう1件の野外実験を実施し、この方法による
生物多様性の再生可能性を詳細に検討した。
最初に、底生藻類がそこに生息するようにな
り、続いてマクロベントスの数が増加した。
他方、人工干潟を建設した後には、懸濁物を摂
取する生物に加えて堆積物を摂取する生物が一
層増加した。このような結果は、人工的に造成
された干潟の生態系が、非常に高度な生物多様

性を裏付けることができる生態系に変化したこ
とを示唆している。実験的な干潟におけるマク
ロベントスの総出現種類数の経年変化を図11に 
提示した。マクロベントスはpolyceata（多毛
類）、bivalvia（二枚貝類）、gastropoda（腹足
類）、crustacea（甲殻類）、ichtyoid（魚類）に
分類された。人工干潟を造成した直後に優占で
あった種は腹足類と甲殻類で、6ヵ月後には多毛
類と二枚貝類が増加した。10ヵ月後には、造成
前と比べて種類数も大幅に増加した。4ヵ月後に
は、マクロベントスの数が著しく増加し、1年
後には造成前の値の4倍に達した。その後、こ
の状態は安定していた。同様に、この実験は、
干潟だけでなく藻場も含めた総合的な再生が、
大型生物の数と種類の著しい増加を裏付ける明
確な証拠になることを示している（図12）。 

図8　海洋政策研究財団の海の健康診断手法によ
る英虞湾の一時診断結果（本文参照）

図10　湾奥部の潮受け堤防前後の現状の概念図 

図9　干潟底質の栄養分と底生生物との関係概
念図（底質の有機物量を変化させた干潟再生実験

（3年間）から得られた研究成果をもとに作成）

図12　アマモ場の有無による生物量の変化

図11　人工干潟における底生生物の総出
現種類数の経年変化
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2009年10月、英虞湾において、本格的な干潟再
生プロジェクトが開始された。湾では、コンク
リート堤防のフラップゲートを開けることによ
り、堤防内の淡水化した干潟に海水を導入する
作業が始められた。プロジェクトには地域の漁
業従事者やボランティアの市民が参加し、海草
の移植やアサリの稚貝を撒いて生態系の回復を
推進した。2005年には、コミュニティの教育活
動として志摩自然学校が設立され、シーカヤッ
クをはじめとする各種の野外活動を含む自然体
験や自然教育が行われた。2009年には、地域住
民による海岸動物の体系的な調査が始められ、
同時に児童による干潟の水生生物の標本採取や
観察も実施された。このような継続的な調査活
動の結果は、英虞湾における生物多様性に関す
るデータベースの指標として使用される予定で
ある。本プロジェクトは、日本の文部科学省と
環境省から資金助成を受けて進められている。

結論

英虞湾は、真珠生産に加えて、伊勢志摩国立公
園の風光明媚な一画として有名である。数十年
間にわたる不適切な管理により、堆積物の性質
を中心とした生態系の悪化、底層水の酸素含有
量の減少、たび重なる有害な赤潮が生じる結果
となった。物質循環において、また生息地とし
て重要な役割を果たす干潟と藻場は、深刻な被
害を受けた。堤防建設、干拓、産業排水及び家
庭排水による水質汚染が原因で地域の回復力は
著しく低下した。 

このような理由から、干潟や湿地堆積物中の栄養
負荷をマクロベントスの生物多様性に最適な範
囲にコントロールすることを再生活動の中心とし
た。過剰な有機物を減少させるために水循環を強
化し、有機物が豊富な未使用の浚渫堆積物で貧栄
養性堆積物に栄養を補給することにより、この再生
活動を実施している。その結果、堤防を通る水と物
質の循環をコントロールすることにより、浅瀬エリ
ア内部及び周囲における生物生産性と生物多様
性が強化され、堆積物の性質と藻場が改善され
たことが、英虞湾の生態に関する定期調査で明確
に証明されている。 

現在、市民グループが干潟のマクロベントスの定
期的なモニタリングと里海の再生に積極的に取り
組んでいる。市民グループの協力活動は、ほぼす
べての英虞湾の管理業務を担当している志摩市
の新しい都市計画政策に組み込まれている。した 
がって、今日では、里海は、地方自治体レベルにお

ける都市政策の優先事項に組み入れられており、
英虞湾一帯の沿岸管理は持続可能で統一的な方
法で進めることが可能になっている。 

地方自治体の行政スタッフ、多数の地域ボランティ
ア及びNGOと協力して、研究者が地域コミュニティ
に長期的に貢献することが、再生のための里海活
動には不可欠であった。これらの人々の取り組み
が今後も継続されることにより、地域の保存プロ
ジェクトが支援され、里海の枠組みの中で海洋環
境の持続可能な利用が促進されることが望まれる。
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はじめに 

日生は本州西部に位置し、日本最大の閉鎖性海
域である瀬戸内海に面している。この町は、豊
かな水産業の伝統で有名であり、現在でも瀬戸
内海最大の商業漁業実績を有する漁業町の1つ
である。約200軒の漁業従事世帯がカキ養殖、
小型底びき網、定置網漁を含む沿岸漁業で生計
を立てている。定置網の設計をはじめとするこ
れらの技術や知恵は、日生の漁業者が最初に開
発したものである。日生におけるすべての漁業
活動は、地元の漁業協同組合（FCA）が調整し
ている。同漁業協同組合は、エリアにおける里
海活動の管理と調整においても中心的な役割を
果たしている。アマモ場を再生し、海洋廃棄物
を回収することによって、悪化した沿岸の生息
環境を修復するための取り組みは、漁業協同組
合が自主的に推進している。本章では、水産課

職員が収集した漁師の知恵と科学的知識の両方
に基づく里海活動としてのアマモ場を再生させ
るための取り組みについて考察する。現在、地
方自治体の水産課職員、研究者及び漁業者は、
失われた生息環境を修復するための活動に加え
て、地元の海洋環境の一層効率的で持続可能な
利用を促進することを目指し、底びき網禁止区
域の設定を含めた海洋環境の新しい空間管理計
画を構築中である。 

瀬戸内海

日生の漁業の商業的な成功は、瀬戸内海の地理
学的特徴の結果としての生産性の高い海洋生態
系に起因している。一般に、瀬戸内海は、その
美しい景観で知られている。瀬戸内海には約
3,000の小島が点在し、海の深い青色を背景に
木々に覆われた山々が聳え、美しい景観を作り
出している。この景観は観光産業や日本政府か
ら高く評価されており、日本政府は、瀬戸内海
全体の海洋エリアを国立公園に指定した。1934
年に指定された瀬戸内海国立公園は、日本にお
ける最も古い国立公園の1つである。 

瀬戸内海の海岸線は、小規模漁業が発展してい
ることでも有名である。この小規模漁業の生産
量は、養殖業を含む日本全体の漁業生産量の
25%を占めている。生産量が多い理由は、2種
類の地理学的環境が備わっていること、すなわ
ち点在する小島によって大海原（灘）の広い海
域と瀬戸と呼ばれる狭い海峡によって形成され
た固有の海洋生息環境が豊富に存在しているこ
とにある。日生沖の閉鎖性の強い地形における

ケーススタディ

8
地元の知恵と科学的知識を結集すること：岡山におけるアマモ
場の再生
太田義孝1、鳥井正也2 
1 日本財団ネレウスプログラム、ブリティッシュコロンビア大学　E-mail: y.ota@� sheries.ubc.ca 
2 岡山県水産課　E-mail: masaya_torii@pref.okayama.lg.jp 

要旨

本ケーススタディでは、里海活動において地元イニシアティブを発揮し、漁師の知恵と科学
的知識の両方を結集した漁業協同組合の活動について発表する。このような活動が、一部の
商業用生物種資源の回復ばかりでなく、周囲の海域全体の保護を目的としていたことに注目
すべきである。岡山県の日生は、瀬戸内海に面して位置する漁師町である。日生には、生産
性の高い閉鎖性海洋生態系に支えられた長い漁業の伝統がある。この町では、漁業協同組合
自体が、アマモ（Zostera marina）を植え付けることによって海洋生態系を再生するための
プロジェクトに着手した。同プロジェクトの目的は、持続可能な基盤での漁獲水準の維持
と持続可能な利用のために周囲海域の生態系を支援することであり、漁業のためばかりで
はなく、その他の生態系サービスのためでもある。再生プロジェクトの成功は、地元の漁
業協同組合、研究者、地方自治体の密接な連携に基づいて結成された多様な機関からなる
協力ネットワークによって説明付けることが可能である。この種の統合は、海洋生物多様
性を保護し、海洋資源の持続可能な利用を支援することを目的とした生態系に基づく管理
を推進するための里海活動の最も効果的な特徴の1つと考えられる。

図1　瀬戸内海（日生の入江エリアの航空写真）
写真提供：備前東商工会
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このような環境により、海水は外洋に向かって
時間をかけて循環し（瀬戸内海の海水全体が循
環するのに1年以上かかる）、河川流域から流出
した微量栄養塩が海に注がれ、海洋生態系の一
次生産を育む。同時に、瀬戸の海峡の流れが、
水中の貧酸素化を防止し、堆積物を再懸濁して
水中に健全な乱流を形成する。このようにして
形成された生息環境は、高い生物多様性を可能
にし、500種を超える魚類及びネズミイルカやカ
ブトガニを含むその他の稀少海洋生物種を育成
しているのである。

しかしながら、文化的にも生物学的にも多様性
に富んでいたにもかかわらず、瀬戸内海の貴重
な生態系は、1950年から1980年代に至る高度
経済成長期における沿岸開発によって大幅にダ
メージを受けた。端的に言えば、瀬戸内海の天
然の海岸線の60%が、この30年間に失われ、こ
の期間に発生した地形変化と環境変化によって
貴重な沿岸域の生態系が台無しにされたのであ
る。干潟やアマモ場を含む自然の生息環境が破
壊されたのに伴って、多くの海洋生物種が近年
姿を消し、また生活排水による河川水汚濁と、
有毒な化学物質が産業プラントから海に排出さ
れたことで、結果として閉鎖性の強い海域の水
質は悪化した。産業化が進む中、その副作用と
して、瀬戸内海は、海洋生態系の人為的富栄養
化と化学汚染の深刻なケースとなったのであ
る。当然ながら、瀬戸内海全域の沿岸漁業は重
大な影響を受け、豊富な漁業資源や種類豊富な
漁獲にも深刻な被害が発生し、2000年以降、漁
獲量は1985年の半分まで減少した。

日生とその漁業の伝統

瀬戸内海東部に位置している日生は、地域の典
型的な景観を誇っている美しい漁師町である。
その周辺の閉鎖性海域には、30の小島が点在
し、多様な海洋生息環境が特徴である。また、
日生は、漁師町としての長い伝統を誇りとして
いる。日生町漁業協同組合に所属する100名以上
の正組合員は、カキの養殖、小型底びき網、あ
るいは備前（壺）網とよばれる小型定置網漁を
行っている。この定置網漁の方法（技術と網の
設計を含む）は地元で独自に開発されており、
ここから全国に広まった歴史を持つ（備前は市
の名称であり、行政管轄上、日生はこの市に含
まれる）。日生で漁業に従事している人々はす
べて日生町漁業協同組合に所属し、家業として
の漁業に携わっている（一部、カキの殻を剥く
作業を行うため、外国人労働者を季節的に雇用
している）。 

日生町漁業協同組合の特徴として、組合には個
人単位ではなく１家族１正組合員制で加入を行
っている。このような状況は、日本の他の地域
で常に行われている事ではない。日生漁協組合
長の説明によると、この仕組みは、古くから、
海域における漁業を制限するためのツールとし
て確立され、小型定置網漁との関連性で、地元
の水域の空間的使用を管理する際に機能する役
割を担っていた。沿岸の海域に展開される小型
定置網の位置は、漁業協同組合により漁業者全
体のバランスと合意をもって決定され、各漁業
世帯に分配している。このようにして、地元の
漁業協同組合が沿岸海域における定置網の数を
維持しており、外部からの人間が家業としての
漁業を継承するのを制限することにより、海洋
水産資源の過剰漁獲の防止に努めたのである。

その結果、伝統的に家業を継ぐ事のない子息た
ち（一般的に長男以外）は別の沿岸エリアに移っ
て新しい漁業を確立した。「備前網」が全国的
に普及した理由は、これら日生地域から移住し
て漁業を続けた人たちの功績によるものであ
る。このような移住者は、備前（壺）網による
定置網漁で習得した洗練された技術を導入する
ことによって漁業で成功することが可能であっ
た。当時、小型定置漁は日本だけでなく海外 
（韓国、中国）においても日生からの移住漁業
者によって使用されていることから、この漁法
の閉鎖性海域における効率性と応用性は高いも
のであったと言える。 

それにもかかわらず、市場の需要、漁獲量の減
少、魚の価格の変化により伝統的な定置網漁の
経済性が低下し、商業漁業としての生き残りが
難しくなり、日生における主要な商業漁業は近
年は安定性を維持するカキ養殖に移行した。し
かしながら、地域の漁業がこのように変化した
ものの、漁協組合員制度は現在でも初期の形態
を維持し、組合員は組合の連帯と間接的な資源
管理システムを維持している。組合長は、こ
のような密接な連携が海と共生する日生漁業
の伝統を維持するために不可欠であると確信
している。 

前述した、地域の海洋生態系の改善と伝統を維
持しようとする漁業コミュニティの活動が進む
中、1960年代より、瀬戸内海において、地域
の漁業資源を増大するための新しい政府プロ 
ジェクトが着手された。全国規模で実施さ
れたこの水産支援プロジェクトは、「獲る
漁 業 か ら つ く り 育 て る 漁 業 へ 」 と い う ス 
ローガンで知られており、商業価値の高い
漁業資源を増大する目的で沿岸の閉鎖性海
域に人工生産した稚魚を放流することも含
まれていた。それまでの地域的な環境変化
との関連において解釈した場合、このプロ 
ジェクトは、ある意味戦後の都市開発及び産
業開発が原因で地域に発生した環境変化が 
漁業資源に及ぼした被害に対処するためのプロ
ジェクトとも解釈できるであろう。

当時、日生の入江における沿岸開発は相対的に
小規模であったが、沿岸部における水質汚濁と
埋立の両方により、アマモ場と干潟を含む自然
沿岸生息環境が破壊され、沿岸環境が変化し
た。当時、地元の漁業者、特にエビ、ワタリ
ガニ、タイ等の沿岸に生息する魚を小型定置網
で捕獲していた漁業従事者は、漁業資源が枯渇
するのを目の当たりにしていたのである。養殖

業の体系の一部を参考に、これらの種の稚魚は
増やしてから放流されていたが、漁獲量は増加
せず、漁業資源を復活させることはできなかっ
た。ヒラメやワタリガニの稚魚の放流も同様に
失望をもたらす結果となった。 

日生町漁業協同組合は、稚魚を放流することに
よって漁業資源を増大させるための取り組みを
何度も繰り返した後、稚魚の放流尾数を増加さ
せるだけでは漁業資源を復活させるには十分で
はない事に気付いた。彼らは、実際の漁業活動
を通した日々の経験的知識から、漁業資源が喪
失したのは、戦後の経済成長期に実施された埋
立事業や海岸線の人工護岸化工事による沿岸生
態系の環境変化（高度の生物多様性を有する海
洋環境の破壊）、すなわち瀬戸内海の大部分の
沿岸生息環境が受けた被害によることが大き
く、これらの生息域の再生が資源の復活には
必要不可欠であるという結論に達した（Oura, 
2010）。特に、沿岸域に密接に関わってきた
定置網漁の従事者は、漁場である浅瀬からアマ
モ場が失われたことで、幼魚が他の補食種から
身を守るべき生息域を失くし、その生息域を再
生しないまま稚魚の放流と資源回復を試みるこ
とが効果的でないことを指摘した。実際、水質
汚染と沿岸開発により、アマモ場は日生で激減
し、瀬戸内海でも全体的に減少していた。日生
では、1940年代に590haあったアマモ場が1971
年には82haまで減少した （鳥井他, 2008）。

アマモ場を再生するための地元の取り組み 

定置網漁を行う場合、漁業者は、海岸から数百
メートル足らず離れた沿岸エリアの水深3～5m
の浅い海に仕掛けた定置網（備前／壺網）まで
何度も船で行き来し、網の状態と網に入った魚
を揚げに行くことが日課となる。漁業者は早朝
に網を揚げて、捕獲した魚を港に持ち帰った後
は、時には終日海岸で網の修理を行う。漁業者
は、小型漁船で網を回収しに行く時と海岸で網
を修理している時に、習慣として沿岸の海の状
態を緻密に観察し、海洋環境における些細な変
化にさえも注意を払っている。定置網漁の漁業
者は、このような緻密な観察から、沿岸の魚を
育成する環境、すなわち稚魚が捕食動物から隠
れられる環境としてアマモ場がどのように機能
していのるかを熟知していた。したがって、経
験豊富な定置網漁の漁業者が説明していたよう
に、人工生産した稚魚をアマモ場がほとんど存
在しない沿岸に放流することは、稚魚を捕食
動物の口の前に直接放流することと同じだと

図2　日生町地先におけるアマモ場の推移
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いう結論は彼らの経験的知識から導かれた考
察である。

こうした地元の知恵が地域で認められてか
らは、海域環境も考慮に入れ、これまでの
稚 魚 の 放 流 活 動 を よ り 戦 略 的 に 進 め る た
め、1985年に日生町漁協組合員らがアマモ
場を再生するためのプロジェクトを立ち上
げた。このプロジェクトにおいては、まず
地元の研究機関（岡山県水産試験場）がア
マモを養殖して植え付けるための技術を指導
し、漁業協同組合員が、彼らの漁業活動を通
して得た知識により、以前アマモ場が存在し
ていたエリアにアマモの種を播く作業を行っ 
た。アマモは光合成によって生育する。した 
がって、アマモが生育する水は、透明で水深が
浅くなければならない（水深3m以下）。仕掛
け網漁の漁業者は、漁船のスクリューがアマ
モに巻き付くのを防止するため、漁船で定置網
に接近する時にアマモ場を回避する事を習慣と
しており、そのためこのようなアマモの生息に
適したエリアの正確な位置を熟知していた（田
中, 1998）。 

その後、この地元の知恵は、地方自治体の水産
課職員が実施した研究によって科学的な裏付け
とともに、より一層綿密な保全計画に盛り込ま
れた。水産課職員は研究者と協力し、海水の水
質、底質、波の強さ等のアマモの生育を決定づ
ける生態学的条件について研究し、これらの研
究から、かつてアマモ場が存在していた海域の
一部では、環境変化が海水の水質に影響を及ぼ
し、これによって、人工的に植え付けられたア
マモの流れに対する回復力が低下していること
が明らかになった。地方自治体の水産課職員
は、繰り返し種播きしただけでは生育環境を回

復することができないことを理解し、海底地盤
を嵩上げし、また、消波施設を設置して波の力
を緩和することで、海底の状態と水質を人工的
に調節することに取り組んだ。このような地方
自治体の支援の結果と、漁業協同組合がアマモ
の再生に継続的に取り組んだことにより、1985
年にはわずか12haであった日生のアマモ場が
2009年にはほぼ100haまで増加した（藤井他, 
2006）。

結論と海洋空間利用についての将来計画

定量的にみると、日生のアマモ場の回復は依然
として進行中である。というのは、漁業協同組
合と地方自治体の約25年間にわたる取り組みに
もかかわらず、現在でも回復したアマモ場は
1940年に報告された当時のアマモ場面積のわず
か20%に過ぎないからである。しかしながら、
これまでの取り組みにおいて地元の知恵と科学
的知識の両方を応用することは、生息環境を実
質的に再生し、地方自治体セクター、学識者、
漁業協同組合の協力を統合するのに有用である
と地域の関係者は認識している。 

これらの異なるセクター間における情報の共有
と協力は、漁業資源の管理と自然環境の修復の
両方を目指した生態系を基盤とするアプローチ
によるスキームの下で実現されている。地方自
治体は、漁業協同組合との協力により、科学的
な知識と漁師の環境についての知恵の両方を融
合することにより、沿岸エリアをゾーニング
し、魚が成育するために適したエリアを指定
し、若干深い海域を成熟魚のための餌場にし
た。さらに、実践的な取り組みとして、生産
性を高め、これらのゾーン相互の生態学的関

係を強化するため、アマモ場等の昔からの生息
環境を再構築し、人工魚礁を設置した。また、
新たに繁茂したアマモを保護するため、消波施
設も設置した。これらの取り組みにおいては、
本来魚の生息環境を保護することが目的である
が、魚の成長段階に応じてゾーニングすること
によって、将来にわたって持続可能な資源の利
用を実現するために必要な海域の状態について
考慮されている。また、広範囲にわたるステー
クホルダーが一層効率的に海洋空間を使用でき
るようにするため、このスキームには、さらに
統合された海洋空間計画が組み込まれる予定で
ある。具体的な空間としては、学生がアクセス
できる教育エリアや海洋保護のための禁漁区が
挙げられる。この計画について特に注目すべき
ことは、地域の主要なステークホルダーである
日生町漁業協同組合が、海洋環境が提供可能な
種々のサービス、並びに地域経済を強化し、海
洋生態系の持続可能な利用を実現するための包
括的海洋空間計画の重要性について認識してい
ることであろう。したがって、海洋エリアの多
角的利用のための将来的な計画は、生態学的状
態の人工的な最適化により、海洋生態系の自然
の生産力を強化するために設計されているが、
これらの計画では、漁業協同組合とその他のス
テークホルダーの間の調和のとれた相互作用を
減ずることなく、生物多様性の保護と上記の生
態系サービスの持続可能な利用を最も重要な事
項として考慮している。
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図3　アマモの種を蒔くための準備の様子 図4　日生町地先におけるアマモ場分布図
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椹野川流域および山口湾の概要

山口県は本州の最西端に位置し、その南側は瀬
戸内海西部の周防灘に面している。椹野川は山
口市を流れ、山口湾に注ぐ（図1）。年降水量
は1,500～2,300mmである。平均気温は14.5
～15℃程度であったが、この20年間に1～1.5℃
の上昇傾向が見られる。 

椹野川の流域面積は322km2、流域人口は
163,000人である。河川延長は30.3km、最大
標高は688mであり、そのため流速は比較的速
い。地質的には、川の西側には比較的柔らかい
黒色片岩、東側には比較的硬い花崗岩が多い。
流域の大部分を占める旧山口市の土地利用は
64.5%が森林、13.1%が農地、22.4%が市街地で
あり、県庁近くの市中心部は中流域にある。ダ
ムは3箇所に建設されているが、その集水面積は
合わせて、流域の5%を占めるに過ぎない。椹野
川は流域もさほど大きくなく、上流から河口ま
でまだ多くの自然が残り、河口部も開放されて
いて、森・川・海のつながりを考えるのに適し
た川であるといえる。 

山口湾の面積は1,700haであり、河口に近い
中潟、湾の西部の新地潟、東部の南潟の3つの

350～400haである。潮位差は最大3.5m程度
ある。河口から7.3km上流に可動の潅漑用取水
堰がある。

ケーススタディ

9
山口湾における干潟自然再生の取り組みから学ぶこと

浮田正夫1、関根雅彦2、山野　元3

1 山口大学工学部、連絡先：〒755-0024 山口県宇部市野原2-2-86-12　E-mail: ukita51@pastel.ocn.ne.jp 
2 山口大学工学部、〒755-8611 山口県宇部市常盤台2-16-1　E-mail: ms@yamaguchi-u.ac.jp 
3 山口県環境生活部、〒753-8501 山口県山口市滝町1-1　E-mail: yamano.hajime@pref.yamaguchi.lg.jp

要旨

かつて豊かであった山口湾とその干潟の環境は、この50年の間に劣化し、その生態系に親しんで
いた地域の人達もその状態に対して今はあまり関心を示さない状況にある。ここで紹介するケー
ススタディは、この大きな流れを元に戻すには決して十分ではないが、干潟の生態系保全の
ための手づくりの取り組みを一例として示すことで、里海を取り戻すための挑戦や可能性に
ついて考えてみたい。 

山口湾では、アサリにより適した干潟の環境をつくるために、地域のボランティアが定期的
に人力で干潟の表土を耕して柔らかくし、より好気的な条件にしている。また、干潟の表面
を網で覆ってナルトビエイやクロダイの食害から守ったり、アマモの種採取や播種、移植作
業を手伝ったりしており、これらの活動はある程度成功しているというデータがある。干潟
の表土を手で耕す潮干狩りは、かつては地域の人々の里海における典型的な楽しみの一つで
あった。今日では、干潟の耕耘やアマモの播種は、人と海岸環境との相互作用として、単に
自然から収奪するのではなく、自然を育て、それがひいては生物多様性にも寄与するとい
う、里海における象徴的な取り組みであるといえる。 

生物多様性管理の観点から言えば、ここで紹介する実践は、沿岸域における制約的な保全策
を補足するものとして価値がある。このような地域規模の成功経験をより広い政策の枠組み
に効果的に反映させることが重要である。この実践を広い政策の枠組みに取り入れて行く上
で重要なのは、ボランティア労働に多くを頼らないモデルを確立することであり、これは
生態系に配慮した流域管理や環境保全型農林水産業の立て直し、生態系ネットワークへの
注力、そして長期的には文化的に適正な環境倫理の回復を効果的に総合するものである。

図1　椹野川と山口湾の位置

干潟が残存している。干潟面積は合わせて約
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淡水漁業の主要な生産物は、アユ10～20トン、
シジミ20トン、モクズガニ5トン、ウナギ100
～200kg、マスなどである。ほとんどの魚種は
何らかの方法で養殖が行われている。海域漁業
の主要な生産物はアナゴ、ウナギ、ハモ、ガザ
ミ、クロダイ、スズキ、コチ、カレイ、イカ、
ナマコ、エビ、キス、ハマグリなど多種にわた
る。漁師の方の話では、1960年代にはもっと
多様な魚が獲れたという。また地域の人の話
では、1965年頃までは、汐のひいた干潟で、
ノリ、アオノリ、アサリ、ニシ貝、タイラギ、
カキ、テナガダコなどを獲ることができ、カレ
イ、コチ、エビなどの小魚は手で獲ることがで
きた。当時はアサリはあまり価値のあるもので
はなかった。 

山口湾には2億年前から同じ姿をしている絶滅
危惧種のカブトガニ（Tachypleus tridentatus）
が現在も生息している。瀬戸内海の他の水域
では生息数が減ってきているようだが、漁師に
とっては厄介者である。カブトガニが建網に捕
まると、これを取り外すのが困難で、網から外
すには貴重種と分かっていても殺さざるを得な
い。2008年には15尾を捕まえたそうだ。 

湾内では貴重な絶滅危惧種であるクロツラヘ
ラサギ（Platalea minor）やヒシクイ（Anser 
fabalis）などを含む多くの種類の野鳥を見るこ
とができる。2003年から2005年に行われた調
査では、71種類の鳥が見つかっていて、観察さ
れた68,544個体の内訳は、カモ類74%、シギ類 
7%、サギ類5%、カモメ類5%、ウ類4%などと
なっている。これらの多くは東南アジア、豪州
からシベリアにかけての渡り鳥である。最近で
は、温暖化等の影響でカワウが山口県内で越冬
するようになり、アユなどに被害を与えるよう
になっている。

人間活動の変化と生態系への影響

流域人口は主に第三次産業の成長により、1960
年の117,000人から2000年の163,300人に増加
した。一方、第一次産業人口は1960年代前後
から減少した。これと並行して農地面積も都市
化とともに減少した。旧山口市の農地及び市街
地は1966年にそれぞれ14.7%と16.7%であった
が、2004年には12.2%と22.4%になっている。
この変化により、不浸透面積は増加した。流域
内の水田面積は1965年の70km2から2000年の
30 km2に減少しているものの、農業方式は効率
的な潅漑システム、農業機械、化学肥料・農薬

の使用などについて大きく近代化された。下水
道普及率は1985年には18%であったが、2001
年には67%、2005年には75%になっている。 

建設工事に関して言えば、新幹線は1975年に、
中国道は1983年に完工した。二つのダムが1984
年と1988年に完工したが、その集水面積は合わ
せて流域面積の5%以下である。砂防ダムの数は
67基で計画堆砂量は68万m3である。その他、防
災のための護岸工事等も行われてきた。山間部
の土砂採取や河口中潟付近で一時行われた砂採
取にもまた注意しなくてはならない。農業用の
堰は全部で75にもなり、堰の堆積土砂量は57
万m3と概算された。 

1947年から1969年にかけての340haもの農地
造成のための埋立は、干潟やアマモ場に直接
的な影響をもたらした（図2）。海岸防災のた
めに整備された鉛直護岸が、森林からの鉄等
の栄養塩を含む水の浸透を抑制したり、波の反
射による撹乱で生物の定着を妨げたりする影響
についても注意が必要である。温暖化の影響も
忘れてはならず、山口湾の水温はこの30年間で
1℃上昇した。 

これらの変化を反映して、山口湾の漁業生産
量は 1967 年には 2,825 トン、1970 年代前半
は 1,600 トン前後、最近は 200 トンにまで落
ち込んでいる。アサリは 1970 年には 1,500
トン獲れたが、1991 年以降は獲れなくなって
いる。アサリが獲れなくなった理由について
は、埋立による干潟の消滅のほか、（1）N、P、
Fe など、栄養塩の減少、（2）干潟の細泥化、

（3）温暖化によるナルトビエイの食害、（4）
周防灘におけるアサリ母貝の乱獲などさまざ
まなものが考えられる。（1）に関していえば、
椹野川下流の窒素、リン濃度は 1980 年から
2000 年にかけて、下水道の普及が進んだに
もかかわらず、むしろ増加気味である。一方、
周防灘西部海域の窒素、リン濃度は 1980 年
代前半から明らかに減少している。（2）に関
して言えば、水田の潅漑システムなど耕作方
法の変化が 10 μ以下の微細土粒子の流出に
寄与していること、洪水防除の徹底によって、
海への砂の供給が減少したことに留意する必
要がある。ともあれ、中潟と南潟の土の中央
粒径は 1988 年のそれぞれ 0.28mm、0.63mm
か ら 2003 年 の 0.11mm、0.27mm へ と 細 か
くなった。椹野川河口点における 1982 年と
2004 年の 8 月の、たまたま同じ日に行われ
た水質調査の結果は、Chl.a、Chl.a/SS の両方
とも明らかに小さくなったことを示している。

これは、20 年間でアサリの餌の量と質がとも
に貧しくなっていることを意味する。 

図3に上述の人間の営みと漁業生産量の関係に
ついてまとめ、50年間の変化を考察する。黒
丸の線は山口湾の漁業生産量であり、白丸の
線は山口県周防灘の漁業生産量を示している。
まず埋立面積の増加に、次にアマモ場の衰退
に注目する。アマモ場は1952年には720haあ
り、9,500 tC／年の生産量があったと推定されて
いるが、1978年にはわずか30haになり、1990
年にはほとんど壊滅状態になった。 

×の線は、九州を含む周防灘へ流入する窒素、
リン栄養塩をTODに換算した負荷量を示してい
る。この栄養塩負荷と漁業生産量を比較する
と、70年代と80年代のしばらくの間、近隣の
工業地帯からの窒素、リン負荷による富栄養化
が一次生産を高め、1970年代までは赤潮の被害
もあったものの、埋立による漁業生産への影響
を軽減していた。1985年以降、漁業生産量は現
在に至るまで大幅に減少してきた。  

一般的には、富栄養化が進むと漁業生産量は増
えるが、生物多様性は減少する。しかしながら
適度な生産がなければ、豊かで多様な生態系は
維持できない。尚、この図で、温暖化の影響と
してのナルトビエイによる被害は2002年以降の
最近からであることに留意したい。 

椹野川河口干潟域における環境回復のため
の取り組み

山口県は河川流域の環境管理を総合的に議論す
るための委員会を2002年度に設置した。その
成果として、椹野川流域をモデルとして豊か
な流域づくり構想を2003年3月にとりまとめ
た。具体的に進めるべきさまざまな重点対策の
うち、人間活動の影響が集約して現れる河口域
の干潟・藻場の自然再生に焦点を絞ることにし
た。2004年8月には山口県を事務局として椹野
川河口域干潟自然再生協議会が発足した。構成
員60人の内訳は、学識9、市民18、団体18、地
方自治体11、国出先機関4である。協議会の目

図2　山口湾の埋立経緯

図3　山口湾の水産業衰退に関連する主要因の50
年間の変化 

（埋立面積の増加・アマモ場面積の減少：hA、山
口湾の漁業生産量：トン／年、山口県周防灘の漁
業生産量：10トン／年、周防灘への窒素・リン負荷
TOD換算値：2トンTOD／日。1970～80年代のしば
らくの間、富栄養化がアマモ藻場の減少による影
響を緩和していたが、1985年あたりから漁業生産
量の減少が顕著になった。）
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的はいわば「里海を回復させること」である
と言える。 

山口県は2004年に干潟の底質改善の試験事業を
開始した。泥質干潟である中潟では機械を用い
て上下混合・かき殻粉砕・採石あるいは浚渫土
の客土を組み合わせた試験が行われた（図4）。
これらの結果、おそらく粒度と表面粗度の改善
により10月までのアサリの生存に一定の効果が
得られている。

一方、砂質干潟の南潟では、人手を用いて畦
をつくる耕耘作業を行っている（図5）。これ
まで6年間継続して毎年春秋の2回実施され、
毎回約150人が参加している。かつて、アサリ
が多くいたときは、潮干狩りは地域の人々に人
気があり、アサリを獲るために潮がひいた干潟
の土を掘り返すことが行われていた。この季節
的な活動は干潟の土をアサリに適したものにす
るという、里海の伝統的利用の典型的な一例で
あるといえる。すなわち、地域の慣習的な資源
利用が、生物資源にとっての環境をより良いも
のにし、里海の恵みを維持することに貢献して
きたということである。しかしながら、この半
世紀の間の深刻な環境悪化によってアサリは激
減し、潮干狩りによる干潟の土の耕耘のインセ
ンティブはほとんどなくなった。地域住民と沿
岸の生態系とのつながりも弱くなり、潮干狩り
の楽しみや干潟の自然と直接ふれあうことので
きる貴重な機会も次第に縁遠いものになった。
我々の里海再生の試みは、ボランティアの手作
業によるもので、規模としては十分なものとは
言えない。

最 近 で は 、 ナ ル ト ビ エ イ の 食 害 を 防 ぐ た
め、2007年から干潟土を漁網で被覆する試み
を始めている。これまでに、9mmメッシュの
漁網による被覆がアサリの生き残りに効果が
あり、耕耘はアサリの肥満度を少し高めること
が確認されている。この試みは、生物多様性の
回復というよりも、特定の生物種の回復をねら
ったものであるという点にも留意する必要があ
る。長い間、陸上においては、保全策として、
この種の積極的な対策（絶滅種の再導入など）
がとられてきたが、海での対策は、漁獲量制限
や一時的な禁漁に限られてきた。つまり人間の
活動を制限して、自然の復元力に期待するとい
う方法である。しかしこの方法は、深刻に悪化
した環境には残念ながら有効ではなく、あるい
は長時間を要する。

ここに報告した耕耘や食害抑制などの保全策
は、これまで得られているデータによると、一
定の効果を上げている。 

アマモ（Zostera marina）場の再生については、
山口県水産振興課が2002年から取り組みを開始
し、2004年からは住民参加が組み込まれた。
当初は移植も行われたが（図6）、範囲が限
られたり、人手が相対的に足りない等の理由
で、次第に播種が主体となり、種の採取、種
子培養・選別・保存、種播き、苗移植などが
行われている。住民は6月の種の採取や11月の 
種播きの準備作業、すなわち種子の計数、水ガ
ラス・川砂・腐植土混合（コロイダルシリカ
法）、土団子・小石ガーゼ分包と船上からの投
げ込み（アマモパック法）などを手伝う。その

結果、2008年には142haまで回復し、明確な効
果が見られた。 

このように我々の6年間の取り組みは、図7に一
例を示すように、それなりに成果を上げてきて
いるものの、50年の間に多くの要因が複合した
構造的な変化を、短期間のボランティアベース
で回復することには大きな限界も感じている。 

研究ワークショップ '09を通して学んだ重要な
点 

2009年に実施した山口湾の生物資源回復に関す
る研究会の10回のワークショップを通して、い
くつかの重要な点が再認識できた。まず、河川
流域における二次元の生態系ネットワークの重
要性である（図8）。河川流域から河口感潮部
までの河川軸方向の連続性については、現実の
状況はともかくとして、すでによく認識されて
いるところである。しかし、川と水田、水路、
池沼、遊水池、湿地等の間の生物の連続性の重
要性についての認識はまだ不十分である。特に
日本では農業水路、水田が魚の産卵や稚魚の育
成場として重要な役割を果たしてきたが、農業
の近代化や護岸の強化によってその機能は失わ
れた。魚は洪水時でも、湿地や水田に移動する
ことができず、避難場所もない。市街地におい
ても、かつては自然の水路に多くの生物が存在
したが、今はコンクリートの単なる雨水排水路
となっている。市街地の生態系は非常に貧弱に
なっている。除草剤等の影響も使用場所付近の
生態系に影響し、それがひいては干潟の生物に
も影響を与える可能性がある。近年、農業生産
効率や、防災の安全性、経済効率の追求などに

傾斜しすぎたために、流域内における森・里・
川・海をつなぐ生態系が貧弱になり、その連続
性がこの50年間に失われてきたことが、干潟感
潮域の生態系を貧弱にしている可能性が大きい
と考えられる。生態系連鎖を通じての栄養（た
とえば鉄）の流れの重要性をもっと明らかにす
べきである。 

もう一つの重要な点は、アサリの幼生供給や、
アマモの種子供給のネットワークの重要性であ
る。幼生の浮遊期間は2週間であり、その間に山
口湾の幼生は、秋は小野田沖、春は対岸の豊後
半島まで流される。小野田沖の幼生は、秋は関
門方面、春は豊前、豊後の海岸に流される。全
体的にアサリ資源が減少したため、海域でのア
サリの幼生供給のネットワークが弱体化し、部
分的に資源回復に努めても、その効果が現れに
くい。アマモについても空間規模はさほどでは
ないが、状況は同じである。 

結論 

この報告では、椹野川河口域と周辺の沿岸域に
おける里海の伝統を回復するための取り組みに
ついて紹介した。50年以上にわたる環境劣化の
影響を回復するには、地域住民のボランティア
による善意の取り組みだけでは不十分であるこ
とを痛感するが、理想的な保全対策の枠組みを
待つのではなく、関心のある人達が干潟の生物
多様性回復のために積極的に行動することの重
要性は報告に値するものであると考えている。
山口湾のケーススタディでは、住民が人力で干
潟を耕すことで自然に働きかけている。 

図4　中潟における干潟土改良試験

図7　南潟における畦耕耘と被覆網のアサリの生
息に対する効果

図5　南潟における耕耘作業（海岸線に平行と直
角方向に畦をつくる。土質をよりやわらかく、好気
的にし、アサリの幼生の定着が高まることを期待
している。年2回実施。）

図6　南潟におけるポット法によるアマモの移植
作業
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生物多様性管理の観点からは、この地域住民に
よる先導的な成功例をより大きい政策レベルの
動きにもっていくことが、今後の鍵となる挑戦
であるといえる。さらに、干潟とその集水域に
おける生態系の変化と流域の農業形態の変化等
との検証から、環境保全型の農林水産業の回復
なくしては、山口湾の健全で生産的な生態系を
取り戻すことは難しいと考えられる。この報告
の焦点から少しずれるかもしれないが、里山・
里海の復活には、食料や木材の自給率の向上を
図ること、世界的に行き過ぎた経済効率追求の
社会の価値観を見直すことが重要であり、生物
多様性に関する社会の新しい価値観と環境倫理
が求められていると考える。
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Box 5: 由良川と丹後海における陸域と沿岸海域の生態学的連環

山下　洋 
京都大学フィールド科学教育研究センター舞鶴水産実験所

里海の中心的概念の1つとして、陸上生態系と沿岸海洋生態系との連環がある。人間は、陸域における社会活動により
これらの連環機構を通して、沿岸海域の生態系と生物多様性に大きな影響を及ぼしてきた（山下, 2007）。沿岸海域の
生物生産と生物多様性を管理する場合、陸域・海域の相互作用に関する適切な知識が不可欠である。京都大学フィール
ド科学教育研究センター（FSERC）は、由良川流域・丹後海（京都府）において、河川によって結び付けられた陸域・
海域生態系の連環の特性について、栄養塩、有機物、水生生物などを対象にフィールド調査を行っており、研究成果の
一端とそれらを背景とした教育について紹介したい。

京都府では、沿岸漁業による漁獲量が1988年のピーク（106,000t）以降減少を続
けており、現在ではピーク時の約12%に過ぎない状況である（2005年度の漁獲量
12,400t; 図1参照）。このような減少の要因として、気候（環境）変動、乱獲、沿
岸環境の人為的悪化、河川などを通した陸域と沿岸海域の連環機構の悪化の4項目
が想定される。特に沿岸海域では、一番最後に挙げた要因が、生物資源の減少に
重大な役割を果たしているものと考えられている。さらに、クラゲの大量発生等
の異常現象は人間活動と密接に関連しているものと考えられている。 

FSERC 芦生研究林は由良川の源流域に、舞鶴水産実験所は由良川河口近くに位置
しており、これら施設の海洋生態学及び陸上生態学の研究者らが協力し、由良川
流域と丹後海沿岸海域との生態学的連環について研究している（図2）。研究で
は、水生生物生産性と水生生物多様性の減少は森林などを含む陸域と沿岸海域の
生態学的連環の分断に起因するという仮説の検証が基本的に行われている。主な
分断の要因としては、 （1）流入堆積物の組成変化（荒廃人工林、ダム、水田、
放棄農地などから沿岸海域へ細粒堆積物が大量に流入すること）、（2）有機物
の流入と消費、（3）水量コントロール、（4）栄養塩フラックス（陸域に由来
するC、N、P、Si、Fe等の栄養塩の量とバランスの変化）、（5）水生動物の移
動阻害（コンクリート護岸や瀬淵構造の消失など河川構造の改変、ダムや堰の建
設により水生動物の個体発生にともなう回遊が阻害されていること）が考えられ
る（山下, 2011）。

調査では、懸濁態及び溶存態栄養物質（溶存態鉄や腐植物質を含む）の河川への
流入、河川及び沿岸海域での基礎生産、河川・沿岸海域への物質の流入、プラン
クトン及び底生生物による陸域起源有機物の利用といった項目について検討し
た。図3に、河口から約20～120kmの由良川本流（海水による影響を受けないエ
リア）で採取した水中懸濁態有機物（POC）の起源解析の結果を示す。清流域では
底生付着藻類が有機物の大半を占めるが、都市部では生活排水由来有機物の負荷
の増大が明瞭である。一方、中流域の大野ダムでは、植物プランクトンの増殖が
注目される。さらに、森林で生産される有機物（木の葉など）が検出されなかっ
たことから、森林起源有機物は増水時に下流へ輸送される可能性が示唆された。 

初夏から晩秋にかけて河川流量の減少と海面高度の上昇により、由良川では海水
が底層から河川に流入して河口から上流に約20kmまでの長い汽水域が形成され
る。この河口汽水域では、表層の淡水と底層の海水の間の境界層において、高い
基礎生産が確認された。これは、この塩分躍層において、海洋由来の植物プラン
クトンが河川水に輸送された陸域起源の豊富な栄養塩を利用し増殖していること
を示している（図4）。

河川の下流域から沿岸域における底生動物による有機物の利用について、有機物
の起源を分析したところ、河川下流域では、主に陸域起源有機物を利用している
が、海側の浅海域から沖合域にかけては、植物プランクトンや底生微細藻類など
の海由来の有機物を摂取していることがわかった（図5）。陸上植物に由来する有

機物には、セルロースやリグニンをはじめとする大量の難分解性物質が含まれて
いる。一般に、セルロースのグリコシド結合をオリゴ糖に分解することができる
消化酵素をもたない沿岸底生動物にとって、これらの難分解性物質を消化吸収す
ることは難しい（Antonio et al., 2010a）。他の研究では、沿岸堆積物中に生息す
る小型底生生物や細菌等が陸域起源有機物を消費する可能性が示唆されている。 

洪水を防止するための河川の直線化やコンクリート護岸の結果、蛇行し瀬と淵に
より構成される自然河川の特徴が失われてしまった。これらの瀬と淵及び自然の
岸辺は生物の重要な生息場所であり、そこで淡水性底生大型動物群集は淵に堆積し
ゆっくりと輸送される陸域起源有機物を消費している。ところが、このような河川
構造の人為的な改変後は、陸域起源有機物は底生動物群集によって消費される間
もなく海へ輸送されることが考えられる。海では底生動物群集による消費はごく限
られ、細菌による分解のために浅海域が貧酸素化しやすくなることが考えられる。 

従来、教育もまた森林、河川、沿岸などに縦割りにされた学問分野に従って、個別
の狭い生態系単位で行われてきた。しかし、深刻さを増す地球環境問題を解決する
ためには、森里海連環学に代表される生態系間の連環と相互作用について広い視
野で展望できる人材育成が不可欠である。FSERCは、森林、河川、沿岸域の生態系
研究を統合した新しい部局として、大学院生にもこのような分野横断的な視点か
らの複合生態系に関する教育・研究の機会を提供している。我々は、由良川と丹
後海を中心とした「森里海連環学」についてのフィールド実習教育プログラムを
策定した。本プログラムにより、学生は、フィールド調査と標本採取を通して、
森林構造や里域の人による利用が河川の水質や水生生物の群集構造に及ぼす影響
を、源流域から河口沿岸域までの広いフィールドにおいて統合的に学ぶことがで
きる（図6）。このようなフィールドをベースとする教育プログラムの実施を通し
て、今後教育と研究の両方について新たな観点が生まれることを期待している。

FSERCは、2011年から、由良川上流域の荒廃人工林を対象に大規模な間伐実験を
実施している。学生や大学院生も参加したこの実験により、森林、河川、沿岸域
の生態系の保護には、森林の管理が有効であることを示す多くのデータが得られ
るものと考えている（図7）。このような大規模実験研究により、日本の急速に変
化する社会経済環境において、森林を効果的に管理するための基盤の構築が期待
される。また本研究は、沿岸海域における生物多様性の保全研究につながる重要
な取り組みの1つとして認識されている。
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図 4　河口から約20 kmまでの由良川
汽水域における基礎生産の構造（Kasai 
et al., 2010）。

図5　底生動物群集の食物源の組成
（%）。浅海域（深度：5～10 m）; 
やや沖合域（深度： 30～60 m）; 沖合
域（深度：100～150 m）（Antonio 
et al., 2010b）。

図6　森里海連環学実習教育プログラ
ムで活動する学生

図7　人工林間伐実験が及ぼす影響の
予想（非間伐森林との比較）。矢印は
長期的に予想される影響を示している
（例：上部間伐により、まず栄養塩の
河川流入がやや増加し、その後元に戻
ることが予想される）。

図1　京都府における漁獲量の年次
変化

図2　由良川流域（1880 km2）の衛星写
真。由良川（全長約146 km）は京都大学
芦生研究林を源流とし若狭湾西部の丹
後海に注ぐ。

図3　2006年、海水の影響を受けない
河口から約20～120kmの由良川本流で
採取した懸濁態有機物（POC）の起源解
析の結果（Suzuki et al., unpubl.）。
ステーション4は大野ダムを示す。
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背景

この研究で対象となる生態系は、サンゴ礁生態
系であり、主な事例地区は沖縄県八重山地域の
白保及び石西礁湖である（図1）。沖縄の里海
を考える際には、コモンズとローカルルール
が重要となる（中島, 2008）。コモンズとは、
地域の人々が共有して利用する資源のことで、

ローカルルールとは、ここでは資源の利用に関
して地域の人々が自主的に決める規則のことで
ある。沖縄には「イノー」と呼ばれる里海的な
海がある。これは、波が砕ける沖側のサンゴ礁
と岸の間にある浅い穏やかな海のことである。
古くより沖縄では、専業の漁業者が沖合で魚を
獲り、村落の人々はサンゴ礁内のイノーをコモ
ンズとして利用し、その水産資源に依存しなが

ら半農半漁の生活を送っていた（玉野
井, 1995）。このようなコモンズ的
利用は、現在でも、特に離島部で実
践されている。一方、定着性資源は
共同漁業権の対象となっていること
が多いため、原則として漁業協同組
合員に採捕の権利がある。このため
イノーでは、伝統的慣習と漁業権制
度の関係が非常に複雑化している。
このように、イノーでは、生産性や
生物多様性を高めるための技術的な
課題だけでなく、制度的な課題も大
きい。イノーと密接に関わる地域の
人々がローカルルールを作り守って
いく必要がある。

ケーススタディ
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沖縄：サンゴ礁生態系の里海による効果的な保全活動
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要旨

沖縄のサンゴ礁生態系は、本報告書で紹介するケーススタディの中では最も南に位置する海域
の事例である。世界の他の地域においてサンゴ礁域を生活の糧としている人々と同様に、白保及
び石西礁湖の人々も数百年にわたって里海文化を育んできた。里海文化はサンゴ礁生態系と密
接に結びつき、その資源は、広範囲にわたり、かつ持続可能な方法で利用されてきた。ところが、
このような伝統的な均衡関係を基盤に発達してきた生物多様性は、人為的影響によって脅威に
さらされており、同様の問題は世界中のサンゴ礁で見られる。本章では、こうした脅威に対して実
施されているさまざまな活動について報告する。 

沖縄では、漁業者間の合意に基づく海洋保護区の設定などが実施されてきた。ところが、環境と
人間の関わりが薄くなると、このような「受動的」対策だけでは不十分であることが判明した。こ
のため、環境保全を目的とした、人手をかける作業を含む「積極的」対策が取られ、これによって

「受動的」対策を補強するようになった。具体的な「積極的」対策の例には、サンゴ礁にとって有害
なオニヒトデの数を制限すること、伝統的な定置漁具（石干見）を使用して生物生産性・多様性を
高めること、モズク養殖などが含まれる。これらの活動の効果に関するこれまでのデータを見る限
り、生物多様性に対する有効性は期待できるものである。 

資源管理の目的に照らして見ると、伝統的な里海は地域コミュニティが保全活動に取り組むのに適
した環境であった。生態系の中で、人間は環境と相互に作用しており、規制に限定したアプローチ
では生物生産性・多様性を十分に保全することはできない。生態系を管理する際に、積極的な保全
作業を実行することには意味があるはずである。本章の事例は、沿岸環境を再生し強化するために
人手をかけて実施される活動が、生物多様性の保全と持続可能性に関して有効であるという観点
に基づいている。このような考え方は、里海の仮説の中でも中心的なものである。 

図1　本事例で考察したエリアを示した写真と図：石西礁湖、
白保、八重山の海洋保護区（航空写真は環境省那覇自然環境
事務所提供）
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生態系への人の関与とかく乱 

サンゴ礁を荒廃させる原因は「かく乱要因」と
言われる。かく乱要因にはさまざまなものがあ
り、人為的影響の強いものとして、赤土・過剰
栄養・化学物質の流入、埋立、浚渫、サンゴの
違法採取、漁業・養殖、過剰な観光利用等が挙
げられる。一方、自然的影響の強いものに、台
風、大規模白化、オニヒトデ・貝類の食害、病
気等がある（鹿熊, 2009）。ただし、大規模白化
や台風の大型化には気候変動が関連しており、
オニヒトデの大発生や病気の蔓延も人間活動と
関係している可能性があるため、これらも人為
的影響とみなすこともできる。かく乱要因のう
ち、赤土汚染と過剰栄養塩の問題について以下
にまとめる。

沖縄島、石垣島、西表島等に分布する赤色の土
壌が開発等により海域に流出する「赤土汚染」
は、沖縄における重大な環境問題である（大見
謝, 1987）。赤土に有毒成分があるわけではな
いが、大量の赤土が沿岸海域に流入してサンゴ
が埋もれてしまうこともある。少量の赤土で
も、これを取り除くためにサンゴは粘液を分泌
して大きなストレスを受ける。海水が赤土で濁
ると、共生している褐虫藻（Zooxanthella）の光
合成に悪影響を及ぼすことになる。さらに、赤
土が堆積した海底にはサンゴの幼生が着底する
ことはできない。赤土汚染はサンゴに被害を与
えるだけでなく、漁業や養殖にも直接的な影響
を及ぼしている。 

赤土汚染対策の原則は「発生源での対策」であ
る。沖縄県は1995年に「沖縄県赤土等流出防
止条例」を制定した。この条例により、開発に
伴う赤土汚染は減少したとされているが、依然
として農地等からの流出は続いている。このた
め、今後は営農対策を強化する必要がある。 

栄養 塩濃 度が 高 い海 域では、ミドリイシ 類
（Acropora）サンゴの生育が乏しいことが報告さ
れている（大見謝他, 2003）。サンゴ礁は貧栄養
環境に適応してきた生態系であり、陸域からの
過剰な栄養負荷は重大な問題となっている。栄
養塩の流入がサンゴ礁に及ぼす直接的な影響に
ついては十分に解明されていないが、過剰な栄
養塩は植物プランクトンの増加を促進し、海水
を濁らせるとともに、海藻を増殖させる効果も
ある。海藻とサンゴは競合関係にあるため、過
剰な海藻はサンゴ礁を荒廃させることにつなが
るのである。

沖縄では、畜産業の成長に伴い、牧場や豚舎
などからの栄養塩負荷も増大している。2004
年には「家畜排せつ物法」が改正され、家畜
の排せつ物の野積みが禁止された。畜産農家
は、排せつ物が地下に浸透しないようにコンク 
リートなどを敷設し、上は屋根かシートで被
うことが義務付けられている。違反した場合
は、50万円以下の罰金が定められている。法改
正によって対策は強化されたものの、排せつ物
の処理が十分でない場所もみられる。また、市
街地からの生活排水による栄養塩負荷の対策も
課題となっている。

八重山地域のサンゴ礁も荒廃が進んでいる。
世界的に大規模白化現象が発生した1998年に
は、この海域でもサンゴの白化現象が起きて
いるが、2007年には、これを上回る規模の白
化が起こり、サンゴの約半分が死滅したと報告
されている。また、陸域からの赤土や過剰な栄
養塩の流入、巨大な台風による破壊も深刻な影
響を及ぼしている。最近では、オニヒトデによ
る食害が最大の脅威となっている。 

フエフキダイ類（Lethrinidae）、ハタ類（Serranidae）、
ブダイ類（Scaridae）、タカサゴ類（Caesionidae）、
アイゴ類（Siganidae）など、サンゴ礁に生息する
魚類の漁獲量は、過去15年間で半減した。加
えて、単位努力量当たり漁獲量（CPUE）も下
がっており、資源も減少している（図2; 太田
他, 2007）。漁獲量や資源の減少の主な原因は
乱獲であると考えられるが、サンゴ礁の荒廃も
関与しているものと思われる。このため、海洋
保護区（MPA）等による水産資源の管理が急務
となっている。

このように、サンゴ礁生態系の保全と水産資源
の管理は、沖縄の里海における中心的な課題で
ある。陸域からの負荷抑制や漁獲規制のような
受動的な対策は保全活動の戦略的骨格である
が、これらの対策を拡大するための合意が成立
したとしても、それだけで十分とは言えない。
以下で述べるように、サンゴ礁の再生やオニヒ
トデの駆除など、積極的に人の手を加えた生物
多様性の保全・再生を図る必要もある。 

活動と成果

白保サンゴ礁

石垣島の白保は、12kmに及ぶサンゴ礁に面し
た集落である。ここでは人々がイノーやその周

辺の豊富な海産資源をさまざまな形で利用して
おり、祭事や神事においても海と密接な関わり
をもつサンゴ礁文化圏の生活がある。半農半漁
の自給自足に近い暮らしは環境に及ぼす影響が
少なく、自然環境には十分な再生力があった。
したがって、この地域において人間による資源
利用が生物多様性を著しく損なうことはなかっ
た。琉球王府時代（15～19世紀）から海は村の
共有財産であり、沿岸海域を里海と呼べるほど
に、地域と海との関係は密接で持続可能なもの
であった。 

しかし、戦後の近代化や沖縄の日本返還（1972
年）に伴い、人々と海との関係は希薄になっ
た。開発現場や農地から流出する赤土の増加
や生活排水の海への流入により、環境負荷が増
大している。WWFサンゴ礁保護研究センター
「しらほサンゴ村」の開設以来10年間にわた
って実施した環境モニタリング調査では、白保
サンゴ礁の調査定点において、サンゴが著しく 
減少していることが明らかになった（WWFJ, 
2010）。このようなサンゴの減少は、かつて
「魚湧く海」と呼ばれた白保イノーの生物多様
性にも影響している。

こうしたなかで、2006年には、白保自治公民
館総会において、村づくりの7つの基本方針を
定めた「白保村ゆらてぃく憲章」が制定され
た。「ゆらてぃく」とは「ともに集う」という
意味である。基本方針の一つとして、憲章では
「世界一のサンゴ礁環境を守り、自然に根ざし
た暮らしを営みます」と提唱されている。この
ように、村を挙げて海の生物多様性の保全に取
り組み、村に隣接する海の資源を持続可能な方

法で管理する活動を実施することとなった。こ
の憲章が制定された背景には、口承による村の
規範の維持や文化の伝承が困難になってきたこ
とがある。憲章では、伝統文化の継承とともに
新たなローカルルールについての基本的な考え
方も示されている。このように、白保では地域
コミュニティが地域自治の中に里海の維持・管
理を位置づけ、「文化継承」や「学習体験」の
場として活用している。

白保で地域コミュニティによるサンゴ礁保全と
資源再生の中心を担っているのが、2005年に設
立された白保魚湧く海保全協議会である。白保
のサンゴ礁はコモンズとして位置付けられ、漁
業者や観光事業者に加え、農業者や畜産農家を
含めたさまざまな村の住民が活動に参加・協力
し、サンゴ礁の保全と持続可能な利用を通して
地域の活性化に取り組んでいる。2006年には、
同協議会が「サンゴ礁観光事業者の自主ルール」
と「白保へお越しの皆様へ（観光マナー集）」
を作成し、伝統的な定置漁具である「石干見」
を復元した（図3; 上村, 2007）。また、2007年
には、農地からの赤土流出を防止する対策として、
畑の周囲に月桃（生姜の一種; Alpinia speciosa）
を植える活動を開始した。 

さらに2009年には、資源増殖に着手し、人工種
苗生産による7,000個のヒメジャコ （Tridacna 
crocea）の稚貝を放流した。1年後に実施した
調査の結果、平均生残率は43%で、最初の試み
としては成功を収めたことが評価された。ヒ
メジャコ放流の目的は漁獲ではなく、約4年間
にわたって稚貝を保護・育成して産卵させるこ
とで、周囲の海域の資源を増やすことにある。
この取り組みは、人手をかけて生産性が向上し
た一例と言える。

石干見の使用は、「人手をかけることで生産性
や生物多様性が高くなる」ことを示すもう一
つの事例である。石干見は、干潟や浅いサン
ゴ礁海域に石を積んで垣を造り、潮汐を利用
して魚を獲るという古くからの漁法である（田
和 , 2006）。より効率的な網漁法が石干見に
取って代わり、石干見はほとんど利用されな
くなっていたが、最近は環境教育における重
要性や観光利用の可能性により再び注目され、
石干見を復活する動きが出てきた。石干見は
単に漁具として機能するだけでなく、積み上
げられた石の隙間が多様な棲み場を作り出し、
石に海藻が繁茂することで藻食性生物が集積
し魚類が根付くため、生物多様性も高くなる。
WWF ジャパンが実施した調査では、石干見周

（
ｋ
ｇ

日
・
人
）

沿
岸
魚
漁
獲
量
（

ｔ）

漁獲量

図2　沿岸における漁獲量と単位努力当たり漁獲
量の経時的推移（after Ota et al., 2007）は、1989
年以降、急激な減少を示している。
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辺部での貝類や魚類の生息数の増加が確認さ
れている（図 4; 図 5; WWFJ, 2009）。

石西礁湖

自然再生協議会
2006年に八重山地区の地元住民、研究者、海
洋関連事業者、地方公共団体、国の機関等で構
成される石西礁湖自然再生協議会が結成され、
サンゴ礁の保全と再生の方法について検討して
いる。協議会の主事務局は環境省が担当してい
る。協議会の活動は、サンゴの保全・再生をめ
ざすものが主体となっている。しかし、石西礁
湖のあるべき未来の姿を「カンムリブダイが群
れ泳ぎ、ヒメジャコが湧き、サンゴのお花畑が
咲き誇っている」としているように、サンゴの

再生のみならず、サンゴ礁海域に生息する水産
資源の再生も重要な目標になっている。

環境省は、自然再生法に基づく実施計画を提出
し、これに沿って自然再生事業を実施してい
る。主要事業の一つにサンゴ礁再生プロジェク
トがあり、サンゴの幼生を特殊なセラミック製
の着床具に着底させた後、慎重に選択された重
点海域に移植している（環境省那覇自然環境事
務所, 2007）。

オニヒトデの食害
1970年代から1980年代にかけて沖縄全体でオニ
ヒトデが大発生し、駆除事業が実施されたが、
結果的にサンゴを守ることはできなかった。サ
ンゴの保護に失敗したことから、現在では、オ
ニヒトデを大量に殺すことから貴重なサンゴを
守ることに目的を切り替え、海域ごとに最重要
保全区域を設定し、その区域で徹底的にオニヒ
トデを駆除する取り組みが実施されている（沖
縄県自然保護課, 2004）。 

1980年代には、八重山海域のサンゴもオニヒト
デの食害によって壊滅的な被害を受けた。その
後、サンゴは回復したが、2008年頃からオニヒ
トデが再び大発生している。漁業者やダイビン
グ協会を中心にオニヒトデの駆除が行われてお
り、2008年には2007年の20倍となる65,000
個体、2009年には96,000個体のオニヒトデを
駆除した（図6）。八重山における駆除の基本
方針も、重点海域において駆除活動を集中的に
実施することである。しかしながら、八重山の
海域は広いため、駆除は容易ではない。また、
漁業者とダイビング事業者の関心の相違によっ
て駆除の対象としたい海域が異なることも複雑

な問題となっている。例えば、漁業者は禁漁区
に設定している産卵場で駆除を実施したいと考
えているが、ダイビング事業者は、八重山の広
範な海域に点在する自分達がよく使うポイント
を保護したいと考えている。現在、環境省、水
産庁、沖縄県等が駆除プロジェクトを実施して
いる。2009年には、これらを連携させるために
八重山オニヒトデ対策協議会が結成された。協
議会は、国、県、市町、八重山漁協、ダイビン
グ協会等の代表者で構成されている。この協議
会で重点海域を選択し、漁業者とダイビング事
業者が協力してオニヒトデの集中的・継続的な
駆除作業を実施している。

海洋保護区（MPA）による水産資源管理
八重山の漁業者は、減少した水産資源を回復さ
せるため、1998年から2002年までの期間に海
洋保護区（禁漁区）による資源管理を実施し
た。海洋保護区設置の対象は、漁業者にとっ
て最も重要な水産資源の一つであるイソフエ
フキ（Lethrinus atkinsoni）であった。この管理
策の中断後には、イソフエフキだけでなくサ
ンゴ礁に生息する魚類全体の漁獲量が激減し
たため、2008年には、禁漁区と漁獲する魚の
体長制限を柱とする新たな資源管理プロジェク
トが導入された。 

管理対象の魚種は、イソフエフキのほか、最
も重要なハタ類（Serranidae）を含めて大幅に
増え、禁漁期間は4月から6月の主産卵期とし
た。禁漁区の数は、過去に実施した主産卵場4海
域から5海域となり（図1）、指定された海域の
総面積は、前回の約5倍になった。前回のクチナ
ギを対象にした資源管理では、資源の十分な回

復には至らなかった。その理由の一つとして、
禁漁区の面積が小さすぎた可能性が考えられる
ため、対象海域を広げることは重要である。

この資源管理は、漁業者だけでなく、遊漁者や
ダイビング事業者も加わって共に資源管理に取
り組むことに特徴がある。ポスターやマスコミ
を通して遊漁者へ資源管理の周知を図るととも
に、ダイビング協会とは話し合いを通じて禁漁
区に入らないように協力を求めている。禁漁区
の規則に効力をもたせるためには、境界ブイの
管理や監視が重要である。現在、漁業協同組合
の青年部が中心となり監視活動を実施してい
る。漁業協同組合の規則では、「違反者は、
その日の水揚げの5倍の罰金を払う」と定めら
れている。

このように、沖縄では漁業者の自主規制による
海洋保護区が、水産資源の保護の手段として機
能している。また、周年ではなく、産卵期や若
齢魚が集まる時期など一定期間に限って海洋
保護区を定めていることにも特徴がある（鹿
熊, 2007）。

その他の地区（恩納）

沖縄本島の恩納村では、漁業者は生計の大部分
をモズク、ウミブドウ等の海藻養殖に依存して
いる（恩納村漁業協同組合, 2008）。サンゴ礁の
砂質底海域に網を張って行うモズク養殖では、
海藻の内部にエビ等の小さな生物が棲み込むとと
もに、モズクを食べるためにアイゴ等の魚が集
まるため、その海域の生物多様性は高くなる。
また、干潟域の一部を土嚢や石などで囲って水
位を維持し、モズクの苗を育てている。そこに
は海草藻場が形成され、周囲の干潟と比べて明
らかに生物多様性は高くなっている（図7）。さ
らに、砂質海域に鉄筋を立て、その上でサンゴ
の養殖が行われている。サンゴが成長すれば小
魚が集まり、生物多様性は周囲より高くなる。
サンゴの成長部分の一部を折って移植に使用し
ているが、養殖しているサンゴが産卵し、周辺
海域へ幼生を供給する機能も期待されている。 

今後の課題

白保では，2010年10月末に世界石干見サミッ
トが開催された。石干見は、日本以外にも、台
湾、韓国、フィリピン、フランス、スペイン、
ミクロネシア等で使われている。このサミット

図3　白保における伝統的な定置漁具（石干見）
の写真。石干見は多数の魚類に生息場を提供し、
生物多様性に貢献する。

図4　石干見を設置した後に近辺に生息する魚
種の数の5年間の追跡調査結果。石干見は魚類
の生物多様性を向上させることが示されている

（WWFJ, 2009）。

図5　石干見を設置した後に近辺に生息する無
脊椎動物の種の数の5年間の追跡調査結果。石干
見は軟体動物の生物多様性を向上させることが
示されている（WWFJ, 2009）。

図6　八重山のサンゴ礁への重大な脅威である
オニヒトデの駆除活動に参加するダイバー
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では、世界各国の石干見関係者が集まり、参加
者が経験を共有し、里海や生態系と石干見の関
係について議論した。 

石西礁湖自然再生事業では、今後、赤土汚染
や過剰栄養塩等の陸域対策を主体的に進める
とともに、漁業者と連携して自然再生の一環
である水産資源管理にも取り組んでいくこと
が課題となる。 

八重山におけるオニヒトデの大発生は今後も数
年にわたって継続することが予想される。した
がって、オニヒトデの数を抑制する取り組みを
支えるためには、駆除予算を確保するととも
に、募金活動やボランティアによる駆除活動の
継続が必要である。 

サンゴ礁生態系の保全が重要であることは言う
までもない。世界各地の多くの沿岸地域にとっ
ては死活問題ですらあり、海洋生物多様性の保
存における重大な課題となっている。しかしな
がら、保全の方法についてはさまざまな議論が
ある。原生の自然環境を重視し、人手を一切か
けずに生物多様性の保護をめざすべきだという
考えもある （Bellwood et al., 2004; Pandolfi et 
al., 2003）。しかし、このような方法は、多くの
場合、地域から重要な生態系サービスを奪い、
さらには住民の生計にも打撃を与える可能性が
あるため、現実的な方策とは言えない。したが
って、生態系への人間の関与がしばらく大きい
地域においては、生物多様性保全に携わる環境
活動家や管理者に役立つ知見を蓄積していくと
ともに、保全と利用のバランスを保つことが不
可欠である。今回報告した里海の保全活動は依

然進行中であるが、これらは人為的影響を大き
く受けるサンゴ礁生態系における生物多様性保
全の好例を示している。沖縄における活動事例
が、世界各地のサンゴ礁生態系の資源管理に役
立てば幸いである。 
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図7　恩納村におけるモズク養殖の苗床。モズク
の養殖は漁業者の生計に貢献するとともに多数
の生物に生息場を提供しており、生物多様性を高
めている。
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表1に示す通り、1,161箇所のうち1,055 
（52+616+387）箇所は、漁業規定との関係
で指定されていた。特に、自主的に設定したボ
トムアップのMPAの数はこれまで不明であった
が、本研究では387箇所を特定し、日本におけ
るMPAの約30%が漁業協同組合による自主的
な禁漁区であることを初めて明らかにした。 

環境省によって管理されているMPAでは、中央
政府からのトップダウンのアプローチが主体で
あるが、農林水産省によって管理されている漁
業関連のMPAでは、ボトムアップのアプローチ
が採用されている。後者の場合、管理組織とし
て、地域の漁業協同組合の機能が重要である。 

この研究は日本におけるMPAの総面積を提示し
ていない。自主的に設定された禁漁区の正確な
面積が不明であるケースが多い点に加え、各種
のMPA間の重複についての情報も欠如している
ため、全体を網羅する数値を正確に計算するこ
とは困難である（Yagi et al., 2010）。

はじめに

沿岸で収穫される食用海産物は、数百年にわたっ
て人々の食物ニーズを満たし、生計を立てる上
で重要な役割を果たしてきた。江戸時代（1603
～1868年）及びそれ以前には、各地の沿岸地域
社会で、それぞれ独自の水産資源管理規則が策
定されていた。1868年に成立した明治政府は、
このような伝統的な地域の規則を徹底的に調査
し、これらの規則を新しい政府の法体系に組み
入れることを試みた（高橋, 2007）。 

しかしながら、これらの規則の中で政府の規定
として組み込まれていない部分も多く存在して
いる。たとえば、沿岸地域の漁業協同組合で
は、自主的に漁業管理を実施しているが、そ
のルーツは、相当に年代を溯ったものが存在
する。漁業権が及ぶ水域内で漁業者が独自に
設置した海洋保護区（MPA）なども、そのよう
な性格を有しているものが多いのではなかろう
か。問題は、このような活動のすべてが政府に
届け出されているわけではなく、また公表資料
にも記載されていないため、日本におけるMPA
の全体像は依然としてほとんど知られていない
点にある。 

本論文は、日本の沿岸におけるMPAの包括的な
実態を把握することを目指して実施した調査結
果を紹介するとともに、日本沿岸における保護
区の管理体制について、その性質及び組織的な
特徴を考察するものである。

日本におけるMPAの現状

東京大学の研究チームは、2009年から2010年
において、日本のMPAの位置と面積に関する情
報を収集し、その結果1,161箇所のMPAを確認
した（Yagi et al., 2010）。

要旨 

東京大学の研究チームが実施した調査では、日本において1,161箇所の海洋保護区（MPA）
が確認されている。これらMPAのうち約30%は、沿岸の漁業協同組合が自主的に設定した禁
漁区であった。これに違反して操業を行う例は稀である。というのも、漁業資源の保護を実
施することで将来の漁獲が確保され、漁業者グループの利益にもなるため、グループ内で規
則の順守状況を相互監視するメカニズムが存在するためである。保護区だけではなく、積極
的に人手を加えることで漁場環境を守る里海活動も報告されている。生態系サービスを改
善するこれらの活動についても、保護区と同様に、自主的な枠組みに基づくものが多い。

表1　日本におけるMPAの数（出典：八木ら, 
2010）

              総論

1
里海と日本の沿岸水産業管理制度の特徴

八木信行
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日本の沿岸漁業における漁業資源管理の性質
とMPA

以上で示された禁漁区の数の妥当性について
は、日本における漁業管理制度の仕組みから
考える必要がある。伝統的な日本の漁業管理制
度は、漁業への新規参入の規制と、漁場の割当
てを基盤としている。現在でも日本では、政府
の許認可政策により、沖合と遠洋については免
許制によって漁船の数を制限する方式が、また
沿岸では、操業海域を沿岸地域に割当てる方式
が、それぞれ存在している。後者の場合、多く
のケースにおいて、都道府県知事が漁業権を漁
業協同組合に免許の形で割当て、漁業協同組合
がその内部で沿岸水産資源の管理に関する管理
計画を作成し実行することを基盤としている。

日本では、国が総漁獲可能量を設定するアウト
プットコントロールの導入が、欧米各国と比較
して相対的に遅かった。1997年、日本政府に
よる漁獲量の上限（TAC）を規定する制度に基
づき、7種類の魚（2007年における全国水揚げ
量の34%を占める7種類の魚）がアウトプットコ
ントロール規定の対象に指定された。その他の
魚種は、依然として、インプットコントロール 
（漁船の総トン数、馬力、漁業装置、季節、操
業季節に関する制限が含まれる）の方法で管理
されている（図1参照）。通常、これらの規定の
詳細（禁漁区の管理が含まれる場合が多い）に
ついては、地域の漁業協同組合が、所定の意思
決定プロセスを経て設定を行っている。 

2009年3月31日現在、水産庁によれば、日本に
おける漁業協同組合の数は1,092組合である。
多数の漁業協同組合が禁漁区を1箇所程度保有
していた。調査において得られた禁漁区の数が
多数に上った理由として、日本の沿岸漁業の管

に対する制裁が少ない場合でも、2回目以降の違
反の場合には極めて多額の反則金が科されるな
ど、大きなペナルティーを科す仕組みとなって
いる場合も多い。 

第2に、漁業協同組合のメンバーの間には、自
主設定による禁漁区であっても、都道府県が設
定している法的拘束力がある禁漁区と同様に遵
守する素地が存在している。都道府県が漁業調
整規定に記載している法的拘束力を有する禁漁
区の多くは、歴史的には漁業者が自主的に設定
した禁漁区に由来していると考えられている。 
日本では、沿岸地域社会を基盤とする沿岸漁
業管理が250年以上前に開始されている（青
塚, 2000）。記録によれば、今から100年以上
前に溯る1895年に制定された徳島県の漁業規
則の例で、漁業を閉鎖する海域や季節につい
ての規定が含まれていたことが分かっている。

このような禁漁区の規定は、政府が漁業規則を
新しく制定した時に創設されたものではなく、
以前から漁業者が自主的に設定していたルール
を政府の規則に取り入れて成文化したものと考
えることができる（青塚, 2000）。確かに、既存
の慣習規則を単に再認定することと比べると、
これまでに存在していなかった禁漁区を新たに
創設する方が手続的な費用がかさむ可能性が高
いため、青塚の考え方は妥当であるといえる。
つまり、自主的な禁漁区と法的拘束力のある禁
漁区については、両者のルーツが類似のもので
あるため、漁業協同組合の組合員は両規則に同
じように従う傾向があると考えられる。

図1　日本における漁業管理対策

Box 6: 期節定め 

柳　哲雄、九州大学 

本報告書では現代における漁業資源管理に焦点を絞っているものの、近年の里海活動の多くは、何世紀
にもわたって受け継がれてきた地域の伝統や知恵に根差したものであることを忘れてはならない。この
ことは特に、慣習的な共同管理あるいは地域ベースの資源管理に当てはまる。その一例として、大分県
姫島の漁業組合による資源管理が挙げられる。この海域の資源管理は「期節定め」という伝統に基づい
て行われており、これは昔から姫島に伝えられてきた資源管理の知識を1904年にまとめた資料である。
期節定めには、禁漁区域と禁漁期間が詳細に記載されている。たとえば、藻刈については1月15日から2
月5日までの期間に指定された区域でのみ許可されていた。また、マダイの仕掛け漁については、2月25
日から6月15日までの期間に限定されていた。これらの伝統的な規則は、定期的に見直されたり、技術の
発達に合わせて補完されたりしてきた。たとえば1916年には、漁業者がマダイ用の仕掛けを使用禁止と
したが、この背景には仕掛けが導入された1909年以降数年間で漁獲量が急激に減少したということがあ
る。2010年時点で、姫島漁業組合の組合員数は197名だが、姫島周囲の水産資源の管理とそれに関連する
すべての事柄は、姫島の7つの村の代表者56名が参加する正式な会議の場で決められており、禁漁期間や
禁漁区域の変更を含む期節定めが毎回見直されている。 

それでは、自主的に設定されたMPAの一部が政
府の法的規制に組み込まれていないのは何故で
あろうか？八木ら（Yagi et al., 2010）は、一部
のMPAが公式文書に記載されていない理由を以
下の通り説明している。第1に、先に漁業調整
規則が存在し、それ以降にMPAが自主的に設
定される場合は、これを漁業調整規則に記載す
るインセンティブが漁業者側に存在していない
ためである。これは、正式な法的根拠がなくて
も、MPAを仲間内で遵守する体制が漁業者の間
で出来ている場合には、特に当てはまるといえ
る。第2に、漁業者は、回遊性の魚種を保護す
る際には、柔軟性がある仕組みを望む場合があ
るためである。例えば伊勢湾のイカナゴ漁の場
合、移動する魚群に対して十分な保護を与える
ことが出来るよう、MPAによる保護海域を1週間
ごとに変更している（Matsuda et al., 2010）。仮
に規定を正式に法制定した場合、このように保
護対象魚種の生物学的分布に合わせて順応的に
保護水域を設定するような対応は無理であろう
（Yagi et al., 2010）。通常、漁業協同組合には
公開されている規則と非公開の規則があり、多
くのMPAは非公開である。

里海とMPA

東京大学の研究では、漁獲対象魚種が生息する
場所を積極的に保全する活動、いわば里海と呼
べる活動については、1,161箇所のMPAの中には
含めていない。その理由は、これらの里海活動
が、海洋における一定の区域を保護するための
活動ではなく、魚付林の植林や、干潟の耕うん

理単位である漁業協同組合の数も多いという点
を挙げることができる（Yagi et al., 2010）。

このような区域はMPAとみなすことも可能と考
えられる。生物多様性に関する条約第7回締約
国会議（COP 7, 2004年2月9～27日にマレーシ
ア・クアラルンプールで開催）での定義では、
「海洋・沿岸の保護区とは、海洋環境の内部ま
たはそこに接する限定された区域であって、そ
の上部水域及び関連する植物相、動物相、歴史
的及び文化的特徴が、法律及び慣習を含む他の
効果的な手段により保護され、海域または沿
岸、あるいはその両方の生物多様性が周囲より
も高度に保護されている区域」となっている。
本論文で言及されている日本のボトムアップの
MPAは、この定義に該当すると考えられる。

自主設定によるMPAのガバナンスメカニズム

これら自主的に設定されたMPAについては、
その規律が本当に遵守されているかという疑
問も生じる可能性がある。即ち、自主的な規
制は、フリーライダー、つまり規制を破るこ
とで資源保全の効果を不当に享受するものが
現れるため、誰も規制を守らないのではない
かという疑問だ。仮に、漁場への新規参入が
自由という状況（これをオープンアクセスと
いう）であれば、現時点で漁業資源を保全して
も、将来時点で新規参入者に資源を横取りされ
る可能性があるため、資源保全のインセンティ
ブが生じない。しかしながら、八木ら（Yagi et 
al., 2010）は、日本沿岸の場合、規則を順守す
るためのメカニズムは以下の通り存在している
と述べている。

第1に、自主的設定による禁漁区では、同一の
漁業協同組合に加入している組合員間で相互監
視を行っている。沿岸漁業では、漁業権制度に
よって新規参入者が規制されているため、漁業
協同組合に加入している組合員だけが、自らの
海域の水産資源を使用する長期的な権利を有し
ている状態になる。このため、禁漁区の設置に
よって現時点で漁獲量が減少しても、これを自
らが将来時点で回収できる状況となる。このた
め、同じ組合に属する漁業者間で相互監視を行
うことに、一定の経済的合理性が存在する状況
となる。実際、漁業者は、漁船位置表示装置、
携帯電話、その他の通信機器を用いて、海域内
で仲間の漁船の位置を確認し合っている。違反
行為が発生した場合、仲間の組合員及び地域組
織における制裁措置が実行される。初回の違反
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など、海以外の場所で保全活動を行っている形
態も含むためである。

実際、漁業者が行う漁場の保全活動は、海洋に
流入する水質を改善するための陸上での植樹、
海岸の清掃、海藻や海草の植え付け、堆積物の
海底からの撤去、外来種の除去など、多岐にわ
たっている。このような活動も、MPAと同様に
「その海域または沿岸、あるいはその両方の生
物多様性が周囲よりも高度に保護されている」
ことに貢献しているものと考えられる。 

これらの活動に関する報告は、本テクニカルシ
リーズ全体で詳細に解説されており、また各種
の出版物やウェブサイト（http://hitoumi.jp/
hozen/）で紹介されている。

MPAの総面積が海域の何パーセントを占めるべ
きかについて、CBDなどでかなりの時間を割い
て議論がなされてきた。しかしながら、このよ
うに、MPAの面積にカウントされない里海につ
いても、海洋保全活動として公正な評価がなさ
れるべきであろう。 

日本式のMPAと里海活動を他の環境に応用す
ることが可能であろうか？

日本式の、ボトムアップによるMPAや、里海
活動を、日本以外でも実施できるかどうかにつ
いて、最後に考えたい。オストロム（Ostrom, 
1990）は、地域の人々によるボトムアップの
枠組みによって、100年以上にわたり地域の資
源（灌漑用水や漁業資源など）が適切に保全
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図2　各種の地域活動（外来の捕食貝類を除去
し、国産の二枚貝種のための生息地を再生する
地域活動；下方の堆積層を掘り起こすことによ
り、干潟生態系を改善する地域活動）（八木信
行撮影、岩手県宮古市2010年）

されている例を示しているため、このような活
動は日本特有のものではないと考えられる。

しかしながら、このような活動が成立する条件
としては、同じ漁業操業を行う仲間（保全活動
の費用と便益を共有する者）が納得して合意し
たルールを、仲間内で監視しながら実行し、違
反者には仲間内で制裁のルールがある点を忘れ
てはならない。 

このような関係が成立する理由は、仲間内で共
同管理する資源について、外部からの参入者が
保全のフリーライドを行うことがないよう、そ
の地域の漁業資源を利用する権利が排他的なも
のとして担保されていることが重要である。つ
まり、自主管理によるMPAや里海は 単純な利他
主義の産物ではなく、政府の法律制度によって
裏付けられた権利に基づく管理制度の論理の延
長である。

これは、先行研究でも重視されている観点であ
る。資源の利用者は、予想された便益が現在の
費用を上回るように、資源の持続可能性に関心
をもつことが重要である（Ostrom et al., 1999）。
このため、政府は、ステークホルダー以外の者
を禁漁区にアクセスさせないようにする重要な
役目を負っている（Francour et al., 2001）。
日本の場合、都道府県知事が発行した漁業権
を保有する者は、その漁業権により、水産資源
への排他的なアクセスが許可される。この漁業
権は、漁業法に基づき、移譲できない財産権と
して取り扱われている。漁業権は通常の場合漁
業協同組合に優先的に付与される。漁業協同組
合は、保有区域における資源利用を集団管理す
るための規則を確立することが期待されている
（World Bank, 2006）。

以上から分かる通り、日本式の、ボトムアップ
によるMPAや、里海活動を、日本以外でも実施
できるかどうかについては、不可能ではない
が、政府または同等の機関が日本の漁業権と同
様に強力な資源へのアクセス権を設定しない限
り、困難であるものと結論付けられる。 
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はじめに

地球規模生物多様性概況第3版（CBD, 2010a）で
は、ミレニアム生態系評価（MA, 2005）で報告
されている海洋生態系崩壊の脅威的傾向が確認
されている。これに対して、生物多様性条約第
10回締約国会議（COP 10, 2010年10月18～29
日に名古屋で開催）では、愛知ターゲット（生
物多様性条約戦略計画2011-2020）が採択され
た。愛知ターゲットでは、海域及び沿岸エリア
の10%を対象に保護を実施するか、あるいは他
のエリアをベースとする保全策によって便益を
得ることが目的とされている（Target 11, CBD, 
2010b）。大多数の生物多様性保全戦略の基盤
である海洋保護区（MPA）は、多くのケースに
おいて有効性が証明されている（CBD, 2004a）。
しかしながら、他の状況においては、満足でき
ない結果に至るケースや地域コミュニティにと
って難題が発生するケースもあることが報告さ
れている（Hilborn et al., 2004; Jones, 2006; 
Charles & Wilson, 2009）。保全活動を成功させ
るためには、社会が生物多様性の保全と利用の
バランスを取ると同時に保全と利用を統合する
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要旨

本書に収録されているケーススタディでは、人為的影響を受けた沿岸海域における生物多様
性の保全と利用を統合するための取り組み、すなわち実地試験が進められている文化的に妥
当な取り組みとしての里海活動の進展について報告されている。排他的保全策（保護区を基
盤とする方法）と緩和的保全策（例: 漁獲または汚染を抑制すること）を強化することが依然
として重大ではあるが、人間活動の影響の排除が疑わしく、緩和的保全策では不十分な海域
が増加していて、そのような海域の生物多様性を管理するための知識基盤を策定することも
急務となっている。里海の視点では、人間と自然との関係を必ずしも破壊的と断定せずに、
人間と生態系の相互作用を利用した環境保全対策を一貫して組み込んでいる。調査対象の地
域から得た予備結果によれば、生態系が自力で回復することが不可能であり、人の手による
育成が必要である場合、人為的影響を受けた海域においては、このような「積極的」な対策
が有用であり、「受動的」な保全策に対して不可欠な補助策でさえあることが示唆されてい
る。また、ある状態においては、人の手による育成により、海洋生態系サービスが持続可能
な方法で強化されたことを証明する観測が報告されている。さらに、ケーススタディでは、
地域コミュニティを保全活動に効果的に組み入れた新しい取り組みについて、また、里海的
漁業共同管理において漁業者が生態系保全対策を所有し、自主的に生態系保全費用を組み入
れる事例について報告されている。後者の方法は、制限された資源使用権と共同所有権、生
態系を経済的視点に縮小しない考え方を取り入れる地域集団組織の権限に基づいているよう
である。全体的に見ると、里海は、経済から精神に至るまで、また地域社会に基づく知識か
ら科学まで、伝統的なものから近代に至るまでの広範囲にわたる考え方を一貫して取り入れ
た汎用的な保全の観点であるものと思われる。コミュニティレベルでの生物多様性保全活動
における有望な成果は、詳細な研究と評価の必要性を示す説得力のある論拠であり、広範囲
にわたる総合的沿岸域管理の枠組みへの効果的な導入が可能であることを示している。ま
た、このような成果によって、他国の関連活動との経験共有、そして里海の生物多様性管
理の有効性が国際的メカニズムに認められることが重要だと思われる。

ための方法を見つけ出さなければならず、この
ことに関しては、合意形成の機運が高まってい
る。CBD締約国も「生態系アプローチは、生物
多様性の保全と利用に関して、適切なバランス
を取ると同時にこれらを統合することを目指さ
なければならない」というCBD生態系アプロー
チの第10原則について合意している（EA, CBD, 
2000）。沿岸空間に対する需要は増加の一途
をたどり、世界各国の沿岸域の多くにおいて生
態系が崩壊している。このような状況の中で、
人為的影響の排除を補強する生物多様性管理の
方法の知識基盤を急速に拡大することが急務と
なっている。 

ケーススタディでは、人為的影響を受けた沿岸
海域でのコミュニティレベルにおける文化的に
適切な保全活動の実施状況と評価の両方につい
て、経過が報告されている。これらの活動の目
的は、良好に保存されているUNESCO世界遺産
指定地域から完全に都市化された地域に至る
までの生態系や、氷盤で覆われた海域からサン
ゴ礁に至るまでの生態系の保全と資源利用を統
合することである。里海は、人の手による忍耐
強い自然の育成によって生態系サービスの持続
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可能な強化を可能にした里山（Takeuchi et al., 
2003）やその他の文化的景観を連想させるが
（CBD, 2010c）、このことが海洋にも当ては
まるか否かということは、ケーススタディある
いは本総括における中心テーマではない。里海
に関しては、伝統的知識の重要性は認めるが、
本総括では、今日の日本の里海活動の主要な推
進力となっている近代の産業化した環境におけ
る生態系管理のための実際的選択肢を中心に取
り上げる。

人間との相互作用を伴う高度な生産性と生物多
様性を有する沿岸海域としての里海の基本的な
定義（Yanagi, 2007）で示されているように、
里海には、今日の状況においても、人間の存在
が必ずしも破壊的なものではなく、沿岸環境と
人間の相互作用を積極的に評価する概念が含ま
れている。里海では、生態系に対する人為的影
響を保全対策の内に慎重に使用することが可能
である。ここでは、排除または緩和によって生
態系に対する人為的影響を抑制するための「受
動的」な保全策と識別する目的で、上記の保全
策を「積極的な」対策とみなすことにする。受
動的な保全策は、人間との相互作用なしで生態
系が独力で回復すること、あるいは人間との相
互作用が十分に削減された場合に生態系が持続
するようになることに依存している。 

典型的な排他的保全策には漁業と関連する
MPA（海洋保護区）、漁業活動の一時停止 
（モラトリアム）または季節制限が含まれ、緩
和的保全策には漁獲割り当て、工場排水に対す
る規制あるいは工場排水の処理が含まれる。こ
のような対策の適用範囲と有効性を拡大するこ
とは、生物多様性管理における中心的課題であ
る。しかしながら、一部のケース、特に人為的
影響を受けている生態系において、これらの保
全策は不十分であり、利用可能な選択肢の中で
最も有効でもなければ、最も実際的でもない。
英虞湾のようなケース（Matsuda, 2010）では、
極度に破壊された生態系に生物多様性を再導入
するために、人の手による育成が必要な場合も
ある。また、その他多数の環境での再生を目指
した取り組みにおいては、人の手による育成の
効果が実証されている（例: Ingram, 2010）。
人々が居住する海岸線が急速に拡大する中で、
積極的な保全策が排他的保全策や緩和的保全策
に対する有用な補助策となる可能性は高い。本
章では、日本の里海におけるこの種の対策の策
定について検討したケーススタディで報告され
ている経過を総括する。

生物地球化学的循環に対する人為的影響を介
した里海の保全 

沿岸生態系と陸上生態系の間の栄養塩と物質の
循環における人間の役割は、里海における中心
的側面である。また、このような方法で、伝統
的な人間との相互作用が、生態系の生産性と生
物多様性を強化してきた可能性がある（Yanagi, 
2007）。たとえば、人間が魚や海草を消費す
ることによって沿岸海水から有機物が除去され
るが、その後、酸化した形態で河川を通って沿
岸海水に戻される。成層しやすい閉鎖性海域で
は、このような人間の活動が、低酸素状態を改
善して有光層における栄養塩含有量を増大させ
る可能性がある。閉鎖性海域では、人間が、長
期にわたって、このような方法で自然と相互作
用を行い、その活動は非常にゆっくりと変化し
ていたので生態系が十分に適応することが可能
であった。このような閉鎖性海域においては、
人為的影響が、沿岸海域をより生産的な、かつ
持続可能で回復力のある生物多様性に富む状態
にした可能性がある。しかしながら、近代で
は、生態系が適応できないほど急速に変化す
る人間活動がこれらの循環を崩壊したことが、
人間による重大な破壊的圧力となっている。こ
れらの循環に対する人為的影響を慎重に制御す
ることが、再生または保全に含まれている。 
ケーススタディで述べられているように、この
ような取り組みにおいては、積極的な対策が貴
重なツールであるものと思われる。

ケーススタディで言及されている生物地球化
学的循環を改善するための積極的保全策を表1
に提示した。各種の重要な環境変数が影響を受
ける可能性があり、具体的には、溶存酸素濃度 
（海草の養殖と収穫、または人工干潟の深さ及
びその他のパラメーターの調整を介して）、干
潟堆積物の内部が好気性の状態であること（堆
積物を手で掘り起こすか、または外海との海水
交換を強化すること）、ラグーン海域に浮遊す
る堆積物（畑の周りに花を植えるか、山に植林
して土壌の浸食や流出を抑制すること）、湿地
の栄養塩負荷を抑制すること（栄養塩を豊富に
含まない海水との交換を促進すること）、干潟
の栄養塩負荷を強化すること（浚渫富栄養湿地
堆積物を使用すること）、湾内における栄養塩
負荷の抑制（昆布の植え付けと収穫）、アマモ
（Zostera marina）の移植によって各種の地球化
学的循環を制御することが含まれる。ほぼすべ
ての里海区域で、河川流域における植林と森林
管理が重要な課題となっている。よく手入れさ
れた森林や流域生態系は、陸地に他の重要な生

表1　生態系の保全または生産性のための生物地球化学的循環に及ぼす人間の影響。ケーススタディで報告
されている沿岸環境における生物地球化学的循環に対する人間の活動を含む積極的な保全策。列4（保全の
ための便益）の陰影を施した欄に関しては、1件または複数のケーススタディにおいて、対策の結果として
生物多様性が地域レベルで強化されたことを示す観察所見が報告されている（詳細についてはケーススタ 
ディを参照）。最後の列に記載されている括弧内の数字は、ケーススタディの番号を示している。

影響を及ぼす 
パラメーター 行動 効果 保全のための便益

ケーススタディ
における例示

水中溶存酸素

アオノリを養殖
する

光合成で海水中に酸素が供
給され、海藻が収穫される
と、海水における酸化の前に
還元炭素が除去される

人為的低酸素状
態の緩和または
防止の促進

英虞湾（7）

人工干潟の深さ
やその他の特性
を調節する

日中の光合成が夜間の酸素
消費を補填する

十分な酸素による
対象生物種の生
息及び保全

東京湾（6）

堆積物中の
酸素

泥を手で掘り起
こす

堆積物内で好気性の状態を
助長する

アサリ（及びその
他の生物種）の生
息地の改善

山口（9）

外海との海水交
換を促進する

堆積物内で好気性の状態を
助長する

大型底生生物の
生息地の改善

英虞湾（7）

ラグーンにお
ける浮遊堆積
物の濃度

田畑の周囲に月
桃を植え付ける

赤土流出及び礁湖における
堆積物負荷を抑制する

サンゴ礁に対する
損傷の防止（赤土
が光合成と幼生の
定着を妨害する）

沖縄（10）

湿地における
栄養塩負荷の
抑制

湾内の海水と
の交換を強化
する

貧栄養の沿岸海水の循環に
より、湿地の富栄養化の促進
を抑制する

大型底生生物の
多様性の強化

英虞湾（7）

干潟における
栄養塩負荷の
強化

浚渫湿地堆積
物を拡散する

富栄養の湿地堆積物が干潟
の栄養塩負荷を強化する

大型底生生物の
多様性の強化

英虞湾（7）

湾内における
栄養塩負荷の
抑制

マコンブを植え
付け、収穫する

マコンブが栄養塩を吸収
する

富栄養化の抑制 富山(3)

陸地及び海
における物質
循環

アマモ（Zostera 
marina）を移植
する

藻場で多数のパラメーター
（栄養塩、堆積物輸送、酸

素）が調節される

流速の調節、生態
系となる生息地の
構築、その他

英虞湾（7）、神奈
川（Box 4）、富山
（3）、山口（9）

河川流域で植
林を行う

過剰な土壌浸食及び沈泥の
固化、栄養塩の流入、流木混
入を防止する

流速の調節、そ
の他

全ケーススタディ
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態系サービスを提供することに加えて、栄養
塩、堆積物、流木等が陸地から沿岸海域へ流入
するのを制限する。これらの活動の一部は相対
的に新しく、依然として評価中であるが、実績
のある活動も存在している（植林の場合は数百
年にわたる経験である、ボックス1「魚付林」を
参照）。さらに、有効性が科学的に証明されて
いる活動も本表に含まれている。 

このように積極的対策を用いることで、種々の
環境パラメーターを生産性及び観察された生物
多様性の最適範囲に調整したり戻したりするこ
とが可能である。いくつかのケーススタディで
は、こうした活動の結果として地元の生物多様
性が強化されたことを示す有望なデータが報告
されている。具体的な活動としては、保全対象
の生物種（ケーススタディ9の山口湾ではアサ
リ、ケーススタディ6の東京湾ではハゼ、ケー

ススタディ7の英虞湾ではマクロベントス）の
存在量、及びサイズの増加が挙げられる。 

今回、積極的な対策として挙げられている活
動の多くは、世界各地で環境復元のための取
り組みにおいて一般に使用されている。実
際、これらの対策の多くは、生物地球化学的
フラックスや留滞時間を人為的影響が少ない
産業化以前の状態に戻すことを目的としてい
る。したがって、長期的に見ると、これらの
対策は、循環に対する人為的影響の抑制を実
現させるものである。しかしながら、ここで
は、上記の対策は積極的な保全活動（または
積極的な再生活動）として分類されている。
というのは、これらの循環速度を生物多様性
に一層適した範囲まで戻すことは、人間と環
境の相互作用の削減によってではなく、増加
によって実現されたからである。たとえば、

表2　既存の生息地を維持または改善するための活動の報告（表2.1）。大型藻類またはサンゴ礁の養殖、移植、また
は水産養殖によって天然生息地を再生もしくは拡大するための活動の報告（表2.2）。生息地を人工的に創出する活
動の報告（表2.3）。陰影を施した欄：列3（目的）では、保全が動機となった活動であることを示している。列4（保全の
便益）では、ケーススタディにより、地元で保全の便益が実現していることを示唆するデータが提供されている。最後
のコラムに記載されている括弧内の数字は、ケーススタディの番号を示している。 

表 2.1　ケーススタディにおける生息地の維持または改善 

生息地 行動 目的 保全の便益
ケーススタディ
における例示

干潟
干潟の泥を
手で掘り起
こす

伝統的慣習：潮干狩り
現状：堆積物を柔らかくし、アサリの
稚貝に適した環境に改善し、泥の内
部で好気性の状態を助長する

伝統的な里海を象
徴する在来種であ
るアサリの保全

山口（9）

干潟 カキの殻を
破砕する アサリに適した環境に改善する アサリの保全 山口（9）

干潟 泥を網で
覆う

ナルトビエイによる捕食からアサリ
を保護する アサリの保全 山口（9）

各種 生物地球化学的循環を修正し、酸素、堆積物負荷、
栄養塩負荷を最適な範囲内に維持する 各種 表1参照

表 2.2　ケーススタディで報告されている海水における養殖による生息地の再生または拡大

生息地 行動 目的 保全の便益
ケーススタディに
おける例示

モズク
水産養殖ネット

（及びその他
の食用海藻）

網を設置し、モズクを
養殖して収穫する
養殖エリアを閉鎖し、
干潮の時の水位を適
切に調整する

食物を生産し、さま
ざまな生物に生息地
と餌を提供する

地元の生物多様性
の強化 沖縄（10）

アマモ
（Zostera 

marina）場

アマモの移植、育成、
特殊マットの使用、種
子の採取、種まきのう
ち、一部またはすべて
を行う

さまざまな魚介類の
生息地をつくる

生態系の保全と
構築

英虞湾（7）、神奈
川（Box 4）、富山

（3）、山口（9）

ホンダワラ
（Sargassum）

藻場

移植を行い、藻場とし
て人工ブロックを設
置する

ハタハタの産卵場を
つくる

資源の保全と育
成、その他 秋田（2）

マコンブ藻場
胞子体を植え付ける

（12月）、昆布を収穫
する（5月）

幼生の生育場をつく
り、食物生産、富栄養
化の防止、炭素隔離
を行う

資源の保全、湾内
の栄養塩負荷の
調節

富山（3）

サンゴ礁 砂地に鉄筋を立てる サンゴを養殖しサン
ゴ礁を再生する

地元の生物多様性
の強化、礁湖の保
全、その他

沖縄（10）

表 2.3　ケーススタディで報告されている人工的な海洋生息地または水生生息地 

生息地 行動 目的 保全の便益
ケーススタディ
における例示

水田 水田を作って維持
する

農業のほか、従来から
の魚介類の産卵場を提
供する

生態系構造と生物
多様性の回復 山口（9）

礁湖における
石垣を用いた
漁法（石干見）

石を使って石干見を
築く

伝統的慣習としては漁
業、現在は多様な生物
種の生息地を提供する

地元の生物多様性の
強化 沖縄（10）

定置網 定置網を設置する 漁獲を行うが、生息地と
産卵場を提供する 資源の保全 富山（3）

浮遊させた
ネット ネットを設置する ハタハタの産卵場を

つくる 資源の保全と育成 秋田（2）

コンクリート製
の藻礁

岩礁を構築し、ホンダ
ワラ（Sargassum）を移
植する

ハタハタの産卵場を
つくる 資源の保全と育成 秋田（2）

実験的干潟

構築した後、海水交換
あるいは浚渫湿地の
堆積物の利用によっ
て最適な栄養塩負荷
を維持する

同定した後、マクロベン
トスの生物多様性のた
めの栄養塩負荷に最適
な範囲を維持する

地元の生物多様性と
生態系構造の回復 英虞湾（7）

人工潮だまり 

潮だまりを造成し、最
適なパラメーターを
判定し、有効性を監
視する

保全に最適な潮だまり
の特性を同定し、適用
性についてフィールド
試験を行い、地元の保
全活動に近隣住民を巻
き込む

地元の生物多様性の
強化及び湾内におけ
る生態系の関連性の
一部修復

東京湾 （6）
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富栄養化を阻止するための手段として昆布を
植え付けて収穫すること（富山湾に関する 
ケーススタディ）は、農業排水に対する規制の
厳重化等の緩和的保全策とは対照的であり、た
とえ両方の対策が沿岸海域における栄養塩濃度
を低下させることが目的であるとしても、海洋
生態系に対する一層の人為的影響を伴うことは
明確である。ケーススタディにおいて報告され
ている結果から、一部のケース、特に他の沿岸
利用と妥協しても効果的な保全活動を可能に
し、非常に厳重で強制力のある規制を定める結
果とならないケースでは、積極的な対策が保護
または緩和に対する有用な補助策となり得るこ
とが示唆されている。

生息地の改善または提供

里海において環境保全のために人の手が使われる
もう一つの方法は生息地の改善、あるいは創出
である。表2.1、表2.2、表2.3には、ケーススタ 
ディで報告された活動を、特定生物種の既存の
生息地を棲みやすいように改善する活動（例: 干
潟の泥を掘り起こすこと、新しい捕食生物から1 
つの生物種を保護するためにネットで覆うこ
と）、各種の大型藻類やサンゴの移植、繁殖、
あるいは水産養殖によって既存の生息地を修復
または拡大する活動、完全に人間の手による人
工的な海洋生物生息環境／水生生物生息環境の
創出を含む活動（例: 水田、人工干潟、コンクリー
ト製の藻礁）に分類した。これらすべての活動が、
膨大な人間の作業と努力を伴うものであり、海
洋環境での緻密な手作業の形態をとる場合が多
い。あるケースでは、活動の目的は保全である
が、他のケースでは、資源を育成して収穫する
ことを目的として対象生物種に生息地が提供さ
れる。さらに別のケースでは、保全のために活
動しているわけではないが、活動に伴う予期せ
ぬ効果として生息地が提供されている。 

各地で生物多様性が強化されていることを示す
予備結果がケーススタディで報告されている 
（表2、4列目の陰影を施した欄）。したがっ
て、さらなる研究が必要ではあるが、これら
の活動は、人為的影響を受けた沿岸海域にお
ける生物多様性を保全するために利用可能な
ツールの一部として検討する価値があるもの
と思われる。 

海において生息地を提供することは、里海の新
しい特徴でも際立った特徴でもないことは明ら
かである。人間は、カキの養殖施設を作り、数

2006）。漁業の共同管理制度では、各レベルの
機関や地元の漁業者が、資源の管理と保全にお
いて責任を共有する。共同管理制度は、漁業管
理に対して生態系アプローチを実行する際に多
数の利点を有している。また、中央集権的な制
度と比べると、共同管理制度は、里海活動の重
要な側面である地元ユーザーの生態系に関する
知識の効果的な利用を推進するのに非常に適し
ている（Thorburn, 2000）。共同管理は、多く
の点において、日本の伝統的な漁業管理の一部
であり、保全に有用であることが証明されてい
る（Makino & Matsuda, 2005）。さらに、海洋
保護区の30%以上が共同管理組織のメンバー間
における合意によって指定または自主的に設定
されている（Yagi et al., 2010、及び前章「里海
と日本の沿岸水産業管理制度の特徴」参照）。 

表3は、資源利用者が管理に参加したり、資源保
全に貢献している事例のうち、ケーススタディ
で報告されている活動を示しており、多数の有
望な活動がある。漁業者は、これらの活動を通

じて、共同管理の枠組み内で一層持続可能な方
法で漁業を行うことに効果的に貢献している。
秋田（ケーススタディ2）と沖縄（ケーススタ
ディ10）では、漁業組合が、資源利用制限を
合意に基づいて定めて施行することを推進して
いる。前章では、自主的な設定、及び施行によ
るMPAが多数存在していることが報告されてい
る。富山（ケーススタディ3）では、漁業者が、
日常的に観察を行うことや環境パラメーターを
提供することにより、生態系の健全性を監視す
る上で重要な役割を果たしている。すべてのケー
ススタディにおいて、漁業者が、必須となる地元
の生態系に関する知識を管理の枠組みに提供し
ている。知床（ケーススタディ1）、及び岡山（ケー
ススタディ8）では、この側面が特に重視されて
いる。さらに里海志向の漁業者による資源保全
への貢献として、幼生、卵、稚仔のための生息
地を提供することを目的とした岡山におけるア
マモ（Zostera marina）の移植による藻場の再生
や、富山における真昆布の養殖、秋田における
産卵場へのホンダワラ（Sargassum）の移植、漁

百年にわたって生息地を提供している。最近
では、人工的な岩礁を設置したり（例: Baines, 
2001）、マングローブを再植林しており（例: 
Bosire et al., 2008）、多数のサンゴ礁再生プ
ロジェクトが進行中である多くのエリアにおい
て、人工的な海洋生物生息地が建設中であり、
これらの生息地の生態系保全または生態系再生
における有効性についての評価が進められてい
る。このような調査は、特に都市化された沿岸
で盛んである（Martins et al., 2010; Chapman & 
Blockley, 2009）。

生息地を提供する場合には人間と生態系との入
念な相互作用の構築が含まれる。したがって、
この方法は、保全を目的とした排他的あるいは
緩和的対策とは性質が異なっている。いくつか
のケーススタディでは、地域コミュニティが自
らの沿岸生態系の維持管理に熱心に取り組み、
海洋環境において育成された自然を忍耐強く再
生していることが示されている。したがって、
生息地を提供することは、水産資源の賢明な利
用が漁業活動を十分に抑制することよりも優れ
ていて、狩猟採集とは質的変化している活動と
思われる。このような結果は、ある状況下にお
いて、人間は、持続可能な方法で沿岸生態系
サービスを積極的に強化することができ、こ
の選択肢については十分に検討され、海洋保
全のために利用されるべきであることを示唆
している。 

持続可能な漁業のための里海の共同管理  

外洋では、魚の乱獲が生物多様性に対する唯
一最大の脅威として指摘される場合が多い 
（例: Worm et al., 2006; Pauly et al., 1998）。
このような外洋と比べると、沿岸海洋生態系
は、土地利用の変化や公害等の各種の人間によ
る圧力によって影響を受けている。しかしなが
ら、魚の乱獲は、沿岸海域においても生物多様
性枯渇の重大な要因の1つであり（Jackson et al.,  
2001）、賢明な漁業管理活動を策定すること
が、里海活動の基盤の1つであることは言うま
でもない。 

世界の沿岸海域の多くでは、過度に中央集権
型の政府主導による漁業管理制度を導入した
結果、持続可能な発展をもたらすことに失敗し
た。このような不本意な結果から、資源管理の
責任を地域（地元の利用者）に大幅に委譲する
アプローチ（例: 共同管理等）が導入されるよう
になった（FAO, 2009: Pomeroy & Rivera-Guieb, 

表3　ケーススタディで報告されている漁業者の資源管理及び資源保全への参加事例。人間と生態系の相互作
用を制限する保全活動（第1行）、人間と生態系の直接的な相互作用と関係していない活動（第2行）、人間と生態
系の相互作用の促進と関係している活動（第3行）。第3行は、漁業資源管理における里海志向が明確な活動であ
る（本文参照）。括弧内の数字は、ケーススタディの番号を示している。

人間の生態系との相
互作用を抑制する

資源利用に制
限を設定する

• 漁業協同組合が禁漁についての合意を取り決める際に重要な役割を
果たす（2） 

• 漁業者が合意に基づく資源共有規則を決める（2）
• 海女の集団が議論し、時には新しい技術の導入を拒否する（5） 
• 漁業協同組合が自主設定による禁漁保護区を決める（10）
• 漁業協同組合青年部が禁漁保護区の施行に協力する（10）

中間 生態系を監視
する

• 生態系に関する地元の知恵を管理の枠組みに役立てる（全ケーススタ
ディ、特に1と10が重要） 

• 富栄養化の問題を最初に指摘し(3)、環境破壊を最初に指摘する（7）
• 生態系の生産性と健全性に関する必須データを提供する（1）
• 水質の日常的な監視を長期的に実施する（3） 

人間と生態系の相互
作用を促進する 資源を育成する

• サンゴ礁にとって最大の脅威であるオニヒトデの個体数を制限する取
り組みを行う（10） 

• 流出土壌と砂礫の湾内への流入を緩和するために流域で植林活動を
実施する（3） 

• 対象魚類の産卵場としてホンダワラ（Sargassum）を移植する （2）  
• 稚魚の重要な生息地となる藻場を再生するためにアマモ（Zostera 

marina）を移植する（8） 
• 食物資源としてマコンブ（Saccharina japonica）を養殖して炭素隔離を

行い、富栄養化の防止及び魚類の生息地の提供に役立てる（3） 
• 生計のためにモズクの苗を生育し、これによって一部の生物種の生息

地も提供する（10） 
• サンゴ礁を再生し、魚介類に生息地を提供する（10） 
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村コミュニティによる流域植林の推進等の積極
的な対策が挙げられる（流域植林は富山と秋田
では実行され、すべての里海において、ある程
度取り入れられている）。 

共同管理を通して漁業を持続可能なものにする
ためには、資源利用者（漁業者）と自然保護論
者の間で効果的な理解と協力が成立することが
不可欠である。知床（ケーススタディ1）をはじ
めとするいくつかのケーススタディによれば、
里海が、利用者と自然保護論者間における見解
の収束を促進する基盤を提供することができる
ように思われる。伝統的な里海の風景の実現に
は、人間の影響が大切で、漁業者やその他の 
利用者が里海の一般的な心象風景の中心部分
となっている。里海によって掻き立てられる
郷愁には、少なくともJohn Muir以降の多数の
自然保護論者にとって指針となっていた人間
との接触による影響を受けていない荒野に対
する願望は含まれていない。里海における郷愁
は、むしろ里海が育成する自然と密着した社会
に対する憧れだと言える。このような心象風景
の重要性を過小評価してはならない。最近の研
究では、漁業管理における潜在的なイメージの
重要性が証明されている。実際、イメージが明
確でないほど経営の結果に影響を与えるようで
ある（Jentoft et al., 2010）。自然保護論者を
引き寄せる基盤が、漁業者（または人間）を欠
いた架空の自然の基盤である場合、漁業者の支
援を取り付けることは一層困難になるはずであ
る。人々の生計が迷惑行為とみなされる場合、
このような人々と建設的に関わっていくことは
難しい。このように、ケーススタディの文化的
背景では、里海論は人間を排除する自然保護論
よりは漁業者との協力を築くのに効果的であっ
たと言えよう。 

共同管理における里海のもう1つの利点は、共
同管理によって提供される積極的な保全活動の
多様性にある。また、漁業者は禁漁期に保護海
域を回避するだけではなく、多様で積極的な保
全活動に貢献することが可能である。これらの
活動を表3の第3列に示した。具体的な活動とし
て、栄養塩の排出と堆積物を管理するために河
川流域の山岳斜面で森林再生を行うこと、幼生
のための生息地を提供したり富栄養化を防止す
るために昆布を養殖して収穫すること、ハタハ
タ資源の育成を目的として産卵場と稚魚の生息
地を提供するためにホンダワラ（Sargassum）を
移植すること、サンゴ礁再生活動に参加するこ
とが挙げられる。 

これらの積極的な対策においては、漁業者が時
間、労働、資金を提供しているので、生態系の
構造と機能を維持するための費用の一部が、保
全による便益を受ける経済活動に取り込まれる
ようになっている。排他的アプローチ及び緩和
的アプローチの場合、保全に対する漁業者の貢
献は、禁漁期に漁業を行わないこと、あるいは
禁漁区を回避することであり、いずれも保全費
用を自発的に内部化13しない手段である。した
がって、里海における資源の育成は、CBD生
態系アプローチの原則4c「可能な範囲で、生態
系における損失と利益を内部化すべき」（CBD,  
2000）の貴重な実施手法とも言える。里海にお
ける積極的な保全活動の主要な推進力が、財政
投資ではなく手作業であることに注目しなけれ
ばならない。したがって、このような内部化の
場合、たとえば発展途上国の漁業者にウミガメ
排除用具を漁網に設置させた規制に伴い複雑な
問題が発生した例など、漁業組合からの財政投
資を必要とする一部の対策によって発生する問
題は除外されることになる（WTO, 1998）。

漁業者は、昆布養殖やアマモ移植等の活動を通
して、機械化（あるいは漁業制限）によって節
約された労働を生態系に再投資して生態系の生
産性を維持している。この側面については考慮
すべき価値がある。経済的視点で見ると、里海
の生態系は、天然資源のように費用を可能な限
り外面化しながら利用するのではなく、むしろ
固定資本のように扱われているので労働を投入
する価値がある。人間の労働による育成が生産
性に大きく貢献した水田（Berque, 1982）や他の
文化的ランドスケープを思い起こさせる状況であ
る。このことは、保全費用を生態系に内部化させ
るのを促進する枠組みであるものと考えられる。 

このような里海式共同管理の発展の基盤となっ
た集団的所有構造を見逃してはならない。日本
の漁業管理制度の特徴に関する章で示されてい
るように、生態系利用者（漁業者）は保全と集
団的に合意された規定の施行に労力を投入して
いる。なぜならば、漁業者は、生態系の生産性
と持続可能性から便益を受けるのが自分達だと
確信できるからである。したがって、政府が制
定した譲渡不可の所有権と領域使用権を伴う資
源への独占的アクセスは、日本の里海において
生態系の保全費用を内部化させるための必須条
件であると思われる。資源へのアクセスを制限

13 環境に負荷する経済活動に対して、活動のおかげ
で提供される製品の価格にその活動費用を反映
すること。

表4　里海活動に参加しているコミュニティ。環境に対して直接的に行動していない活動から生態系に対する手作業等
の活動を含む。環境に対して予想される結果を右手列に記載した。括弧内の事例研究の前の数字はケーススタディ番
号。 

活動のタイプ
参加している
コミュニティ 予想される結果

環
境

を
直

接
的

に
改

変
し

な
い

 

意識の向上
と意思決定
への参加

意識を向上させ、人工的な生息地を築く
ための活動に学校が参加する（6 東京） 近隣住民、児童 地元の海洋環境に対する

意識と知識の向上

沿岸環境を管理している委員会、
地元組織、討議グループに参加する

（全ケーススタディ）
地域コミュニティ 意思決定プロセスの強化

環境の監視

海岸動物を観察する（7 英虞湾） 児童
生態系の健全性と生物多
様性に関する日常的な生
物多様性データ構築

フロート実験を行い、水の循環に関する
調査に一般市民が参加する（6 東京） 湾岸コミュニティ 湾内における水循環に関

するデータ構築

対象地域周辺におけるハゼの
大きさを調査するため、2時間に
わたって魚釣りを行う（6 東京）

地域コミュニティ
環境ネットワーク及び対象
生物種が好む生息地に関
する理解の向上

環
境

の
制

御
的

な
改

変
 

保全を目的
とする対象
生物種の個
体数の管理

オニヒトデの大量発生を
緩和する（10 沖縄） ダイバー ヒトデによるサンゴの捕食

被害の防止

ナルトビエイがアサリの稚貝を
捕食するのを防止するために網を
設置する（9 山口）

地域コミュニティ 干潟における対象生物種
の再繁殖の促進

河川流域
での植栽

土壌流出を防止するために畑の
周辺に月桃を植える（10 沖縄） 地域コミュニティ サンゴに対するストレスの

防止、その他

河川流域の斜面に再植林する
（2 秋田、Box 5 由良川）

地域コミュニティ、
ボランティア、学生

土壌浸食及び沿岸海域へ
の栄養塩、堆積物、砂礫の
流入の制御

生息地の改善 干潟の泥を手で掘り起こす（9山口） 地域コミュニティ
好気的土壌と耕耘作業に
よるアサリの幼生に適した
環境の整備

生息地の建設

伝統的な定置漁具である
石干見を築く（10 沖縄） 地域コミュニティ さまざまな生物種に対する

生息地の提供

最適な干潟の深さを設定する
作業に参加する（6 東京） 近隣住民 対象生物種の生息地の

改善

海域におけ
る「育成」

ホンダワラ（Sargassum）を
移植する（2 秋田） 地域コミュニティ ハタハタに対する生息地

の提供

アマモ（Zostera marina）を移植する（7 
英虞湾、Box 4 神奈川、3 富山、9 山口） 地域コミュニティ

生息地の再生、栄養塩の
循環、生態系の浄化機能の
強化、その他
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することにより、生態系を持続可能な方法で使
用することが地元の集団的便益への繋がりを確
保し、地元共同体組織あるいは漁業協同組合の
強力な管理により、個人利用者が集団合意に基
づく規則を守ることが徹底される。

里海における生態系の保全と生物多様性の管理に
対する先祖代々の集団主義の重要性は、いくつか
のケーススタディにおいてさまざまな実例が挙げ
られており、舳倉島に関するケーススタディで示
されている海女のコミュニティによる資源管理
は特筆すべき例である。灌漑システム等のコミュ
ニティによる労働が生態系の生産性に必要とさ
れる水田と同様に、海女による舳倉島の海洋資源
の管理には、集団的な意思決定と活動が必須で
ある。したがって、里海の持続可能な利用は、
無秩序な「共有地の悲劇」（the tragedy of the 
commons）に対する主な解決策としてしばしば
提唱されている民営化や個別化の推進（Hardin,  
1968）を通してではなく、これとは対立する
共有財産制、強力な集団構造及び生態系に対す
る集団的責任制を通して実現されるのである。 

里海に対する地域社会の参加

保全及び天然資源管理に対するコミュニティの参
加は不可欠であり、それには多くの理由がある。
たとえば、地元の生態系に関する知識の効果的な
活用、限界のある財源の投資、あるいは所有権や
保存対策を受け入れることが挙げられる。これら
については、工業化した沿岸地域（Edwards et 
al., 1997）をはじめとする各種の環境において広
く報告されている（Roe et al., 2009; Dahl, 1997; 
Primavera, 2000）。地域コミュニティの慣行に
基づく保全活動の近代的な状況での有効利用は、
国際協力（IFAD, 2006; Danida, 2007）と学術研究 
（例: Bjerkes, 2006；Raymond et al., 2010）の両
方の多くの領域で課題となっている。このような
理由から、地域コミュニティを組み入れた現代的
な活動の展開が里海における中心的側面である
（EMECS, 2008; PEMSEA, 2009; MoEJ, 2010）。 
さらに、里海の積極的な保全対策は、多数の手作
業または持続的な観察や手入れ、あるいはその両
方を必要とする場合が多いため、活動が成功する
には地域コミュニティの参加が特に重要である。 

表4に提示したように、ケーススタディでは、里海へ
の地域コミュニティの参加が有望であることが報告
されている。コミュニティは、意識を向上させるた
めの活動や意思決定活動に参加し（全ケーススタ 
ディ）、必須とされる日常的な生態系観測データを

ニティに対して一層直接的にアピールすること
が可能である。 

沿岸生態系において、人間と自然の相互作用の明
るい面での保全目的の手作業にコミュニティを組
み入れるのに成功した例は、全く異なる文化圏に
おいても報告されており、この点に注目すべきで
ある。たとえばセネガルでは、数万人の人々を動
員してマングローブの木を移植した（Bassene,  
2010）。一方、カナダのブリティッシュコロンビ
ア州では、受けが良いアマモの移植活動を利用し
てコミュニティの環境再生への参加を推進してい
る（Wright, 2005）。このような積極的な対策は 
コミュニティが参加できるさまざまな機会を提供
している。また、各種の状況で報告されている結
果は、コミュニティの参加を促す積極的な対策
を推進するための重要な原動力となっている。 

最後に、これらのプロジェクトの文化的、及び
社会的状況において、里海は地域コミュニティ
が参加するための強力な背景を提供していたよ
うである。里海には、地域コミュニティが参加
するための根本的な動機の1つとみなされるか
もしれない感情的な性質が存在している。「さと」
は「ふるさと」と解釈され、「里」の望郷の念は「里
海」の場合、失われた沿岸風景や自然と親密であ
った社会に対する懐古の情を呼び起こすと言えよ
う。このように、里海は、感情や感覚の領域、す
なわち場所や自然との関係に基づく自己意識の領
域にも存在している。したがって、里海は、多少
抽象的な保全概念を地域コミュニティにとって
親密な現実に繋ぐのに有用であるものと思われ
る。たとえば、東京湾における里海活動（ケース
スタディ6）には、非常に美しかった東京湾が一
変してしまったことを近隣住民に示す写真を収
集して展示することも含まれていた（古川私信, 
2010）。山口湾に昔から住んでいた人々にとっ
て、保全対象の生物種としてアサリを選択する
ことには特別な意味があった（ケーススタディ 
9）。これらの人々の多くは、潮干狩りでアサ
リを探しながら干潟を掘り起こして成長したの
である。コミュニティが沿岸の風景に愛着を抱
く場合、子供の頃の記憶は不可欠な要素である
ことが報告されている（佐竹・上甫木, 2006）。
沖縄における正常なラグーン生態系の再生を目
指した活動へのコミュニティの参加（ケーススタ
ディ10）は、「サンゴ礁の人々」としての独自の文化
を保存するための幅広い運動と結び付いている。

コミュニティの里海活動への参加において、感情
的要素または精神的要素、あるいはその両方が
果たしている役割を正確に評価するためには、

提供している（ケーススタディ6: 東京、ケースス
タディ7: 英虞湾）。また、コミュニティは、特に
里海的な活動において重要な手作業を提供してい
ることが報告されている。その例として、陸成栄
養塩の流入を管理するために植林（全ケーススタ
ディ）や月桃を植える保全活動（ケーススタディ
10: 沖縄）、干潟の泥を掘り起こして土壌を柔ら
かくし、堆積物内部を好気性の状態にする取り
組み（ケーススタディ9: 山口）、生物多様性を
強化するための生息地として石垣を築いて魚を
捕獲する方法（沖縄）、ホンダワラ（Sargassum）
あるいはアマモ（Zostera marina）を移植したり育
成する取り組み（ケーススタディ3: 富山、ケー
ススタディ7: 英虞湾、ケーススタディ9: 山口）
が挙げられる（注：漁業者については、表3に含
まれているため、漁業者が主要な参加者である 
コミュニティをベースとする活動は表4に含ま
れていない）。コミュニティの参加を成功させ
るための要因には、全ケーススタディを通して
報告されているように、研究者、意思決定者、
地域に密着している組織及びその他の利害関係
者が長期的に参加すること等、広く認められて
いる優れた取り組みが含まれる。また、その詳
細な役割を正確に示すことは困難であるが、里
海特有の側面は貴重である。以下において、こ
の点について考察する。 

表4から明らかなように、里海を重視する
積極的な保全活動は、自然に密着した保全
活動に参加するための各種の機会を提供す
る。人間と環境との相互作用を必ずしも破
壊的と断定しない里海の概念に由来してい
るこれらの活動の多くは、自然を育む人間
と自然の相互作用の明るい面を利用している 
（表4の下部、「環境の制御的な改変」と表示
された列を参照）。これとは対照的に、緩和
的保全策の場合、この相互作用の負の側面（ゴ
ミや公害）に取り組む活動に進む傾向がある。
海岸におけるゴミ拾いや流出したオイルの清掃
にボランティアが参加することは不可欠である
が、ケーススタディで報告されているような藻
場の育成、植林、魚類を育成するために新しい
生息地を構築したり監視すること等と比べる
と、緩和的保全策による活動は報われることが
少なく、あまり好ましくない環境で展開される
場合が多い。人間は海で自然を育むことを習得
することができるという里海の根本的な前提に
ついては、自然を保護する場合、人間に対して
自然から遠ざかることを基本的に要求する（他
者が放置したゴミを片付けなければならない
場合は例外である）排他的あるいは緩和的アプ
ローチと比べると、ポジティブな方法でコミュ

さらなる研究が必要である。いずれにせよ、コ
ミュニティが参加する場合に、このような動機
が重要であることについては、南米からスカン
ジナビア（Folke et al., 2005）、インド（Stone et 
al., 2008）、南太平洋（Jolland & Harmsworth, 
2007）に至る文化圏で広く報告されている。生
物多様性条約の生態系アプローチ（CBD, 2000）
をはじめとする多数の政府間プロセスにおいて、無
形の生態系サービスの重要性も認識されている。
これらの無形のサービスの経済的評価は、意思決
定者を保全活動に導く際に重要である（Vejre et 
al., 2010）。逆に言えば、コミュニティやボラン
ティアが参加するためには、経済的な議論ある
いは科学的な議論よりも、保全活動と無形価値
を結び付けることが最も効果的であるかもしれ
ない（Koss & Kingsley, 2010）。長期的に見た
場合、現代の状況の中でこれらを結び付けるこ
とは、ケーススタディで報告されている沿岸保
全のための取り組みを行う上で、里海の最も価
値ある利点であるのかも知れない。

今後の展望：科学的ニーズ、政策への取り込
み、国際協力

ケーススタディは、経過報告書としてみなすの
が最適であるかもしれない。全般的に見ると、
さらなる研究の必要性に関しては、沿岸生態系
におけるさまざまな地域別の積極的な対策を通
して地元の生物多様性を保全すること（に加え
て、おそらく強化すること）についても有望な
結果がある。しかしながら、これらの活動に関
しては、長期にわたって詳細に検討することと、
規模を拡大して適用した場合の有効性を評価する
ことが必要である。ケーススタディでは、その後
のプロジェクトについて具体的な研究の問題が
指摘されており、そこには漁業者による森林保
全活動の有効性を定量的に評価することの必要
性（ケーススタディ3: 富山）あるいはその他の
森林管理の取り組み（Box 5: 由良川）、東京湾
における生態系ネットワークのモデリング、観
察、詳細な研究、環境再生技術の評価（ケース
スタディ6: 東京）、石干見による生息地の提供
において国際的経験を共有すること（ケースス
タディ10: 沖縄）、生態系管理に対する漁業セク 
ターの貢献に関する詳細な評価（ケーススタディ
1: 知床）、カキ養殖のための半閉鎖性海域の環
境収容能力に関する精密な評価（ケーススタディ
4: 七尾、本ケーススタディでは報告されていない過
去の研究に基づく）が含まれる。 
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一部のケーススタディでは、里海に関する研究の社
会経済的要素を考慮し、学際的アプローチの策定
が提唱されている（ケーススタディ7: 英虞湾、ケー
ススタディ9: 山口、その他の研究でも若干提唱さ
れている）。山口のケーススタディをはじめ、その
他の調査（Arrow et al., 1996; Vatn, 2010）、CBD
生態系アプローチ（CBD, 2005）において指摘さ
れているように、現在の経済体制では、生態系の
利用や枯渇の費用を内部化させるのが難しく、こ
のことが生物多様性にとって最大の脅威の1つと
なり得る可能性がある。環境負荷の費用が内部
化されていないことは、海洋生態系にとって特に
問題となるものと思われる（Kullenberg, 2010）。
この背景を考慮し、保全費用を生態系の便益者に
内部化させるのに成功した里海の共同所有権と共
同責任（詳細は共同管理に関する項目を参照）、そ
して数百年にわたる先祖代々の共同的慣行がどの
ように現代の状況に適応できたかを研究し、実証
することが重要だと思われる。 

生態系サービスの適切な経済的評価に関する現在
の研究をさらに深めることは最重要事項であるが、
生物多様性コンポーネントの持続可能な使用を実
現するためには、基本的なレベルにおいて、非経済
的かつ非功利主義的解析を知識基盤に統合する
ことが必要となるはずである（Kosoy & Corbera, 
2010）。特に、利他主義等の価値観が無視されたり

（Stone et al., 2008）、開発の純粋に「経済的な」
観点がすべての保全活動の視界の絶対的な極限
となると（Jollands & Harmsworth, 2007）、コミュ
ニティの参加は理解されなくなる場合が多い。さら
に持続可能な個人行動（持続可能な沿岸を確保す
るための不可欠な段階）を推進するためには、心理
学等、他の分野との協力が必要となる（Atran et al., 
2005）。海女のコミュニティでは、時間と労力を節
約することが可能な技術の導入を拒否した場合も
ある。その理由は、このような技術が、海女の独自
の文化的及び環境との関係を変化させる可能性
があるからである（ケーススタディ5: 舳倉島）。この
ことは、労働、時間、経済効果の価値観や有用性に
ついての支配的な考え方と明確に一致しないこと
を示している。さらなる研究が必要であるが、海女
の負債率が低いことは、技術に対する資本投資が
もたらす文化的、環境的、社会的（雇用）結果を考慮
した場合、短期的な経済性だけに注目するよりも、
共同的選択制の方が、長期的に見ると、生態系と生
態系利用者の両方に対して、より多くの便益をもた
らしていることを示す事例であるものと思われる。
これらのケーススタディで述べられているように、
汎用的な里海保全の視点は、経済から精神領域、
コミュニティに基づく知識から科学的知識、伝統と
近代に対する考慮が一貫して組み込まれている。

理の実施が成功を収めたことが報告されている。

国際協力で経験を共有することは、日本における
里海の前進のためにも、日本で得た経験を他国
で適切に応用するためにも重要となる。後者につ
いて、里海活動の適応性を特定の沿岸地域に限
定することになるかもしれない特殊な領域使用
権と共同的構造（里海と関連する漁業権の詳細
な考察については前章参照）を認識した上で、日
本で現地実証された活動が他の地域で適切に応
用され、役に立つ可能性がある。現在、このような
協力は、各国における里海関連の経験を議論す
る多数の国際的イベントを通して具体化しつつあ
る（EMECS, 2009; PEMSEA, 2009）。沖縄のケー
ススタディでは、白保での世界石干見サミットの
活動について報告されている。同サミットでは、多
数の国々で実施されている保全及び里海を目的と
した石干見の漁法（石垣を築き、潮の干満を利用し
て魚を捕獲する漁法）が共有された。また2010年
10月18～29日の期間に名古屋で開催された生物
多様性条約第10回締約国会議では、里海に関する
複数のイベントが実施された。積極的な保全策に
対する関心も世界中で高まっており、現在、環境管
理を目的とした海草の移植はさまざまな国々で実
施され、多くの研究のテーマとなっている（例: Li 
et al., 2010; Van Katwijk et al., 2009）。都市化
が進んだ海岸線で人工的な海洋生物生息地を利
用して保全する活動の研究は、急速に進展してい
る（Martins et al., 2010; Chapman & Blockley, 
2009）。全体的に見ると、人為的影響を受けた沿
岸海域における生物多様性を管理するための国
際的な知識基盤が急速に拡大している。日本の
里海の経験は、このような知識基盤に貢献するも
のである。この分野における進展を加速するため
には、適切な国際的プロセス及び政府間プロセ
スを推進することが重要である。 

沿岸保全を目的とするあらゆる戦略において、国
際的プロセスとの連携が必要性を増すものと思
われる。沿岸生態系は多数のプロセスを介して
沖合と結び付いている（興味深い具体例として、
秋田に関するケーススタディ2）。また、沿岸生態
系はしばしば国境を越えている。ミレニアム生態
系評価（MA, 2005）の類型分類では、この段階に
おける里海は、流域規模の一体的（集束）生態系
管理と強力なコミュニティ基盤を有する「順応的モ
ザイクシナリオ」に該当する。このシナリオでは、地
球環境問題が及ぼす地域レベルの影響により、こ
のような規模だけで管理を成功させることは結局
のところ不可能となる。ほんの一例ではあるが、外
洋における乱獲、気候変動、海水の酸性化、地球全
体における海洋生物多様性の枯渇が及ぼす影響

を、沿岸領域の境界外部で抑止することはできな
いであろう。最終的には、里海が地元の生態系で栄
えるには、伝統的なコミュニティが里海の文化風景
を育成したように、我々は地球全体の海洋を慎重
に管理しなければならない。
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したがって、里海に関する学際的研究によって保
全のための実際的な選択肢が生まれるものと思
われる。これらの選択肢は、広範囲にわたる知識
を統合するものであり、知識管理と参加型計画に
関する愛知ターゲット18及び19 （CBD, 2010b）
を実現させるために、文化的に適切な方法を導く
ことができるものである。 

いくつかのケーススタディ（ケーススタディ6: 東
京、ケーススタディ7: 英虞湾、ケーススタディ9: 
山口）で指摘されているもう1つの優先課題は、 
コミュニティレベルで策定された良好な活動を広
範囲にわたる管理の枠組み及び国家政策の中に
適切に反映させることの必要性である。このことは、
里海活動が沿岸環境に対して大きな影響を及ぼ
すために必要である。コミュニティレベルでの有
効性はケーススタディで証明されており、本章の
表にまとめた通りである。しかしながら、コミュニ 
ティレベルの活動を大規模な管理の枠組みに応用
することは必ずしも容易に実現できることではない

（Berkes, 2006）。現在、日本政府は、まさにこのよ
うな取り組みの実験を進めており、コミュニティか
ら歓迎され、重視される生産的で持続可能な沿岸
環境を実現させるための方法として、里海を持続
可能な社会のための戦略に組み入れている（GoJ,  
2007）。また、里海は、基本的海洋政策において、
生産的で美しい沿岸を目指して海洋保全と再生に
取り組む活動の重要な要素であり（GoJ, 2008a）、
第3次生物多様性国家戦略において、海洋と沿岸
の生物多様性を保全する活動の中心的要素である
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これからの数年間で、コミュニティレベルの経験の
国家政策への取り入れについて、または、相対的
に小さな地域から日本沿岸の大きな部分への応
用についての貴重な見識を得られると思われる。
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